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はじめに

本報告書は､財団法人アジア人口･開発協会が､平成12年度雇用 ･能力開発機構委

託事業 ｢アジア諸国の職業安定制度と雇用政策に関する調査研究｣を受託し､カンボ

ジア王国で実施したものである｡調査の取りまとめについては､本協会内に設置した

研究委員会 (委員長 黒田俊夫 日本大学人口研究所名著所長/本協会理事)委員を中

心に行った｡

職業安定制度や雇用政策の適切な実施は､各国の社会的な安定の確保に深く関わる

ことであり､また現在､アジア諸国における､国際的な相互依存関係の進展の中で､

アジア域内の社会的な安定を維持する上でも基本的な条件の一つである｡各国の職業

安定制度と雇用政策の現状を調査することはアジア諸国の現状と日本との関係を理解

する上で重要な役割を担うことになる｡

調査は､このような観点から､南アジア､東南アジア､東アジアを中心に各国の職

業安定制度と雇用政策の実態および､人口構造､社会構造および経済構造との関係に

ついて､各国の現状把握および将来見通しを行い､国際化の進展･国際協力が必要と

なっていく中で今後の日本の国際協力における政策立案に役立てるよう実施した｡

現地調査は､イツ･サム･へン社会 ･労働 ･職業訓練 ･青年リハビリ (MOSU/Y)

大臣､カンボジア人口･開発国会議員連盟 (CAPPD)会長メン･サム･アン議員､プ

レス ･マヌラ外務次官補他､カンボジア社会 ･労働 ･職業訓練 ･青年リハビリ省

(MOSLVY)および外務 ･国際協力省の全面的な協力を待て実施された｡また､在カ

ンボジア王国 山本栄二公使他の皆様には現地調査の全般にわたってご指導 ･ご協力

をいただいた｡

国内では､厚生労働省雇用政策課および外務省南東アジア一課に調査内容について

ご指導および調査の便宜をいただいた｡また､在日カンボジア王国大使館には調査準

備全般にわたって多大なご配慮をいただいた｡ここに深甚なる謝意を表す次第である｡

終わりに､この報告書がカンボジア王国をはじめアジア諸国の発展と日本政府の有

効な国際協力の進展に役立つことを願うものである｡

なお本報告書は､本協会の責任において作成したものである｡

平成13年3月

財団法人アジア人口･開発協会

理 事 長 中 山 太 郎
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序章 総括 :人口転換夜明けの国
一苦難のカンボジアー

1.インドシナ3カ国の人口パターン

インドシナ 3カ国のカンボジア､ラオス､ベトナムの人口パターンには共通の特徴とそ

の変化の差異が注目される｡一口で言えば高出生率である｡特に1970年代にいたるまでは 3

カ国ともに 6前後の著しく高い出生力の合計特殊出生率 (TPR)を示していた｡しかし

1970年代後半以降において 3カ国はそれぞれ異なったパターンを示している (図1)｡

図 1 インドシナ3カ国の合計特殊出生率 (TFR)

ここ:=7.---::-.p--ご二._- 7
㌦ ･:∴

最も一般的な出生力の近代的低下傾向を示しているのはベトナムである｡しかし最近に

おいてもなお 3以上の合剤特殊出生率を維持している｡ラオスは依然として高い水準で､

1970年以降はかえって増加する傾向さえ見られる｡カンボジアの出生力の変化はベトナムや

ラオスと異なった著しい特徴が見られる｡それは1970年代後半における劇的な低下である｡
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1970年代前半に低下が始まって､それ以前の合計特殊出生率6.3が5.5にまで低下し､特に

1970年代後半には4.1にまで急激な低下を示している｡留意すべき点はこのような出生力低

下が家族計画の普及によるものではないということである｡それは後述するように死亡率の

極端な増大とそれをもたらした政治的混乱によるものである｡1980年代には出生力は再び5

の水準に復帰し､その状態が維持されている｡ベトナムの急速な出生力低下の進展に対し､

ラオスは極めて高い水準､カンボジアはその中間水準にあり､インドシナの 3カ国はそれ

ぞれの異なったパターンに特徴付けられるO

普通出生率で見ても 3カ国のパターンは前述の合計特殊出生率の傾向にほぼ対応してい

る (図2-I)｡普通死亡率は1970年代後半の異常な高水準を除くといずれの国も長期的に低

下するという共通のパターンを示している (図2-2)｡

図2-1 インドシナ3カ国の人口 (1950-1955-1990-95)

■■■■ー ■-.~~ ■ーI950-55 t95560 196065 1965-70 1970-75 1975-80 19BO-85 1985-90 1990-95

年
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2.カンボジアの人口動態

1950年代から今日にいたるまでの約半世紀間におけるカンボジアの出生率､死亡率およ

び人口増加率 (自然増加率ではない)を示すと図3のようになる｡

最も注目すべきは既に触れたごとく1970年代後半における死亡率の激増である (図3)｡

それまでの1,000分比では20前後の死亡率が一気に2倍の40にまで上昇している｡これに対応

して出生率も40以上の高水準から30にまで下落している｡その結果､人口増加率はマイナス

1.7%に転落している｡自然増加率では30-40-△10(マイナス1%)であるが､外国への難

民などの流出が影響しているO

この時期の人口変動の状況を人口増加数で見てみると次のようになる｡1975-1980の5年

間の人口減少は60万人に達している｡しかし､1960-1965年には70万人､1965-70年には80

万人の増加があったのに対し､既に1970-1975年にはわずか15万人に縮小しており､次いで

1975-80年では一挙に60万人の減少に転じている.カンボジアの悲劇がこの時期に始まった

ことを明らかに示している｡

図3 カンボジアの人口動態率
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3.人口転換の夜明け

ベトナムの8,000万､ラオスの500万に対し､カンボジアは1,200万の人口である｡インド

シナ半島の国境で区別された 3つの国の人口は極端なアンバランスで構成されている｡

人口大国ベトナムでは人口コントロールが着実に進展しており､既に合計特殊出生率の
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著しい低下傾向を実現しているのに対し､人口の最も小さいラオスではなお著しく高く､人

口増加への強い期待感が予想される｡カンボジアはいわばベトナムとラオスの中間の人口規

模にあるが､人口コントロールに対する政策的関心も強くないように思われる｡家族計画に

対する国民の実行率もなお20%の低水準にある｡

カンボジアの国民もボル ･ボト政権下に近代化の進展を阻害された悲劇を持っている｡

新しい世紀を迎えて､新しいカンボジアが始まろうとしている｡近代化の出発は人口の近代

化によって促進され､豊かな国家の基盤が形成される｡人口の規模が問題ではなく､問題は

人間の質にある｡

注記 :本稿に利用した統計は統一性の観点からすべて国連のWorldPopulationProspect:1998

Revisionによった｡
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第1章 カンボジア王国の概要

1.国土 ･地理

(1)生態的環境

地理的概況

カンボジア王国 (以下､カンボジア)はインドシナ半島の南端北緯11-150東経102-1080

の間に位置し､国土面積は18万1,035km2でタイ､ラオス､ベトナムと国境を接している｡国

土の中央部分には､メコン･トレサップ水系から敷延する標高30m以下の平野を擁するが､

全体的に見るとメコン-バサック川が流去する南東のベトナム国境を除いて三方を山地で囲

まれた盆地状となっている｡

ここでは､雨季の終わりに近い9月頃になると､豊富な水量を持つメコン河はトンレサッ

プ湖 (太湖)に向かって流入 ･氾濫し､湛水域は大幅に拡大する｡これがカンボジアの農業

から人々の生活まで1年の生活のリズムを決めることになる｡

南西方向は､シャム湾に接しているものの､標高1,000mを超えるカルダモムーエレフアン

(ダムレイ)山系に塞がれ､海岸へのアクセスは良くない｡

1998年センサス補正値で総人口は11,561,000人であり､国土面積で総人口を除した単純な人

口密度は63.9人/kmeとなるが､人口のほとんどは農業適地であるトンレサップーメコン平野

とその周辺地域に集中しており､国土の37%の地域に人口の約85%が居住していると言われ

ている｡この場合､同地域の人口密度は155.i/km2となる｡図トlの州別人口密度と図1-2の村

落の分布図を見てもトンレサップ湖の周辺とメコン河沿いに村落が集中して分布すること

が一目で分かる｡

カンボジアの人口増加に伴う雇用吸収の可能性として､国レベルで見たときの低い人口密

度をあげ､農業開発によって労働力を吸収できると言われるが､トンレサップ湖の周囲に広

がる農業開発の適地にそれほど余裕があるわけではなく､多量の人口に十分な雇用機会を提

供できるかどうかについては楽観的な予測を立てることができない｡
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図1-2 カンボジアの村落分布図カンボジアの人口密度が希薄な地域への人口移動は考

えるほど容易ではない｡交通の便が悪く､遠隔地に人々が移動したがらないという一般的な

理由の他に､同国の気象､地理的条件によって､農業開発その

ものが容易ではないことにもよる｡カンボジアの地形は､大きく中央の平野部と､その周

辺の山地 ･高原として考えることができる｡山地は､トンレサップ湖とそこに広がる平野部を取り

囲む形で断続的に連なっている｡タイとの国境をなしている北部には､700m級のダンレック山脈がは立し､東北タイに広



がるコラート高原との明確な境界をなしている｡ここでは実に300-600mの落差が断崖状に

見られる｡つづいてトンレサップ-メコン平野がほとんど起伏なく南のベトナム国境まで広

がっている｡例えば､トンレサップ湖の北にあるシェムリアップは標高約30mであり､そこ

からおよそ200km南下したプノンペンで標高は10m前後であるO

カンボジアの気候は､明確な乾季と雨季を持った熱帯モンスーン気候だが､湿潤な東南ア

ジアの中にあって比較的乾燥している｡年間の平均降水量は平野部では1,000-2,000mm程度

で､降水量よりは蒸発散量のほうが多く､メコンの増水によるトンレサップ湖への逆流と､

水位の上昇に伴う冠水がなければ､カンボジアの国土は乾燥地帯となってしまう｡人口密度

の低い地域はラオスとの国境地帯に広がっており､同地帯は基本的にステップ性の乾燥地域

であるD

カンボジアの穀倉地帯であるトンレサップ湖周辺にしても､同地域では増水 ･減水を繰り

返すため､一般的に言って冠水から減水期にいたる過程で年に1回だけ稲作が可能であり､

広大な平野を擁してはいても二期作や労働の集約化による飛躍的な収量増大を望むのは難

しい状況にある｡

これらの理由からカンボジア経済の基本をなし､就業人口の74.6%を占める農業 (林業 ･

狩猟を含む)が今後とも増加しつづける人口を吸収できるかどうかについては楽観的な予測

を立てることはできないのである｡

2.文化

カンボジアの文化的特徴を一言で述べるとするならば ｢取り残されたインド｣と言えるか

もしれない.インドシナ地域に限らず､インドネシア､マレー半島､現在東南アジアと総称

されている地域は､フィリピンを除いて一度､インド文化の強い影響を受けた｡ジャワのガ

ムラン音楽､マレー王室の即位の儀で使われる潅頂などヒンドゥ文化の影響は今も東南アジ

アのいたるところに見ることができる｡

ベトナムも南部はインド文化の影響を受けており､その後､中国の影響を強く受けた｡イ

ンドネシア,マレーシアはその後イスラム化したO東南アジアの大部分は､その基層文化と

してインド文化を受容した後に､イスラム化などの新たな変化を経て現在にいたっている｡

アジアの文化圏､特に東アジアから衆南アジアにかけての文化圏を大きく分けるのがイン

ドシナ半島の東部を南北に走るベトナムの西部山岳地域である｡この山岳を自然境界として

それから東は大乗 (北伝)仏教をはじめとする中国文化の影響のもとにあり､それから西は

南方上座部 (南伝)仏教と明らかな違いを示す｡

この南方上座部仏教はヒンドゥ教が勢力を失った後に､現在のスリランカから伝えられた

ものであり､タイ､ミャンマー等の文化を強く特徴付けている｡

カンボジアの場合も主要な宗教はこの南方上座部仏教である｡南方上座部仏教が95%､そ
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の他が5%と圧倒的に南方上座部仏教が主体となっている｡ただ､タイやラオスなどと違う

点はカンボジアがインドの文化的影響をより濃く残している点にあるD例えば､多く外国人

にとって､カンボジア-アンコールワットと言われるほど､アンコールワット遺跡の印象は

強い｡アンコールワットはトンレサップ湖の東岸､現在のシェムリアップ州にある世界的著

名な遺跡である｡このアンコールワットはまさしくヒンドゥ教の寺院であり､カンボジアが

ヒンドゥ教の強い影響を受けていたことが分かる｡

そもそも､カンボジア最初の国である扶南はインド的な文化枠組みを受容して成立した｡

西暦229年には中国の呉から使節が来航し､インドのクシヤーナ (大月氏)朝とも交流があ

った｡その後､ラオス南部のチャムパサック地方に興っていたクメール真臓が南下し､アン

コール王朝を築き上げた｡

12世紀､アンコールワットが創建された当時､アンコール朝はインドシナ地域で最大の力

を持った王朝であり､現在のタイをもその版図の中に組み入れていた｡その後､14世紀にシ

ャム王朝の進攻を受け､アンコール朝は崩壊した｡

カンボジアの場合､ヒンドゥ敦から直接､南方上座部仏教に移行したわけではなく､一時

現在のベトナムから伝わった大乗仏教が主要な宗教となった｡この辺りに､タイとベトナム

に挟まれ､その両国の影響を強く受けてきたカンボジアの地理的位置と文化の関係を理解す

ることができるO-度受容した大乗仏教を放棄し南方上座部仏教へと移行したこの変化は､

強力な階層構造をなし､統一的な官僚制度や統治システムとの関連が強い大乗仏教と二者関

係を重視する南方上座部仏教の関係や東南アジアにおける文化を考える上で､極めて興味深

い｡

このような歴史的変遷を経てなお､カンボジアの中にはインド的な雰囲気が色濃く残され

ている｡

カンボジアは､12世紀に創られた強力な王権によってクメール語を中心とする文化的アイ

デンティティを形作り､その後､その共有を維持することで､強力な王権がなかったにも関

わらずカンボジアの文化的特色を維持した｡

強力な政治権力が存在しなかったことから､ベトナムの大乗仏教にも､マレーシアやイン

ドネシアのイスラム化の影響を受けることもなかった｡東南アジア全域に広がったインド文

化の影響をカンボジアの地域で色濃く残す結果となったのである｡

14世紀のアンコール朝崩壊以降､カンボジアの歴史は紛争の歴史であったと言ってよい｡

この理由はその度ごとに異なっていると思われるが､注目すべきことは､その王位継承が常

に宮廷内部での争いを伴っていたことである｡アンコール朝以降､強力な王朝が成立しなか

ったカンボジアはベトナムとタイの2カ国の狭間で､様々な干渉を受けつづけることになる｡

名目上の王朝は成立していたとしても､自分達だけで王位継承権者を決めることも困難な状

況がつづいた｡王位継承の基準が明確でなかったことは必然的に宮廷内の内紛を招く｡この

内紛がまた､両国に干渉する機会を与えることになった｡

現在の王政も王位継承権を持つものを ｢30歳以上の王族で､アンドゥオン王の血を引くノ

Hl



ロドム王またはシソワット王の子孫でなければならない｣(意法第14粂)と定めているにす

ぎず､王位継承権の第一位を規定する明確な規定がない｡

このことは､カンボジアが､インドシナ半島の国際政治の狭間で､常に揺り動かされ､そ

の結果､その王朝も常に近隣諸国との力のバランスで成り立っていたことを示す｡しかも･

このことがまた,タイ､ベトナムなどがカンボジアに介入する口実を与えつづけた｡現在の

政治にもそれは反映されており､インドシナ半島の強国に挟まれ 緩衝地帯としての役割を

与えられつづけてきたカンボジアの今後を考える上でも重要な視点となる｡

3.教育制度

カンボジアの教育は学校前教育､一般教育､高等教育に大別することができる｡学校前教

育は3-5歳までの3カ年に分かれている｡通常教育は以前5年制であった小学校が6年制とな

り､下級中学校3年間､上級中学校3年間の計12年教育となっている｡

図1-3 カンボジアの教育制度

般免官 高等頬

舌さttzFSq 旺iq] 小甘flE)FZ田 E)由 l司I:打 El8 t統中等亨tilⅡb]Pg 幸美#手

洗免荷学究A仁ピS -1 5 6 7 乗 9 日}

H 非公式教育出所)MinistryofEdu

cation1998高等教育はプノンペン王立大学をはじめ､マハシリ薬科大学､

王立農業大学､王立芸術大学等がある｡学費は無料となっているが､実際上の就

学率はそれほど高くない｡教育省の統計でも小学校1年次から2年次への進学率は50%足らず､

43%がもう一度1年を再履修しており､7%が脱落している｡全国規模での調査結果はな

いが現地調査結果を援用するならば､小学校1年入学者のうち､小学校6年課程を再履修する

ことなく卒業し､中学校へ進学するのは17.5%にすぎない｡これはプノンペン近郊のカンダ
ール州の例である｡全国で



見ても中等教育への進学率は20.6%にすぎない｡5-24歳人口の就学率を示したものが表日

であるo特筆すべきは一度も就学したことのない人口が約30%存在することである｡

表1-1 就学率 (%)
全体 全国 プノンペン その他都市

農村就学経験なし 29.1 10.1 25

.3 31.5就学経験あり､現在就学してない 24.2 22.

7 21.9 24.7現在就学中 46.6

67.2 52.7 43.8中等学校就学率

20.6 42.8 27.8 16.7出所) cambodLaSol.o･Econo"I.cSLLn･eJ.1999,Nat)onalJnstltuteOfStatlSllCS,MHll

StryOfPlannillg,2000現在の国際情勢の中でカンボジ

ア経済が競争力を持つためには教育を受けた人材の養成が不可欠である｡先進国は既に労働

集約的な産業のほとんどを途上国へ移転したD現在､途上国が先進国からの投資をキャッチアップする場合でも中等教育

程度の教育水準を必要とするようになってきているD表1-2に示すとおり､国全体の識字率は6

2,8%であるが､都市 ･農村間で大きな較差がある｡都市地域の識字率が75.5%であるのに対し

､農村地域の識字率は60.3%にとどまっている｡また､男女格差も大きく全体で見て男性識字率が

71.0%であるのに対して､女性識字率は55.4%である｡現地調査の印象からいって

､カンボジアの場合､男児選好があるとは言えないと思う｡ただ､女児は親元にいるものという観念が強く､村で受けられる初等教育を超えた教育

ということになると､女性の場合かなり困難である｡

表1

-2 識字率 (7歳以上人口)男女計

男性 女性全国 62.8% 7

1.0% 55.4%都市 75.

5% 82.1% 69.5%農村 60.3% 68.8% 52.7%出所)Ger)eralPopulationCensusofCambodlaI998-F)natCenst]s

Results-表1-3 年齢別､男女別､都市農村別就学率 単位 (%)

年齢 全体 都市 . 農村計 男性 女性 計 男牲 女性 計 男性
女性7歳以上 26.0 30.3 22.1 30.4 34.4 26.8 25.

1 29.5 21.27-Ⅰ4歳 64.3 66.3 62.3 75.3 76.8

73.7 62.4 64.5 60.315-19歳 40.6 51.4 30.

0 54.6 64.8 45.0 37.6 48.7 26.820

-24歳 8.3 ll.6 5.3 16.1 22.4 10,i 6.7 9.2 4.425歳以上 I.4 1.7 1.



識字率の質も問題である｡識字であると答えたもののうち58.7%が ｢学校教育を受けたこ

とがない｣または ｢小学校を中退｣と回答している｡現在世界的な趨勢として､識字の現状

を見るのにとりあえず､実用的な読み書きができる識字率でその国の現状を計る場合が多い｡

この識字率を機能的識字率 (FunctionalLitelaCy)とよび､一般的に5カ年の教育終了をもって

機能的識字を獲得したと考える｡カンボジアにおける現在の小学校は6年制になっているが､

かつては4年制､5年制であったo従って､少なくとも小学校終了までは機能的識字を獲得し

たとはみなせないことになる (表ト4)0

表1-4 25歳以上識字人口の教育水準 (%)

教育水準 全体 男性

女性教育を受けたことがない 2.1

2 2.2小学校を中退 56.6

49.0 66.i小学校を終了 24

.7 28.7 19.7下級中等学

校 ll.8 13.9 9.2上級中学校 (ディプロマ) 4.0 5.

3 2.4高等教育 0.8 1.1 0.4出所)GeneralPoplllatlOnCellSuSOfCMllbodla

1998-FlllalCensusResults-この場合の機能的識字率を概算で計算すると

67.3%×41.3%=27.79%となる｡通常この機能的識字を獲得している人口が近

代的な産業の担い手と考えられる｡また､カンボジアの場合､中等学校の就学率が20%程度

では､途上国の間でも競争力を持てないことになる｡この点から言えば､カンボ

ジアには近代化を達成する十分な担い手もいないことになるOカンボジアでは国家予算の8,

l%が教育費に向けられている｡現在就学率 ･識字率の向上が見られ､上級中学校の卒業者数は1993/94年の7

51人から1995/96年には6,105人へと急増している｡都市近郊では将来子供を

大学まで進ませたいという親も多く､進学への意欲は高い｡しかしながら､現実的には小学

校は各村､少なくともコミューンレベルで存在するのに対し､下級中学校は少なくともコミ

ューンレベル､上級中学校は主要都市レベルでしか存在しないため､女児の高等教育の機会は限られてしまう｡カンボジア全国で小学校は4,8

99校､下級中学校351校､上級中学校106校である｡カンボジアの開発を考える場合､職業訓練を含

む､教育投資の重要性はますます増すものと考えられる｡

表1-5 就学

者数就学前教育 小学校 下級中学校 上級中学

校 総計学校数 812 4,899 351 106 6,168学生数 44,814 I,918,985 265,895 61,671 2,291,36

5女子学生 22,315 860,700 98,477

21,605 I,003,097女子学生比 (%) 49.8 4

4.9 37.0 35.0 43.8教員数 I,899 43,2



4.政治制度

1991年10月23日にカンボジアを含む19カ国の代表によりカンボジア和平のための国際協

定 (パリ協定)および付属文書に署名が行われた｡このパリ協定の合意に基づき､カンボジ

ア最高国民評議会 (SNC)と国連カンボジア暫定統治機構 (UNTAC)について規定された｡

sNCは暫定期間におけるカンボジアの主権､独立､統一を具現する唯一の合法的機関とされ､

ノロドム ･シハヌーク殿下を議長とし､シハヌーク派2名､ソンサン派2名､クメール ･ルー

ジュ2名､プノンペン政府側6名､の計12名で構成されたが､のちに議長であるシハヌーク殿

下を別格として､議長1名､議員12名の13名構成となった｡

uNTACは1992年3月15日に明石康 ･国連事務総長特別代表が軍事部門のサンダーソン中将

を伴って着任した時点で活動を開始し､正当な選挙に基づく､統治の正統性を構築するため

の活動を開始した｡このUNTACの具体的な活動は､選挙人の確定と自由かつ公正な総選挙の

施行であり､1993年5月23日から28日まで実施された｡

この選挙は全国の19州2特別市 (プノンペンとシハヌーク･ビル)ごとに実施され､選挙

民は政党に投票する方式で､制憲議会の議員120名を連出したO

この制意議会は3カ月あまりの討議を経て1993年9月に民主主義と立憲君主制を柱とする

新しい ｢カンボジア王国憲法｣を制定し､憲法の規定する王冠会議の決定によりSNC議長で

あったシハヌーク殿下が再即位し王位に就いた｡

シハヌーク殿下は,フンシンペック党のラナリット殿下を第一首相､人民党のフン･セン

を第二首相に任命し､両首相を首班とする連立内閣が成立した｡

この日をもって国連の暫定統治と平和維持活動 (PKO)は終了し､UNTACはその任務を終

え明石代表は離任した｡

その後､1997年､ラナリット第一首相が､フン･セン第二首相によって政権から追放され､

同年に予定されていたASEAN加盟も見送られた｡国内情勢が依然不安定な中で､1998年7月

には新たな､立法議会議員を選ぶ総選挙が実施された｡各国の選挙監視団による承掛まあっ

たものの､カンボジア国内では､フンシンペック党､サム･リヤンシー党などがその選挙結

果を不満としてデモをつづけ､国内情勢の不安定な状態がつづいた｡

この状況も､シハヌーク国王の調停による党首会談で収拾され､ポストの分配や既存の勢

力への配慮等から､一院制であった国会を二院制とし､チェア･シム制患議会議長が上院議

長へ就任､ラナリット前第-首相が下院議長に就任した｡首相にはフン･セン前第二首相が

就任し､世界に例を見ない複数首相制から､単一首相制へと変わった｡

この点から考えるとカンボジアに本当の平和が達成されてからまだ3年程度しかたってい

ないのである｡
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第2章 カンボジアの人口

1.カンボジアの総人口

1998年のセンサス集計値によればカンボジアの総人川ま約1,143万人で､その内訳は男性人

[二はミ約551万人､女性人口が約593万人となっている (表2-i)｡カンボジアの属するインドシ

ナ地域は第二次世界大戦後の国際政治のひずみをまともに受け､ベトナム戦争､ベトナムに

よるカンボジア進攻､ラオス動乱など戦火にまみれた｡特に､カンボジアはインドシナ紛争

の被害を最も長期にわたって､そして最も激しく受けた国である｡

表2-1 カンボジアの人口

男女計 男性

女性全国 ll,437,656 5,5日,408 5,9

26,248都市 1,795,575 878,18

6 917,389農村 9,642,081 4,633

,222 5,008,859Lrl所)GeneralPopulatlOnCensusofCambodia1998-ド)natC

ensusResults-これらの国際紛争に加えて､ボル ･ボト派による支配

とその後の内紛など､平和で安定した時期はほとんどなかった｡アジアにおける多くの国は植

民支配を受けた歴史を持っている｡その植民地の中で､英国が統治した地域と比べて､フラ

ンスが支配した植民地は一般に､統計の収集を含む統治行政機構に関連する社会インフラがほとんど整備されなか

った｡カンボジアも同様である｡一般にカンボジアの人口はその国土面積と比べて希薄であると言わ

れる (現在､64人/km2)｡古くはアンコールワット､アンコール ･トムといったヒ

ンドゥ教の影響を受けた巨大な石造建造物を残しているOこの頃にはある程度の人口があっ

たことが想像されるものの､植民地支配を受けた時期を含め､カンボジアの人口を潤って検証し､どのくらいの人口があったの

かを推計することは非常に難しい｡



過去40年間の中で人口センサスその他の大規模な調査が行われたのは1962年､1980年､

1993年､1996年､1998年である｡1993年の調査はカンボジアの政治体制を再建する目的で行

われた総選挙のためにUNTAC (国連カンボジア暫定統治機構)が実施したものであり､1998

年の調査はセンサスであり､いずれもその精度は高い｡

ポル ･ポ ト支配とカンボジア人口

カンボジアの人口を考えていく上で特筆するべきは､ボル ･ポト派支配による影響であろ

う｡これは､劇的と言える大きな影響をカンボジアに与えた｡

図2-1は､1962年から1998年のカンボジア人口の推移である｡同時期のかなりの部分に関し

て補填すべきデータもないために､1962年センサス値に基づき同時期の隣国タイの人口増加

率を援用し､人口増加を推計したものが "仮定l"である｡これは1970年期から1979年期に

カンボジアが通常の状態であったなら､どのくらいの人口になっていたかを仮定したもので

ある (表2-2)｡

また "仮定2"は1980年のセンサス値を基に､逆推計法で人口増加率が一定であったとし

たら1980年の人口になるためには､1962年の人口がどのくらいでなければならなかったのか

を示したものである｡つまり､1962年の人口を基に､普通に人口増加が起こった場合 (仮定

1)と1980年の人口を基に同じ人口増加率で逆推計の結果がここに示されている｡

図2-1カンボジア…失われた人ロー
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表2-2 カンボジアー失われた人ロー

午 人口 仮定 1 仮定2 差

備考1962 5,728,771 i,

884,827 *196319641965 566901078261207833806 6,2

61,806 3.01%196619671968196919701971197219731974l9751976197719781979 6,452,1656,648,3日6,850,4207,058,6727,273,2567,494,3637,722,1927,956,9468,198,8378,448,0828,704,9048,969,5339,242,2079,523,170 4,3334,4644,6004,7404,8845,0335,1865,3435,5065,6735,8466,0236,2066,395118844576433542032037692140527
002721842530 3.04%1980 6,589,954 9,8

12,674 6,589954 3,222,720 *19811982198319841985 6,5906,7606,9907,2307,460000000000000000 10,145,32410,489,25010,84

4.836ll,212,476ll,592,579 3.39%19861987l9881989l990 77888690992150380610000000000000000 ll,939,19712,296,17912,663,83413,042,48313,432,453

2.99%1991 8,830,000 13,774,981 2.55%tqL)ユ19931994 999300,000650,000870,000 14,126,24314,486,46214
,855,867 *1995 lO,20000

0 15,234,692 714,710 2.36%l996 10,702329 15,623,176 *19971998 10,954,904ll,426,223 15,991,88316,369,292
*資料:1995年までのデータはESCAP人口部資料,1997年データに関しては暫定

値○注1.1962年の数値はセンサス調査数値｡1980年の数値は

センサス調査数値｡1993年の数値はセンサス調査数値｡一般に､ポル･ボト派による死者

は200万人と言われる｡しかし､人口推計から分かることは1980年の時点で予想よりも3

20万人不足､1970年で考えても238万人不足しているということである｡川合尚

･元JICA専門家の指摘によれば､この時期､ボル ･ポト政権による農業政策 ･農業土木の失敗によって

農業生産性が急減し､米の輸出国であったカンボジアが極端な米不



その他に,都市部の人口が農村部に強制移住させられたり､様々な社会的急変にまきこま

れ死亡した人も多かったと考えられる｡どの程度の人口が､飢餓で亡くなり､どの程度の人

口が戦禍もしくは虐殺で亡くなったのかを分析することは､得られた資料だけでは難しい｡

しかし､カンボジアにおける男女比率を示した表2-3を見ると､一応ポル･ボト支配が終蔦

した1980年における人口の性比は女性を100とした場合､86.13にまで低下している｡1962年

の性比が99.90であったことを考えると明らかに､同時期に男性の比率が急減していることが

分かる (図2-2)｡もし単純に､自然状態における男女の死亡率が同じであるとするならば､

50万人程度の男性人口がこの時期に死亡したことになる｡

表2-3 カンボジア男女別人口の推移と推計

午 人口 男性 女性 性比 (女姓を100と
する)1962 5,728,771 2,862,939 2,865,83

2 99.901980 6,589,954 3,049,450 3,5

40,504 86.131994 9,870,000 4,714,000

5,156,000 91.431996 10,702,329 5,11

9,587 5,582,742 91.701998 ll,426,223
5,509,204 5,917,019 93.ll2000 12,226

,613 5,892,846 6,333,767 93.042005 13

,756,025 6,649,485 7,1()6,540 93.5720】0 15,500,00) 7,520,082 7,979,91() 94.2

42015 17,382,632 8,466,321 8,916,311

94.952020 19,295,178 9,434,048 9,861,130 95.67出所)Gelterall'oIMlatI'ol.CelLSLJS0/Caml
'odl'a1998Plnl･I'sl-onalPolmlall'01LTo/al,NJS19982000年以降の推計はJerrodW.Ht】get,FILEPolm/L7TLO110fCL7mbodTL7J980-1996,aJJdlNOjectedto2020.

NISによる｡ 図2-2 年齢別男女比
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表2-4 都市 ･農村､男女､州､産業別､TFR･(乳児死亡率)lMR･

(幼児死亡率)CMR.平均余命
TPR TMR CMR 平

均余命カンボジア 5.30 80

53 56.3男性 88 60 54.4

女性 72 45 58.3

都市 4.42 65 39

60.0農村

5.47 82 55 55.8州 .特別市

BanteayMeanChey 5.50 9
2 64 53.5BatDambang 5.70

80 52 56.4KanDOnRChhnang
5.49 79 52 56.5KamDOngC

ham 5.22 91 63 53.8KamponfミSpueu 5.96 80 53
56.2K.lmT)OngTlーum 5

.88 85 57 55.2Kampot
5.25 74 47 57.7Kandal 5.13 70 43 58.8

KaohKong 5.70 68 41 59.4Krach

eh 5.64 97 68 52.5KrongKaeb 7.00 90 62

54.0KronePreahSihanouk 5.63 71 44 58.5

KrongPailil1 6.27 79
52 56.57.35

135 106 44.60(darMeanChey 7.07 98 70 52.
13.74 44 22 65.7

Pousat 6.60 104 75 50.9

7.25 117 88 48.2PreyVeaellfミ 4.68 75 48
57.68.16 169 l40 38

.5SiemReab 5.80

76 49 57.2Stl)engTraeng

7.14 122 94 47.0SvayRienだ 4.55 69 42 59.1
TakaeV 5.ll 66 40 5

9.9教育程度別 5.93 96

68 52.7非識字識字 4.89 70

43 58.9(教育を受けたことがない) 5.66 88 60 54.4

(小学校を中退) 5.29 78 50

56.9(小学校を終了) 4.28

57 32 62.1(下級中等学校) 4.19 49 25 64.4

中学校+ 3.18 41 19 66.7労働力別 5.62 75 48 57.6経済非活動人口経済活動人口 5.16 80 53 56.2被雇用者 5.13 8

0 52 56.4(第1次産業) 5.47 82

54 55.9(第2次産業) 4.06



もちろん､環境条件が悪い場合､出生児の中で男児の死亡率のほうが有意に増加する｡従っ

て､一概に戦禍にまみれた､もしくは強制キャンプで､もしくは虐殺された結果であると結論

を出すことはできないのだが､いずれにしても､かなりひどい状況であったことが分かる｡

APDA現地調査 (1998)の結果Ⅰからも分かることだが､バッタンバンなどの農村地域は強

制移住や強制結婚､虐殺という意味でのポル ･ポト支配による被害をあまり受けていない｡

ポル ･ポト派の思想理念が､知識人層の否定､近代的知識の否定という性格を持っていたこ

とから考えれば､当然とも言える｡従って､この男性死亡の多くは都市の男性一特に知識人

層-であったという想像が可能である｡

一国の人口が1/2から1/3減るほどの状況というものは､なかなか想像できるものではない｡
例えば､第二次世界大掛 こおける日本の人口減少は､すべてを含んでも5%程度であったと

考えられている｡日本の場合､この程度の人口減少でもその後の団塊の世代､団塊の世代二

世など社会に大きな影響を与える人口学的な現象を生み出した｡カンボジアで今後どのよう

な影響が出てくるか現在のところまだ分からない｡

2.カンボジアの人口構造

現在のカンボジア人口の特徴は "非常に若い"ということである｡現在の人口増加率は

2.46%で､アジア各国の中でも高い数字を示している｡出生時平均余命は54,38歳である｡

単純集計に基づいてカンボジアの従属人口指数 (従属人口:0-14歳人口と65歳以上人口の

合計を15-64歳までの人口で割ったもの)を算出すると､86.1.6%となる｡そのうち高齢従

属人口は6.5%を占めるにすぎず､年少従属人口が79.7%となっている｡

カンボジアの人口ピラミッドは､0-4歳人口が人口増加率に見合ったほど増えてない｡1998

年時におけるESCAP人口部のHuget氏による推副では､これは出生の未登録分と人口増加率

の低下を指し示すものと予測された｡しかしながらその後センサス結果が最終的に集計され

る過程で､これは20-24歳人口の少なさを反映しており､コーホート理由によるものである

ことが次第にはっきりした (図2-3)0

現時点では､人口増加の勢いは全く弱まっておらず､このコーホート理由がなくなれば再

び急速な人口増加が危供される｡

表2-4にあるとおり､首都プノンペンでもTFRは3.74､最も高いラタナキリでは8,16に達し

ている｡これは平均して女性が8.16人子供を産んでいることを示し､人口増加率で言えばゆ

うに3%を超えていると考えられる.仮に3%であっても24年で人口は倍増することになる｡

この人口構造の特徴からカンボジアの場合､労働力人口に対し年少従属人口が非常に多い｡

従属人口比率は86.1%と高い水準を示し､年少従属人口だけでほぼ80%を示しているO

この数字は今後､カンボジアが国際社会との競争の中で､勝ち抜くためには不可欠な人間

資源に対する投資の需要が極めて大きく､それを支える労働力が少ないことを意味すること

になる｡

i 財)アジア人H.開発協会､『アジア諸国の発展段階別農村 ,農業開発基礎調査報告書 -カンボジア王国 バッタンパ

ン､カンダールを中心に』､1998年農林水産省委託調査報告乱 1999年3月
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図2-3 カンボジアの人口ピラミッド
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また現在の乳児死亡率 (

IMR)は表2-4にあるように男女平均で出生1,000人につき､80人であり､1998年

時点での推引値である89.63人よりも改善を見せている｡改善されたとは言え､男女別で

は男児が88､女児72と新生児を取り巻く環境が依然､非常に厳しいことを示している｡男児の乳児死亡のほうが女児よりも高いこと

からも男子選好はないことがうかがわれる｡3.人口増加の将来推計ボル･ポトによる

虐殺がなければカンボジア人口は2000年時点で1,700万人を超えていたと考えられ

る｡現在も人口増加の趨勢は止まっていない｡この人口増加の原因は､低い識字率､高い乳児死亡

率､女性の就学率の低さ､家族計画普及率の低さなど､人口増加を引き起こすすべての要

因がそろっていることにある｡この人口増加のもたらす結果がカンボジアの政府に十分に

認識されているとは言えない｡カンボジア政府は現在､明確な形ではないものの人口増加政策をと

っている｡その理由はベトナムの人口7,000万人､タイの人口6,000万人に対して少なすぎるというものである｡ベトナムとタイの緩衝地帯として悲劇的な歴史

を持つカンボジアの特殊性からすればこの考え方も理解できないわけ



表2-5 将来人口推計2001-2021年

2001 2006 2011 2016

2021カンボジア 13,099,472 14,798,315 16,608,012 18,466,086

20,269,796都市 2,095,135 2,482,636 2,882,9O9 3,27

5,550 3,668,963農村 ll,004,337 12,315,679 13,725,105

15,190,536 16,600,833出所)NIS

(国立統計局)暫定推計値 (未公表),NIS人口の7割以上が就業している農業

がこれ以上人口を雇用するために､農業部門の生産性の改善や新たな農地の開拓が必要とな

る｡しかしながら､米作を中心としたその農業は､メコン･トンレサップ水系の増水 ･氾濫

と天水に依存したもので自然条件に極めて大きく左右される｡その国土が極めて平坦である

ということは､言葉を変えれば､わずかな増水で広大に土地が冠水し､また干ばつがあれば､

主要な穀倉地帯が干上がってしまうことを意味する｡また､高所に貯水し､その高低差を

利用して濯概をする重力瀦概を実施することが､非常に大規模な投資を伴った大規模事業で

実施されない限り難しいということを意味する｡これらの農業開発にはカンボジアの地理

的条件から相当大規模な投資を必要とするのである｡1998年APDAによって実施された農村

調査の結果によれば､大規模な稲作が行われていると言われたバッタンバンの調査対象村におい

て農家1世帯当たり平均の土地所有面積は1.01-1.43ha程度で､水田面積は0.68-0.89ha

であり､決して余裕があるという状況ではない｡この点からいけば､カンボジアが農業だけで自国民を支えていくとすれ

ば､決して余裕のある状況ではないことが分かる｡さらに一般的に言って途上国で雇

用吸収を行う縫製業を中心とする軽工業部門は現在カンボジアでも重要な就業先となっているが､この縫製業による雇

用の確保も将来的には希望の持てるものではない｡この縫製工業は､復興のために先進

国がカンボジアに対し輸出量の一定量を無関税で輸入できるようにしている特別措置によって成立

している側面が強い｡2005年に予定されているこの輸出割当の期間が終了したら3/4の

縫製工場がカンボジアから出て行くと言われている｡それは､道路､電気､通信､法整備

などを含む産業インフラが未成熟な状態にあって､労働法などの制約から賃金がベトナム､

中国などと比べても高いこと､さらに最も重要な人間資源開発が非常に遅れている現状の中で､カ

ンボジアに投資する意味がなくなるからだと言う｡このような現状の中で､人口増加が

つづくことは就業機会がない中での年少人口の増加を引き起こすことになり､十分な教育を受けていない人口を再生産し

､失業者を増産し､貧困を再生産することになる｡0-14歳までの年少従属人LJt､65歳以

上の高齢従属人目を合計したものを15-64歳の経済活動年齢人口で割ったものを従属人口指数という｡この指数で人口増



表2-6 従属人口指数の推移2001年～2021年
2001 2006 2011 2016

2021年少従属人口指数 (%) 79.83 71.24 65.66 6l

,09 55.62従属人口指数 (%) 86.03 77.19 71.

57 67.29 62.30年少人口(人) 5,621,621 5,949,780 6,355,365 6,743,406 6,946,568

出

所)国立統計局2000年暫定推計値より算出｡これは､毎年50万人以上の人目が労

働市場に入りつづけ､そのための雇用創出を迫られると同時に､常に600万人から700万人程度の人口に教育などの投資を行い､扶養しっづけてい

かなければならないこと意味する｡4. 民族別人 ロカンボジアは大陸国家の例に漏れず

､多民族国家であることは言うまでもない｡しかしながらその圧倒的多数がアウストロ･ア

ジア語族のクメール族 (カンボジア族)であるという特色を持っている｡ポル ･ボト支配の間

にベトナム人が減少するなどの変化を受けたものの､新しい統計はない｡既存の推計によれば､クメール族90%､ベト

ナム人5%､華人l%､その他4%となっている｡人口の圧倒的多数を占めると考えら

れるカンボジア族の他に､アウストロ･アジア語族としては､チョン族､ポール族､クイ族

､ステイエン族などが､さらにベトナム人､華人､アウストロネシア語族のチャム族などが

カンボジア人口を構成している｡しかしながら､現実的な言語のまとまりという意味から言えば､隣国のラオスと異なり､極めて

統一的であり､これがカ

ンボジアの特色と言える｡5. 都市 ･農村人 口比率都市人口比率は15.7%にすぎない｡

人口の多くは農村地域に住み､自分達が食べる稲作杏生業としていると言える.しかしなが

ら､都市近郊では､稲作よりも収入の良い現金作物の栽培が盛んになってきており､都市化の進展

がうかがわれる｡1962年センサスにおける都市人口比率は10,3%であった｡動乱の時

を過ぎ､都市化がある程度進展していると言える｡現在､プノンペン市の場合これ以上の人口

流入を認めない方針を明確に打ち出しているoしかし､農村部での雇用吸収が不可能になり､都市しか雇用機会が得られなくなると今後とも人

口の流入



表2-7 人口比率 ･合計特殊出生力 (TFR)､都市･農村別

都市/農村人口比率

合計特殊Lu生率 (TFR)

出所)GeneralPopulatlOnCensusofCambodla1998-FoalCensusResults-

6.人口移動

カンボジアの人口の中で､重要なのが社会的要因による増減であろう｡動乱とそれを避け

て数多くのカンボジア人が国外に避難した｡またこの避難したカンボジア人とその子供たち

がカンボジアに帰還してきている｡前述したようにこの実態を正確に把握することは非常に

難しい｡例えば､首都プノンペン市もクメール ･ルージュ時代には無人の町となった.長年

引きつづいたカンボジアの内戦と動乱の中でかなり多くの人口が難民として国外に流出し､

同時に国内でも大量の人口移動が起こっている｡

以下の表は1980年から1995年までの人口増加率を社会増加率と自然増加率に分けて分析

した表である｡この表の中で1990-1995年の人口増加が一時的に高くなっているが､この時期

の自然増加率は順調に低下しており､カンボジア和平の実現に伴うカンボジア難民の帰還に

よる社会増が原因である｡同期の社会移動 (増)は0.9%であり､自然増加率は2.55%で

1985-1990年期の社会移動 (増)0.18%､自然増加率2.99%と比べると推移がよく分かる｡ こ

の時点でのカンボジア帰還民の総計は約90万人となる｡

労働力人口の国外移動を考えるときにもこの背景を考慮に入れなければ十分な判断はで

きない｡1998年センサスの結果によれば､総人口の31.5%が人LL移動を行っている｡特にこ

の傾向は都市に著しく､都市人口の58.9%は流入人口であるo

表2-8 カンボジア人口の社会増と自然増

人口増加率 社会移動 自然増
加率(%) (%)

(%)1980-1985 3.50 0

.12 3.391985-1990 3.1

7 0.18 2.991990-1995

3.44 0.90 2.55出所)GeneraH'opulationCensusofCambodia1998ProvIS10nalPopulatioIIT



7.川∨/AIDS

さらには､HIV/AIDSの蔓延がカンボジアにとって大きな影響を与えている｡HIV/AIDSは

人口の中でも特に再生産年齢人口 (15-45歳)に感染する｡この年齢はまた経済活動年齢人

口の中核部分であり､再生産される人口を不健全なものとし､経済活動を阻害することを意

味する｡国連人口基金のCountryPopulationAssessmentCambodiaによれば､再生産年齢人口の

4%が既にHIV/AIDSに感染しており､2000年度で20万人に達し､再生産年齢人口の5.11%が

HIV感染すると考えられている｡この羅患率は乗南アジアでも最悪の数値である｡注目すべ

きは初婚時における妊婦の確患率が19州のうち12州で2%を超え､全国レベルでも2.4%に達

していることである｡

HIV/AIDSの擢患率が最も高いのはIn-directSexWorkerと呼ばれるビールやタバコの拡販女

性､またはカラオケボックスの従業員で売春を主たる仕事とはしていないものの､求めに応

じて売春に応じる女性たちである｡売春婦に比べても性行為を生業としているという意識が

乏しく､性病予防の意識も乏しい｡20-24歳の彼女たちのHIV確患率は44.5%にも達する｡

また､15-19歳の商業的性行為労働者 (comlllel･CialSexWolkel･)の羅患率は41%に達してい

る｡貧困と教育および人口政策の欠如がこの現象を作り出しており､早急な対策が求められ

る｡カンボジアの場合､売春は貧困と強く結びついているO親の借金の代償として性的労働

に従事することがほとんどであると考えられ､貧困であるがゆえに性的労働に従事し､まだ

若い命を散らしているのである｡労働力人口の国際移動に関してもこの他的労働者の人口移

動がかなりの部分を占めており､人身売買などを含め国際的な対応が強く求められる｡

8.家族計画

(1)カンボジアの家族計画

カンボジアにおいて家族計画という言葉はいまだ一般的ではない｡前述したようにカンボ

ジアでは人口増加政策がとられているために､出生間隔を開ける (BirtllSpacing)という言

葉が一般的で､ この場合の統計でも "家族計画の方法"という言葉を使わずに､"出生間隔

を開ける方法 (Met110dofBillhSpacing)"という言葉が使われる｡

避妊に関する知識の現状を調べるために表2-9に見られるように避妊方法を､"(D知ってい

る"､"②聞いたことがある"､"③入手方法を知っている"と区分して統計が得られている｡

この区分の原文はそれぞれ①KnewMethodSpontaneously､②KnewMethOd､③KneWSoulCe､

となっている｡ここで､訳語との対応性が問題となるが､質問の方法を詳細に調べてみると

①に関しては知っている方法を具体的に挙げさせるもの､②は方法をいろいろ挙げて聞いた

ことがあるかどうかを確認するものであり､以上のように意訳した｡
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また､家族計画の実施率は表2-10に見るとおりである｡この表から分かることはカンボジ

アの女性は家族計画についてある程度知っていても実践していないということが分かる｡

APDAが1998年に実施した農村地域における聞き取り調査結果やその他の調査でも､カンボ

ジアに家族計画に対する忌避感はないと言える｡家族計画と妊娠中絶と混同している事例な

どはあるが､家族計画そのものが何らかの文化的な理由で利用できないということは考えに

くい｡

従って､この知ってはいても利用していない理由は､利用する気がないか､何らかの形で

家族計画を利用しにくい現状にあると考えることができる｡1995年のKAPsurveyによれば家

族計画を利用したいにもかかわらず､利用できない (UnmetNeed)事例が84%に及んでいる｡

国民の意識の面でも､家族計画機材の入手可能性の面でも､家族計画は利用しにくい現状に

あると言える｡従って､今後のカンボジアの人目問題は欲しているにもかかわらず充足され

ていないニーズをまずは充足することが必要であることが分かる｡

表2-9 避妊に対する知識

単位 (%)

方法 知っている 聞いたことがある 入手方法を知っ
ているすべての女や 既婚 すべての女性 既婚

全ての女性 既婚三二三三姐 左 66.2 73.5 91.7

95.6 62.2 70.6すべての近代的方法 65.6 72.7

91.6 95.5 62.2 70.6ピル (毎日服用) 47.9

54.5 8().i R6.1 43.4 5l.3月に1度服用のピル(中国製) 15.0 17.6 42.3 47.9 l8.8 2
3.2ⅠUD 28.2 31.6 73.3 79.8 32.

5 37.8ホルモン注射 41.7 48.7 80.2

87.i 45.9 53.8インプラント 9.0 9.7 3

8.2 42.2 ll.7 13.1ペッサリー､殺精子剤など
0.3 0.3 1.6 2.0 0.3 0.5コンドーム 27.7 30.0 78.7 82.0 36.2 3

9.i女性不妊手術 6.4 7.2 42.6 5().0 l8.0 21.6男性不妊手術 3.I 3.6 25.1 3.5 8.2 10.

0このうち3つ以上の避妊法を知っている者 32.4 37.3 81.4 87.4

38.8 45.3すべての伝統的方法 4.8

6.6 20.3 27.7 NA NA月経周期を利用するもの性交中断法 (臆外射精) 3.9 5.3 17.6 24.0 NA NA

民選伝丞左法 0.3 0.4 0.3 0.4 NA NA何らかの伝統的.

民間伝承的手法 5.I 7.0 20.5 28.0 NA NA平均何種類の手法を知っているか(健類) i.9 2.1 4,9 5.5回答数 (女性) (人) 7,630 4,623 7,630 4,623 7
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(2)工場調査の結果

今回工場調査に合わせて､家族計画に関する意識調査も実施した (詳細は5章および7章)｡

以下に示すのがその集計である｡家族計画に関してある程度の情報が伝わっていることが分

かる｡当然の結果とも言えるが､既婚者と未婚者の間で認識に違いは大きく､…家族計画を

知っていますが'という問いに対して､既婚者では､家族計画を知っているという回答が86%

を占めているのに対して､未婚者では53%程度である (表2-ll)｡これに対してあまり男女格

差はない (表2-12)｡

表2-11 家族計画を知っていますか

区分 回答数 知っている 比率 (

%)既婚 102 88

86.27未婚 202

108 53.47寡婦その他 13 0 0
計 317 19

6 61.83有効回答数 :317表2-12 家族計画に対する知識 (男女別

)区分 回答数 知ってい

る 比率 (%)男性 75

49 65.33女性 242 151 62.40

計

317 l96 61.83有効回答数 :317家族計画の情報をどこから入手したかという問いに関しては､女性省､公立病院､TV番

組などが大きな比率を占めている｡複数の情報源を挙げた者が50名いた｡

表2-13 家族計画の情報をどこから知りましたか

く複数回答)情報源 第1回答 第2回答

第3回答女性省 39 - -

保健省 18

- -公立病院 33

- -民間 4 2

-女性協会 ll
6 -NCO l8 3 2

TVプロ



家族計画を知らないと回答した者に､情報を知りたいかどうか質問したところ､知りたい

という回答が約46%､まあ知りたいと合わせると約80%が家族計画の情報を入手したがって

いることが分かる｡

表2-14 家族計画について知りたいですか (知らないと回答した回答者のみ)

とても知りたい まあ知りたい 知りたくない

有効回答数 (114)

また､家族計画の利用の現状と希望について､｢家族計画を利用中ですか､もしくは利用

するつもりですか｣という質問を行ったところ､女性の回答者のほぼ全員が "利用したい"､

もしくは "利用中である"と回答したのに対して､男性は約60%程度にとどまった｡家族計

画に対する男女の意識格差を表している｡

表2-15 家族計画を利用したい､もしくは利用申ですか

回答数 利用したい 割合(

%)女牲 242 240
99.17男性 75

47 62.67合計 317 287 90.54

有効回答 :317この利用中および利用希望と回答した者に具体的な方

法を尋ねたところ､"ホルモン注射"が29.27%､以下 "ピル (ここでは毎日飲むピルと中

国製の1カ月に1回飲めばすむピルとの区分はしていない)"が28.57%､"月経周期を利用するけが23

.34%のようになっている｡表2-16 どのような方法を使用 ･もしくは使用を希望しますか (複数回答可

)方法 第Ⅰ 比率 (%) 第

2ホルモン注射 g4
29.27 -ピル 82 28.5

7 -月経周期を利用するもの 67 23.34

-コンドーム 43
14,98 -IU

D 7 2.44 Iその他

4 1.39 1計 287 99.99 2



さらに家族計画を利用する気がないと回答した者に､その理由を尋ねると最も多かったの

が `̀子供の数は仏 (秤)が決めるもので人間が決めることではない"であり､以下 "健康に

良くない"などの理由がつづいている｡

表2-17 家族計画を使わない理由



100‰､1,000人比で100人の死亡ぐらいの時期に最も人口増加が急激に進んでいる｡この数字

は､乳児死亡が出生に比べて少ないとしてもそれを産む母親にとっては自分の子供が "死ぬ

かもしれない"という実感が切実にある数字であることが分かる｡

そこで､乳児死亡率を決めるカンボジアの衛生状況一般を見ていくことにする｡表2-18は

公衆衛生を考える上で不可欠な家庭用の飲料水の水源について示した表である｡最も多いの

が､覆いのない井戸 (おそらく浅井戸)､第2番目が池や河川ということになっている｡APDA

による1998年の現地調査の結果によれば､カンダール州の場合､河川水に原虫類がおり､肝

炎の原因になっているにもかかわらず､必ずしも煮沸して飲んでいるわけではない｡

表2-18 主要飲料水源

水源 計 都市

農村計 100 10

0 100水道 5.8

25.0 2.5管井戸 14

.9 13.8 15.1汲み上げ井戸

40.3 22.4 43.4泉､川､池､雨水 28,2 15.I 30.

4水売りから購入 8.3

21.5 6.iその他 2.0 2.2 2.5LIWr)GeneralPopulat10nCensusofCambodl

a1998-FinalCensusResu一ts-また､表2-19はトイレ

の有無を示した表である｡圧倒的にトイレがない世帯が多いoNCOの協力などで合併浄

化槽を使ったトイレが導入されている場合がある｡しかしながら､多くの場合､単なる地下浸透

式で､3-5年でいっぱいになると古いトイレは放棄し,新たにトイレを作るといった場合が一般的である｡これら基本的な飲料水､

排継物の処理に関しても多くの問題を抱えていることが分かる｡

表2-19 トイレの保

有率保有比

率 (%)計 14.5都市 49.0農村 8.610.人口政策

これまでかなり詳細に述べてきたようにカンボジアの人口に対する早急な対策が求めら

れているにもかかわらず､カンボジアでは今なお人口増加策をとろうとしている｡その理由

は単に周辺の国と比べて人口が少ないというものであ

り､人口増加の意味を十分に理解した明確な経済政策と統合された



カンボジアにとって最も大切なことは､人口増加やHIV/AIDSの長期的な影響を十分に考慮

に入れた経済開発政策を作り､この開発政策の中に人口政策を有機的に組み込むことであろ

う｡

カンボジアの人口政策には現在､光が見えてきた｡2000年の12月にカンボジア人｢卜 開発

議員連盟･人口と開発におけるアジア議員フォーラム主催､uNFPA､保健省､カンボジアリ

ブログクテイブ ･ヘルス協会､財団法人アジア人口･開発協会の後援で開催された ｢リブロ

グクテイブ･ヘルスおよび持続可能な開発-インドシナ国会議員セミナー｣の宣言文で人口

政策の形成がはじめて請われたのである｡

同宣言の第2パラグラフで ｢効果的な国家開発プログラムを作る上で人口政策の形成が不

可欠である｡この人口政策は人口増加およびHIV/AIDSの蔓延が経済成長､国民の福利､環境

劣化､人間資源開発､雇用機会およびその他の社会､自然条件に与える影響を十分に考慮し

たものでなければならない｣という一文が採択された｡

カンボジアにとって必要なのは現在ある社会科学約 ･自然科学的知識を動員してカンボジ

アのあるべき未来の姿を描き､その未来を達成するためにどのような政策が必要かを十分理

解し､カンボジアの人々の意思として､その開発計画を実施することである｡どのような政

策をとるのか､どのような未来を達成したいのか｡これはカンボジア自身で決めることであ

る｡しかしそれが漠然としたものでは全く意味がない｡この目標なくしてカンボジアが進む

べき道も明らかにならないだろう｡

この宣言文はカンボジアの開発計画の第一歩となるものであり､今後のカンボジアの人口

政策形成において大きな重要性を持つものである｡この会議の成果はラナリット下院議長､

ヘン･サムリン下院副議長が議会を挙げて全面的に支援すると明言した｡このカンボジアの

2大政党を代表する政治家が議会を挙げて支援すると述べたことの意味は大きい｡

ー38-



第3章 カンボジアの労働力人口

1.労働力人口に占める従属人口

カンボジアの労働力人口は今後急増をつづける｡しかし､この人l二1は経済活動年齢に達し

た人口が急増するという意味であって､十分な人間資源開発を受けた人目が増加するという

意味ではない｡｢人Ll増加の将来推計｣の節で述べたように､高い人口増加率は､高い割合

の年少従属人口を抱えつづけることになる (第2章 表2-5)｡現在労働問題を管轄する社会 ･

労働･職業訓練 ･青年リハビリ省 (MOSLVY)では職業訓練に対する援助を強く求めている

(第6章付録参照)｡

表3-1 年齢別人口



つけることは非常に難しい状況にあると予測される｡都市農村別の従属人口比率は以下のと

おりである｡

表3-2 都市 ･農村別従属人口指数

従属人口指数 年少従属人口指数 高齢従属人口

指数都市 69.

1%農村

89.7%全国 86.

1% 79.7% 6.5%出所)GeneJE7lPopII/E711onCensLLSOfCE7'1JbodLaJ9981FLnalC
e〝SJLSResILlls-注:従属人口指数:経済活動年齢 (15164歳)人口を従属人
口(年少従属人口0-14歳､高齢従属人

口65歳以上)で除したもの｡現在､カンボジア国の開発プログラムは多くの支援国

の意向を受け､玉虫色となり､支援してもらえるものは何でも支援してもらいたいという現状にある｡これは

後に述べる労働法にも見られる｡カンボジアの置かれた状況を考えると､現状では､先

進援助供与国､国際機関､および団体の意向に従うしか他に選択の余地がないことは十分理

解できるが､このような方法ではカンボジアの将来を明るいものとするこ

とは極めて困難であると思われる｡アジアでも､バングラデシュやネパールなどでは多額

の援助がその国を支えている｡しかし､先進国が先進国の基準で実施するこれらの援助が､

往々にして先進国の価値観を途上国がおかれた条件を無視して持ち込まれている事例も多い

｡その結果､これらの援助が構造的にかなり大きな問題を引

き起こしていることも事実である｡開発途上国の中でもLLDC (最低開発国)に分類され

る国々の多くが､外国からの援助なしでは成り立たない現状の下､それらの国々においては

援助依存体質が蔓延し､国の自立を柔かヂてしまう｡先進国からもたらされる援助がいかに先

進的で､人道的で､合理的であっても､発展段階を無視した先進国の価値観を開発途上国に

適用することが途上国の開発を果たす上で最

も適した方法であるとは限らない｡現在先進国の価値観の基準ともなっている西欧的な価

値観もまた､ある特殊性の上に成立している価値観であることを理解する必要があるだろう

｡これらを無条件に低開発国に適用した結果は,多くのアフリカの重債務国やバング

ラデシュなどに見ることができる0いずれにしても政策介入は慎重になされるべきである

｡援助国が被援助国に対し､どのようなアドバイスを行うにしても､その国の将来に対する

選択はその国自身の手で行われるべきである｡しかしこの判断を行うためには､正確な社会

科学的な分析が基盤となるべきであり､不可欠である｡事実に基づいた正確な分析が指し示す将来の選択肢を明ら

かにすることがまず急務であるoこの現状分析を正確に行うことで､当該国政府にとっ

て､希望のある望ましい結果が必ずしも待られるとは限らない｡むしろかなり厳しい結果が

出てくるかもしれないが､正確な分析とその論理的に予測される結果を踏まえない開発計画やプログラムは将来に大きな禍根



を残すことになる｡

従って､カンボジアにまず必要なことは､早急に現状の正確な経済学的･人口学的な分析

を行うことであり､その論理的な帰結を冷静に判断することが必要となる｡その学問的分析

のあとに､国内政治指導者たちによるカンボジアのあるべき姿を考慮に入れた開発計画の策

定を行い､その開発計画を達成するために国家としての努力を行うことが必要であると考え

られる｡

2.経済活動比率

労働力人口の主要な指標を見ていくと､次の表3-3のようになる｡総人口に占める経済活動

人口の割合は44.75%､7歳以上人口に占める経済活動人口を意味する粗経済活動率では

55.47%､15歳以上人口に占める経済活動人口を意味する経済活動率で77.04%になっている｡

これは年少人目の割合の巨大さを示している｡

衰3-3 男女別､年齢別､都市農村別､経済活動率 単位 (%)

全国 都市

農村計 男性 女性 計 男性 女性

計 男性 女性総人口l) 44.75 44.93 44.57 41.3d 46.14ー 36.68

45.39f 44.7d 46.07+2) 55.47 56,48 54.57 49.3d 55

.6d 43.40l 56.67 56.65 56.615+ i) 77.04】 81.21 73.49t 6
5.87 75.881 56.8Ci 79.34ー 82.35 76.87-1

4 2.9 2.3 3.57 1.8 1.47 2.23 3.15 2.53 3.815-19 48.5 40.7 56.1 33.7 28.81 28A7 5l.6 43.23 5

9.9720-24 82.6 85.31 80.15 69.03 74.0 64.17 8

5.4 87.78 83.3525-29 88.3 95.41 81.9 78.0 90.

75 65.2 90.6 96.4 85.3130-34 89.98 97.8 82.9

81.2 96.0 66.33 91.8 98.2 86.1835-39 90.81 98.3

84.i 82.53 97.15 68.0 92.5 98.67 87.340-44 90.17 98.48 84.58 81.2 97.5 68.4 92.3 98.75 87.81

45-49 90.48 98.41 84.7 81.7 96.97 69.ll 92.3

98.75 87.8150-54 88.0 97.33 81.3 77.1 94.61 63.

3 90.21 97.8 84.6555759 83.93 94.7 75.8 69.

I 87.3 55.05 86,4 95.98 79.260-64 72.4 87.7 61.27 53.1 73.8l 38.87 75.5 89.85 64.9865+ 46.5 62.6 35.17 30.08 47.5 19.3 49.15 64.75 37.8

托i所)Ge'len7tPopLLLal1012CellSLLSOfCamboEJEa1998-FI'Ila/CL,II∫l†SResult.T-ReIWrE3.LJ7bLW Forceand

EmploymetLT今回のセンサスで



概念規定

1)経済活動人口 (労働人口)

EconomlCallyActivePoptllation (LabourForce)
7歳以上人口のうち雇用または失業している人口を意味する｡センサスの結果過

去12カ月間の主たる経済活動の状況に基づいて就業と失業を区分している｡主た

る経済活動とは同期間にその人が6カ月以上従事したものをさす｡ここでは経済

活動人口と労働力を同じ意味で使用する｡

2)経済非活動人口

(EconomicallyIIlaCtivePopulatioll)
この人口は雇用も失業もしていない人口をさす｡例えば､ある人が "働いていな

い"､ 1̀就業可能ではない"､"仕事を探していない"場合をさす｡センサスの質問

票では､i)家事従事者､ii) 学生､iii) 扶養家族,iv) 大家､退職その他年金
生活者､Ⅴ) その他の収入のあるものというカテゴリーに当てはまるものであ

る｡

3)就業人口

(Employedpopulation)
過去12カ月のうちに少なくとも6カ月間職にあったもの｡

4)失業者

(UnemployedPopulation)
過去12カ月のうち少なくとも6カ月間､労働可能であるにもかかわらず就労して

いない､または職を探しているものをさす｡このセンサスにおける質問票ではか

って働いていた人､および以前働いたことのない人に区分される｡

5)粗活動率

(cITldeActivityRate)
総人口に占める経済活動人口の割合｡

6)総括動率-粗経済活動率 ･参加率
(GeneralAc(ivityRate-CrudeEconomicActivityRate)
7歳以上人口に占める経済活動人口の割合｡

7)経済活動率
(EconomicActivityRateofPopulation)
15歳以上人口に占める経済活動人口の割合｡

8)年齢別労働力参加率

(AgeSpecificlabourFoICeParticipatlOIIRate)
当該年齢層における経済活動人口の当該年齢人口に占める割合｡

出所)GeneralPotullnlI'onCensusofCambodtn1998-FL'llalCensLLSResLll/S-Report3

一42-



また賃労働に従事している労働力は12.17%にすぎない｡ほとんどの労働者が自営または給

与の支払われない家内労働に従事しており､先進国的な意味での就業率ではないことに注意

する必要がある｡

また産業分野別に就労者比率を見たものが表3-4である｡農村部では圧倒的に第一次産業で

あり､都市部では第三次産業中心となっている｡5章の現地調査の結果にもあるように､都

市部ですら実体経済を担う第二次産業の発達はほとんど欠如しており､行政管理機能に特化

している実態を反映している｡

表314 産業分野別､都市農村別､男女別､就業人口割合 単位 (%)

全国甘'1頂面1豪軒 都市 農村盲｢丁膏軒1女性 計 ｢勇性

1女性第一次産業 票 L7諾 ト書 芸 33.72 28.74l40.08 84.58 79.79 88.90第二次産業 ll,40 13.28 8.9

7 3.09 3.47 2.75第三次産業 54.88 57.97

50.95 12.33 16.74 8.35出所)GenemlPop'JlatL'0･LCensusofCa"ZbodL'L719981FL'natCe,zsL'SRes'L/TS-ReIWrL3.LL7bo

ElrForceL7ftdEHIPloyme"E表3-5にあるようにカンボジアのCa"'bodt'asocE'oEco

nomt'CStLIVey1999によればカンボジアの失業率は全国で0.7%､都市で3.

3%､農村で0.4%となっている｡しかしながらセンサスの集計値では失業率はそれぞれ5.9%､12.2%､5.0%となっており､大

きく違っている｡これは定義の違いによるものである.





第4章 経 済

1.経済の現状

(1)国内総生産

表4-1は近年の国内総生産の推移を名目値で示したものである｡これに基づいて各項目の対

名目GDP比率を示したのが表4-2である｡表4-3は､1993年度固定価格によって表示した国内

総生産の近年の推移であり､表4-4はその対前年比増加率を計算したものである｡また､成長

率およびインフレ率について示したのが表4-5である｡GDP成長率については表4-5と表4-4の

GDP成長率は一致しない｡新聞報道等一般的には表415に示された数値が用いられることがほ

とんどであるが､その算定根拠は明らかではない｡しかしながら､両者は傾向としてはほぼ

同傾向を示していると見てよい｡

以下､これらのデータに基づいて､カンボジア経済の近年の成長率や､生産面､需要面､

投資面に見られる特徴について略述する｡

(D成長率

パリ和平協定調印 (1991年10月)以後､国連暫定機構 (UNTAC)やIMF･世銀をはじめと

する諸機関 ･諸外国の指導と援助の下で､カンボジア経済は1990年代の中期にはインフレを

抑えつつ､比較的高い成長率を達成した｡このように比較的順調な復興を遂げつつあったカ

ンボジア経済に大きな打撃を与えたのが､1997年7月の ｢7月政変｣であった｡フンセン第二

首相が武力によってラナリット第一首相を放逐した ｢7月政変｣は､政府間援助の停滞､交戦

や略奪行剃 こよる民間企業の被害､および外国直接投資の減少といった影響をもたらした｡

その結果､1997年および1998年の成長率は大きく鈍化し､インフレが再燃し,リエル価の大

幅な減価がもたらされたD

その後1998年7月に行われた第2回総選挙が諸外国によって ｢自由で公正｣であると認めら
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れ､かつ1998年日月の現政権 (フンセン首相)の成立以後､カンボジアの政情は安定してい

る｡その結果､1999年には4-5%のGDP成長を実現し､カンボジア経済は再び成長軌道に乗

りつつあると見える｡

なお､1997年の｢7月政変｣によって上述のような打撃を被ったにもかかわらず､1993-1999

年の7年間で､カンボジアの実質国内総生産は約30%の拡大Iを実現した｡ただし､この成長

は､各年､名目GDPの十数%に達する巨額の無償援助に支えられているものであるoこの点

については後述する｡

表4-1 国内総生産 (名目値) (単位 :十億リエル､暦年)

1993 1994 1995 lqL)h 1997 1998

1999要素価格表示GDP 5,904.9 5,883.8 7,220.4 7,904.5 8,735.4 10,0

76.5 10,974.4農業 2,556.4 2,614.I 3,452.9 3,471.0 3,8

56.9 4,413.8 4,539.4鉱業 ll.0 ll.I

ll.6 12.9 13.9 15.3 l8.9製造業 489.6 522.2

580.1 753.6 989.4 1,352.i i,500,8電気 .ガス一水道 24.1 30.8 39.5 40.i 40.7 46.5 43.

5建設 231.7 242.2 355.2 405.6 415.8 413.6 592.8卸 ./J＼売業J) 1,147.6 1,106.0 1,257.6 i,428.7 1,523.8 1,

659.0 I,856.4運輸 .通信 367.4 385,7 423.2 510

.I 534.4 587.0 708.1金融2) 645.8 478.7

559.9 623.8 698.5 832.7 873.8行政 140.3

222.2 233.7 296.2 305.0 310.8 380.2その他 291

.0 270.8 306.7 362.5 357.0 445.6 460.5間接税-補

助金 194.5 334.4 395.3 483.5 536.9 579.3 638.1帰属計算された銀行手数料 1

5.0 17.2 73.0 63.2 123.1 124.5 142.0市場価格表示GDP 6,084.4 6,201

.0 7,542.7 8,324.8 9,149.2 10,53l.4 ll,470.5GDP(支出ベース) 6,084.5 6,201.0 7,542.7 8,324.8 9,149.2 10,531.4 ll,

470.5消費支出 6,297.2 6,494.9 7,212.8 7,883

.2 8,594.4 9,967.6 10,635.6民間 5,991.2 6,002.3 6,

799.5 7,354.i 8,04l.4 9,377.2 9,915,7政府 306.0 49

2.6 413.3 529.1 553.0 590.4 719.9総資本

形成 562.8 757.0 974.3 i,268.7 1,313.3 i,262.6 2,106.2総固定

資本 557.8 699.6 956.5 1,124.5 1,191.7 1,360.5 1,817.8在庫増減

5.0 57.4 17.8 144.2 121.6 -97.9 288,4貿易収支 -464.4 -972.0 -1,

182.4 -i,460.2 -I,019.0 -1,079.3 -I,367.7財 .サービス輸出 1,193.5 1,412.3 2,406.7 2,137.3

3,048.1 3,785.2 4,264.3財 .サービス輸入 -1,657.9 -2,384.3 -3,589.1 -3,597.5 -4,067.1 -4,8



②生産

カンボジア経済の生産面における最も顕著な特徴は､表4-2に明らかなように､GDPの約4

割が農業生産によるということである｡しかしながら､その割合は近年ほぼ一定であること

も同時に看取できよう｡

その一方で､近年その重要性を著しく増しているのが､製造業である｡表4-2にあるように､

名目要素価格表示GDPに対する割合を8% (1993年)から13%超 (1999年)に増加させている｡

特に1996年から1997年にかけての伸び率が､表4-4に見るように著しいが､この動きは､カン

ボジアにおける縫製産業の発展と軌を一にしている｡なお､縫製産業の発展については､後

述する｡

表4-2 国内総生産の内訳 (対名目GDP%)

1993 1994 1995 1996 1997 1998

1999要素価格表示GDP 97.0 94.9 95.7 95.0 95

.5 95.7 95.7農業 42.0 42.2 45.8

41,7 42.2 41.9 39.6鉱業 0.2

0.2 0.2 0.2 0.2 0.i 0.2製造業 8.0 8.4 7.7 9.1 10.8 12.8 13.

I電気 .ガス .水道 0.4 0.5 0.5 0.5

0.4 0.4 0.4建設 3.8 3.9 4.7 4.9 4.5

3.9 5.2卸 .小売業l) 18.9 17.8 IL

1.7 17.2 16.7 15.8 I(一.ユ運輸 .通信 6.0 6.2 5.6 6.1 5.8 5.6

6.2金融2) 10.6 7.7 7.4 7.5

7.6 7.9 7.6行政 2.3 3.6 3.1

3.6 3.3 3.0 3.3その他 4.8 4.4 4.1 4

.4 3.9 4.2 4.0間接税-補助金 3.2 5.4 5.2 5.8 5.9

5.5 5.6帰属計算された銀行手数料 0.2 0.3 1.0 0.8 1.3 1.2

i.2市場価格表示GDP 100.0 100.0 100.0 loo

.0 100.0 100.0 100.0GDP(支出ベース) 100.0 100.0 100.0 100.0 100

.0 100.0 100.0消費支出 103.5 104.7 95

.6 94.7 93.9 94.6 92.7民間 98.5 96

.8 90.1 883 87.9 89.0 86.4政

府 5.0 7.9 5.5 6.4 6.0 5,6 6.3総資本形成 9

.2 12.2 12.9 15.2 14.4 12.0 18.4総固定資

本 9.2 ll.3 12.7 13.5 13.0 12.9 15.8在庫増減 0

.1 0,9 0.2 1.7 1.3 -0.9 2.5貿易収支 -7.6 -15.7 -15.7 -17.5 -ll.I -10.

2 -ll.9財.サービス輸出



表4-3 国内総生産 (1993年固定価格表示) (単位 :一十億 リエル)

1993 1994 1995 1996 1997 1998

1りりL)要素費用表示GDP 5,904.9 5,989.6 6,455.0 6,756.9 7,033.9 7

,183.0 7,544A農業 2,556.4 2,615.7 2,812.2 2,873.9 3,0

39.2 3,114.9 3,162.4鉱業 ll.0 ll.8

12.2 ll.6 ll.6 ll.8 12.7製造業 489.6 513.5

568.8 675.4 912.2 1,061.5 1,158.5電気 .ガス .水道 24.1 25.9 35.5 35.8 36.4 37.8 39.2

建設業 231.7 236.8 331.1 335.4 313.8 272.3 331.i卸 .小売業1) 1,147.6 i,168.2 1,205.3 1,221.6 1,189.8 1,

130.1 i,196.i運輸 .通信 367.4 404.3 404.6 440

.1 376.8 366.9 415.3金融2) 645.8 506.9

561.6 570.9 586.9 599.7 618.6行政 140.3

210.4 214.6 251.8 260,7 259.3 268.9その他 291.

0 296.1 309.1 340.4 306.5 328.7 341.6間接税

-補助金 194.5 351.7 356.3 412.5 433.1 412.2 432.5帰属計算された銀行

手数料 15.0 18.2 67.0 53.7 89.0 83.3 91,9市場価格表示GDP 6,084.5

6,323.2 6,744.1 7,115.5 7,378.2 7,5日.8 7,885.0GDP (支出ベース) 6,084.5 6,323.2 6,744.1 7,115,5 7,378.2 7,511.8 7

,885.0消費支出 6,297.2 6,660.7 6,843.9 6,99

1,8 6,977.6 7,046.0 7,197.8民間 5,991.2 6,194.2 6,

464.3 6,541.9 6,546.6 6,650.8 6,764.3政府 306.0 466.5 379,6 449.9 431.0 395.2 433.5

総資本形成 562.8 693.8 857.1 i,Ill.8 1,088.6 1,017.1 1

,490.6総固定資本 557.8 632.5 840.8 968.0 973.1 lJO6.8 1,292.0

在庫増減 5.0 61.3 16.3 143.8 115.5 -89.7 198.6貿易収支 -464.4 -461.

0 -1,099.3 -I,160.2 -450.5 -405.4 -572.0財 .サービス輸出 1,193.5 1,584.6 2,241.0 1,815.1 2,6

87.6 2,953.4 3,518.4財 一サービス輸入 -1,657.9 -2,045.6 -3,340.3 -2,975.3 -



表4-4 国内総生産 (1993年固定価格､対前年比増加率)

1994 1995 19

96要素費用表示GDP

農業

鉱業

製造業電気 ･ガス ･水道

建設業卸 ･小売

業t)運輸

･通信金融:'

行政

その他間接税-

補助金帰属計算された銀行

手数料市場価格表示G

DPGDP(支出ベ

ース)消費支出

民間

政府総資

本形成総固

定資本在

庫増減貿

易収支財 ･サービ

ス輸出財 ･サービ

ス輸入統計上の不突合 L

jラ東 =1.4 了豆 4.7

4.i 2.12.3 7.5

2.2 5.8 2.57.3

3.4 -4.9 0.0 1.74.9 10.8 18.7 35.i 1

6.47.5 37.1 0.8 1.7

3.82.2 39.8 1.3
-6.4 -13.21.8 3.2

I.4 -2.6 -5.010.0 0.1 8.8 -14.4 -2.6

-21.5 10.8 1.7 2.8

2.250.0 2.0 17.3 3

.5 -0.5i,8 4.4 10.1 -

10.0 7.280.8 1.3
15.8 5.0 -4.821.3 268.I -19.9 65

,7 -6.43.9 6.7

5.5 3.7 1.83.9 6.7 5.

5 3.7 1.85.8 2.8 2.

2 -0.2 1.03.4 4.4

I.2 0.1 1.652.5 -18,6 18.5

-4.2 -8.323.3 23.5 2

9.7 -2,I -6.613.4 32

.9 15.1 0.5 13.7I,126.0 -73.4 782.2 -19.7 -177
.
7

-0.
7138
,
55

.
5-61.
2-10.
0

32.8 41.4 -l9.0 48.1 9.9

23.4 63.3 -10.9 5.5 7.0

83.3 -125.0 20.9 -237.9

-28.9 CC2りん70ノq/3053333405往

)1)1994-96年はホテル業とレストラン業を含む｡2)不動産業を含む｡出所)表4-3より筆者作成｡ 表4-

5 世銀による推計値1994 1995 1996 1997 1998 199

9(推計) 2000(推計)国内総生産 (百万米ドル立て名目価格)2,409.02,938.03,144.03,089.02,871.0

3,152.03,437.01人当たり国民総生産 (米ドル) 240.0 2

80.0 300.0 300.0 280.0GDP成長率 (%)

4.0 7.6 7.0 1.0 1.0 4.5 5.51人当たりGDP成長率 (%) 1.2 4.8 4.4 -1.3 -i,2 2.3 3.4消費者物価指数 (変化率%) -0.5 7

.7 6.8 8.0 14.8 6.2 3.6GDPデフレーター (変化率%) 8.9 9.I 7.1 9.2 17.0出所) worldBank,SouthAslaandMongoliaCountryUnit,EastAs1aa



③支出

近年のカンボジア経済の支出面については､民間消費の割合が漸減する一方で,総固定資

本支出の割合が漸増するという傾向が看取できる｡実質価格表示GDPをベースにした対前年

比増加率を見ても､政変のあった1997年を除き､総固定資本支出は年率十数%で増加をつづ

ける一方､民間消費支出の伸び率は全体の成長率およびインフレ率を下回っている｡その結

果､総固定資本形成の対名目GDP比は､1999年で18%を超えることとなり､経済成長のため

に好ましい傾向にあると言えよう｡

次に指摘しておきたいのは､貿易赤字である｡1997年に対名目GDP比17%を超えた貿易赤

字は1999年には12%弱に縮小している｡これは､1997年の政変による経済停滞によって一時

的に縮小しているものと考えられる｡今後､経済が復調するにつれて､また特に縫製業が活

発化することによる輸入増によって､おそらくは1997年の水準にまで戻るものと考えるべき

であろう｡

貿易赤字の他に着目するべきは､輸入依存度の高さである｡輸入の対名目GDP比は5割弱の

水準に達している｡この対外依存度の高さは､カンボジア経済の規模が小さいことのみなら

ず､製造業が極めて未発達なためであるとも考えられる｡

④投資と貯蓄

表4-6に見るように､パリ和平協定による総選挙の前後 (1993､1994年)はマイナスの数値

さえ示していた総国内貯蓄は､1995年にプラスに転じて以後も順調に増加した｡しかし､な

お､総国内資本形成の半分をまかなうにも達していない｡その結果､国内貯蓄と国内資本形

成のギャップは対名目GDP比率にして､10%前後にも達している｡

表4-6 投資-貯蓄ギャップ (名目価格､単位十億リエル)

ItlL)メ 1994 1995 1996 1997 1998

1999総国内資本形成総国民貯蓄総国内貯蓄海外からの純所得外国貯蓄海外からの移転 (純)海外からの借入名目GDP 562.8 757.0 974.3 12(;8.7 l313.3 1262.6 2106.3-212.76084.5 -293.96201,0 329.97542.7 441.68324.8 554.89149.2 563,81

0531.4 834.811470.5総国内資本形成 (対名目GDP%) 9.2 12.2

12.9 15.2 14.4 12.0 18.4総国内貯蓄 (対名目GDP%)

-3.5 -4.7 4.4 5.3 6.1 5.4 7.3投資-貯蓄ギャップ (
対名目GDP%) 12.7 16.9 8.5 9.9 8.3 6.6 ll.1出所)ADB,KeylndlCatOrSOfD



(2)国家財政

カンボジアの国家財政状況については表4-7と表4-8に示した｡ ここに見 られる特徴は下記

のとおりである｡

何よりもまず､経常収入が､対名目GDP比率で倍増 (1993-1999年)したとは言え､なお､

ようやく経常支出をまかなうに足りるだけでしかない非常に低い水準にある｡そのために､

資本支出はほぼそっくりそのまま海外資金でまかなわれるという構造になっている｡

表47 国家財政 (財政年度は1-12月) (単位 :百万リエル)

1993 1994 1995 1996 1997 1998

1998経常収入 290,700 590,400 635,320 709,830 868,670 909,5
70 1,220,000税収入 234,700 364,600 445,480 534,290 597,4

00 679,420 853,280税外収入 56000000 225800 189,840 175,540 271,270 230,150 366,720経常支出 373 662400 736,790

789,760 816010 933,8701,100,000経常収支 -82300 -72

000 -101470 -79,930 52660 -24,300 120,000資本収入 235,000 335,300 7511660 39,240 12340 33,180 25,000資本支出 080 529920 451910 629970 380

000資本収支 -235,

000 -335,300 -503420 -490680 -439570 -596790 -355000純貸

付総合収支 -317,300 -407,30

0 -604,890 -570,らlo -386,910 -621,090 -235,000資金調達1:ヒ 317300 407300 604,890 609300

国内借入海外借入海外贈与現金残高取崩し 36,20059,900221,200 3,200404,100

2,

000483,400119,490 -7616-3
8,500,800,690出所)ADB,KeyIndicatorsorDevelopingAsianandPaclficCoullLnes2000

表4-8 国家財政 (対名目GDP%)1993 1994

1995 1996 l997 1998 1998経常収入 4.8 9.5 8.4 8.5 9.5 8.6 10.6
税収入 3.9 5.9 5.9 6.4 6.5 6

.5 7.4税外収入 0.9 3.6 2.

5 2.1 3.0 2.2 3.2経常支出 6.1 10.7 9.8 9.5 8

.9 8.9 9.6経常収支 -1.4 -i.2 -1.3 -1

,0 0.6 -0.2 1.0資本収入
3.9 5.4 0.1 0.5 0.1 0.3 0.2資本支出 6,8 6.4 4.9 6.0 3.3

資本収支 -3.9 -5.4 -6.7 -



(3) 国際収支

カンボジアの国際収支の状況は表4-9と表4-10に示した｡この数年間の傾向としては､第1

に､貿易収支については､GDP成長率の高い時ほど赤字幅が大きくなることが指摘できる｡

そして貿易赤字は移転収支の黒字によってまかなわれている｡この場合の､民間の資金流入

としては国外在住カンボジア人2による送金が考えられるが､表に見るように政府間の無償援

助が大きい｡こうした資金流入によって経常収支はほぼバランスしている｡また､こうした

資金流入によって､表4-6に見たような国内貯蓄の不足がまかなわれていることになる｡

表4-9 国際収支 (単位 :百万ドル)

1993 1994 】995 1996 1997 1998

ーqqq貿易収支 -188.0 -254.6 -333.1 -428.0 -230,8

-160.3 -196.8輸出 283.0 489.8 853.9 643.

6 861.6 912.9 973.2輸入 471.0 744.4 i,187.0 1,07

1.6 1,092.4 1,073.2 1,170.0貿易外収支 -72.6 -132.

0 -130.9 -137.9 -96.8 -99.2 -93.2移転収支 279.6 303.1 355.9 459.1 348.8 266

.0 280.1民間 9.0 20.0 20.0 20.0 60.0 66

.0 70.0政府間 270.6 283.1 335.9 439.1 2

88.8 200.0 2lO.i経常収支 19.0 -83.5 -108.

1 -106.8 21.i 6.5 -9.9資本収支 0.1 54.5 109.9 259.3 163.7 143

.7 115.6直接投資資本運用投資長期資本a)短期資本誤差脱漏

54.1 69.0 150.7 293.7 168.i 120.7 13

5.4-54.0 -14.5 -40.8 -34.4 -4.4 23.0 -19.8

-3.5 65.0 12.8 -78.0 -151.2 -132.0 -49.0総合収支 15.6 36.0 14.6

74.5 33.6 18.2 56.7荏) a)短期資本を含む｡出所)ADD.KeylndLCatOrSOfDeveloplngAslanandPaciflcCoon(Ties20002Judlt

hBanlSlerandEPalgeJohnson,HAflertheNightmareThePopulat10mOfCambodla,=lnBenKiernanedGe710CL-de〟JLdDemocrac)H'nCantbodL-a;LjleKI"77erRoLLge.theUnitedNatL'onsLmdtheInter"atL'01lalCo
Tll17日121'(),,YaleUnlVerSItysoutheastAsiaS(udies,p.i13.では､1991-1992年時点で難民も含めた国外在住カンボジア人を63万4,000人から6



表4-10 国際収支 (対名目GDP%)

1993 1りL)4 1995 1996 1997 1998

1999貿易収支 -8.3 -10.5 -lO.8 -l3.5 -7

.4 -5.7 -6.5輸出 12.5 20.1 27.7

20.3 27.7 32.5 32.3輸入 20.8 30.6

38.6 33.8 35.2 38.2 38.8貿易外収支 -3.2 -5.4 -4.3 -4.3 -3.1 -3.5 -3.I

移転収支 12.4 12.4 ll.6 14.5

ll.2 9.5 9.3民間 0.4 0.8 0.6

0.6 1.9 2.3 2.3政府間 12.0 ll.6

10.9 13.8 9.3 7.1 7.0経常収支

0.8 -3.4 -3.5 -3.4 0.7 0.2 -0.3資本収支 0.0 2.

2 3.6 8.2 5.3 5.1 3.8直接投資資本

運用投資長期資本a)短期資本 2.4 2.8 4.9 9.3

5.4 4.3 4.5-2.4 -0.6 -i,3

-I.I -0.1 0.8 -0.7誤差脱漏 -0.2 2.7 0.4 -2.5 -4.9 -4.7 -1.6

総合収支 1.6 3.6 1.5 7.5 3.4 I.8 5.7<参考>為替レート (年平均) 2,689 2,545.3 2,45

0.8 2,624.1 2,946.3 3,744.4 3,807.8名目GDP(十鮭リエル) 6,084.5 6,201 7,542.7 8324.8 9,149.2

10,531.4 ll.470.5a)短期資本を含む｡川所)表4-9およびADB,KeylndlCaLorsofDevelopingAslallall

dPaclficCounlrleS2000より筆者計算｡(4)外国援助

表4-11はカンボジアにおける外国援助実施額の推移について示したものである｡これに見



表4-11 外国援助実施額の推移 (1992-1998年) (単位 .'1000米ドル)

1993 1994 1995 1996 1977 1998

(暫定値)多国間援助 71,210 108,952 169,605 197,976 123,

069 135,9472国閥援助 245,359 231,144 328,115 284,28

1 202,459 225,531NGO (自己財源のみ) 5,322 17,949 21,1

00 35,800 49,876 56,097実施総額 32l,891 358,045 5

18,820 518,057 375,404 417,575名目GDP●対名目GDP比 (%)多国間援助 2,639,6962,408,1552,

986,0253,068,4852,650

,406 2,793,4752.7 4.5 5,7

6.5 4.6 4.92国閉援助 9.3 9.6 ll

.0 9.3 7.6 8.INCO (自己財源のみ) 0.

2 0.7 0.7 1.2 1.9 2.0実施総額 12.2 14.9 17,4 16.9 14.2 14.9注)*ADB,Ke).IlldE'calOrSOfDe､,elolu'''gAsia'zandPac
EjicCoLHtlr'eS1999 に記載のリエル建てGDPに同記載の対米ドル為替レート (年平均)を掛け合わせて算出したもの｡tii所)cambodlanRehabllltat1011andDevelopmentBoard,CouncllFortheDevclopmenlofCatnbodla,Del･eloI'JJlellEC0-

0perattonReIwrI/OrCa′''bodia 0998/1999),Jam1999より筆

者作成｡(5)外国直接投資(》 全体傾向カンボジアにおける外国直接投資の受け入れ

は､1989年7月の外国投資法の施行から始まった｡1990年代初頭は､タイからの

投資が最も多く､次いで旧宗主国のフランス､香港､シンガポールからとなっていた3｡また､

当時はホテル業や建設業への投資が多くを占めていた｡しかし､パリ和平協定が調印された後の1992年

になると､縫製部門における投資認可件数が急増した4｡1993年に制憲議会選挙を経て樹立

された新政権によって､1994年8月に新たに投資法が施行された｡以後､同法の下で､カンボジ

アにおける外国直接投資の申請と認可は1998年まで順調に増加してきた｡し

かし､表4-12に見るように､1999年には額においても大幅な減少が見られるはか､2000年についてもさ

らに減少していると見られる｡3天川直子 rカンボジア経済の再tii発｣ (『バーツ経
済圏の展望 ひとつの東南アジアへの躍動』糸賀滋編,アジア経



表4-12 対カンボジア投資 (認可ベース)

<国別> (単位 :100万米ドル)

1994(1-8月) 1995 l996 l997 1998 1999 2000(I-8

月) 累計マレーシア 0.4223.40.6 1411.1 193.8 65.8 124.4 13.9 9.344.
430.8 I,818.7カンボジア台湾′ヽ 3328i6 14416307 16644i4 29614443

265524 1,466.5447.7ロ衆国中国香港 193734200532500002042006970300 log212994 43724833 853669822 41079066916844 194629101202000226080037284057 1488 425.1245.名240.8シンガポール韓国 10 5

5 386 1517716 214 I1I0 231.8200.2フランスタイ英国 174l822869 153042 0276

734332 033066119 4016402 191.9157.991.1インドネシアカナダ

03972 157 1ll 112

49 15100112709 63.260.9オーストラリア 1013 79 22 33.7日本その他 65 ll

2000 01437 15.750.7合計 50572,2405 7619 744.2 8531 4564 l801 5,741.

81994(1-8jn l995 1996 )997 1998 1999 2000(ト8月)

累計(資本金)累計(件数)農業 0.6 4.6 92.1 61.4 49.6 9

.8 3.8 221.8 50製造業 84,5 30l.4 438.3 516.

3 652.5 225.7 119.7 2,338.5 688つち木材加工 0.0 5.3 207.3 46.5 179.2 14.I 0.0 4

52.5 36縫製 19.6 30.1 45.9 96.7 126.

5 75.1 68.9 462.7 353石油 4.0 25.4 22.4 31.

6 1.0 I.3 1.2 86.8 14食品加工 21.0 38.2

29.8 6.5 9.2 12.5 1.1 118.2 4tiタバコ 37.9 3.

6 21.5 1,7 7.2 0.0 0.0 71.9 16セメント 0.0 136.

0 7.0 205.4 53.7 6.4 0.0 408.5 7865エネルギー 0.2 40.0 1.0 80.1 17.5 0.0 22.2 16l.0サ-ビス業 397.0 424.8 112.5 124.9 39.1 195.9 17.1 1,

311.3観光 23,7 1,509.6 119.1 41.5 112.0 25

.0 39.3 I.870.2 51合計 505.72,240.5 761.9 744.2 853.i 456.4 180.0 5,741.8 8

54出所)cambodlanloves(Trlen(Borad,CouncllfortheDeveloopmen(ofCambodia資料より筆者作成｡

(参



縫製部門に集中していることが分かる｡また､衣類･縫製部門に限ってみると､この3国で同

部門への件数の53%､金額の63%を占めている｡

表4-13 カンボジアに対する外国直接投資 (1994年8月～ 1997年9月)

く国 .時期別> (単位 :件.千 ドル)

国 .地域 94/8-95/7 95/8-96′7 96/8-97ノ7 97/

8 合計台湾 件数 13 28

51 10 lO2金額 6.736 66,987 82,47

1 16,451 172,645中国 件数

12 26 29 42,790 71金額 5l,644 24.588 17,751 96

,773香港 件数 10 19 29 64,350 64金額 8,169 9,303 l4,

023 35,844マレーシア 件数 21一 21 l7 3

8,480 62金額 1,345,300 40,327 52,31

6 ),446,423シンガポ-ル

件数 23 1728,538 1937,185 2205 引金額 77.2()0

143,187タイ 件数 12 日

99,820 1 33金額 相.076 l2,487

240 40,623その他 件数 48

45 54 95,934 156金額 160,494 54,752

166,384 387,564合計 件数 139 167 208 35 549金額 ),667,678 236,982 379,950 38.450 2

,323,060<国 ･業種別> (単位 :件､千ドル)

第 1次産業 第2次産業 第3次産業 分規不可

合計うち衣類 ,縫製台湾 件数 19 78 34

520,880 00 102金額 6.354 145,412 29,367 172,6

45中国 件数 76,417 62 32 1 1 71金額 85,306 63,062 4,000 1,050 9

6,773香港 件数金額 22)0 6033,234 4525,548 22,4

00 00 6435,844マレーシ

ア 件数 510,016 4l' 15 15 1 62金額 lO6.057 lS,912 1

,330,330 20 I,446,423シンガポール 件数

23.080 44 18ll,045 1321,115 24,750 61心細 114,243 l

43,)87タイ 件数 1 23 3 922,239 00 33金額 2,000 16,384

3,865 40,623その他 件数 65,384 11

4

61 34 2230 156金額 249,206 35,790 13

2,744 387,564合計 件数 42 422 208 79 6

6,050 549金額 33,460 749,842 187,588 I,

533,708 2,323,060注)*資本金不明 1



産業部門への投資は､一般特恵制度を利用した先進国への輸出可能性を当てにして行われた

ものと考えてよい｡

その証左となるのが､国内産品輸出に占める一般特恵制度対象製品の割合が急増したこと

である｡表4-14に示したように､一般特恵制度対象製品が国内産品輸出の総額に占める割合

は､1998年に約68%､1999年の第3匹伴期までの間で約81%にまで上昇した｡これは金額にし

て5億ドルを超えると考えられ､カンボジアにおける外国援助実施額のピーク時の額に相当す

る｡このようにカンボジアにおける衣類 ･縫製部門は､投資申請が本格化してわずか数年間

で､カンボジアにおける主要輸出産業となり､経済成長の牽引役となった｡

衰4-14 輸出構成 (品目別) (単位 :100万ドル)

品目 1998年 1999年第1四半期 1999年第2四半期 1999年第3

四半期木材 l78.I 22.3 27

.1 29.3魚加工品 2.5

0.8 0.9 0.8ゴム
1.5 3.8 47 9.0GSP対象製品● 392.4 137.6 146,2 145.8

その他国内産品 4.0 1.8 1.2 1.4桓=勾輸出合計 578.6 1663 180.

1 186.2再輸出 126.6 69.8

78.3 81.0輸出総計 705

.2 236.2 258.4 267.2注)*一般特恵制度の略D主に縫製品｡出所)NatiollalBankofCambodla,LT.-cono7Tlic&MonetL7r).StalisttcsRenew,No.68(Julle1999),No.69(July
1999,およびNo.

73(Nov1999)より筆者作成｡2.雇用 t就労状況(1)労働力化率､失業率

カンボジア国民の労働力化率や失業率は表4-15､年齢別の労働力化率は表4-16に示

したQまず､労働力化率について見ると､全体としては男女にさほど大きな差は見られず､

従って女性の労働力化率が非常に高い､ということが言えよう｡しかし､プノンペンやその

他都市部では男性の労働力化率が女性を上回っているのに対して､農村部では女性のほうが男性

よりも労働力化率がわずかではあるが高くなっている｡また､これを年齢別に見た場合､

10代後半の女性の労働力化率が､同世代の男性に比べて非常に商いのが際だっている｡こ

の傾向は都市部や農村部を問わない｡この傾向は､女性の中等教育の就学率が低いことと表裏一

体としてある｡同様に,10代の労働力化率が都市部よりも

農村部のほうが非常に高くなっているのは､就学率に見る都市部と農村部との格差の表れである

｡次に失業率について見ると､1%を大きく下回っており､非常に低い｡ただし､これは ｢失

業率｣の明確な定義がないまま､非調査者の自己申告に基づいたデ



意しなければならない｡すなわち､この低い数億の裏には相当の不完全就労が隠されている

と考えるべきであろう｡

表4-15 10歳以上の人口の労働力化率､失業率 (1999年)

全国 プノンペン その他都市部 農村部

男女合計 66.1 50.0 60.7 68.7

男性 66.3 55.9 62.9 68.0

女性 65.9 44.6 58.8 69.3

男女合計 0.6 0.5 0.4 0.6

男牲 0.5 0.6 0.4 0.5

女性 0.6 0.5 0.4 0.6

出所)Nal10nalJnstltuLeofStaLisLics,MinlStryOf㍗)annlng,CLulZbodLaSocLOIEcononLT'cSEm,ey1999

表4-16 年齢層別労働力化率 (1999年)

忘 言 慧 ｢ & )妄言ン女性

その他都市

部男女合計 男性 女

性66.l 66.3 65.9

ll59ユ lo.6 118 50,9 6871 225l l9 )68 2.42 35.i 7486 66 42
6 8.70 54.98.2 86,7 88 56 50 5

6.3 800 83.2 77.I90l 96.2 847
741 866 629 856 950 76.693 98.2 869 817 962 6 1 8()6 9

5 78.I9 1 98,1 903 83 97l 669
898 9 ) 82.89l8 97,5 86 817 99

2 700 905 9 1 85.6918 97.4 88
0 798 965 680 909 974 85.5897 95.0 88 698 877 548 841 936 77

.2810 94.1 711 643 834 44.8 788 889
69.9676 82.3 532 408 605 26.9 63

5 778 51.3356 46.1 268 210 295 14.8 351 494 25.9

農村部男女合計 男性 女性

68.7 680 6
9312.5 11.9 13,
1654 564 74.

0900 904 8969
27 977 88494.4
98.6 905962

98.4 94.1933 973 90493.7 976 912924 96.0 89.8829 96.2 73.57I.0 B4.7 56.937.J 47.3 282出所)NatlOnalBankofCambodia.EconoHLE'Camane/aTγS/att'slicsIIevL'ew,No68(June1999
),No.69(July1999,およびNo.73(Nov.1999)より

筆者作成｡(2)就業構造 ･就労形態産業別の就業構造は表4-17に示したとおりである｡その特徴として第1に指摘するべ

きは､全雇用者の75%が ｢農業､採取､林業｣に従事している､という点である｡その一

方で､ ｢製造業｣従事者がわずか4.7%にすぎないということから､カンボジアでは産

業化がまだほとんど進展していないことがうかがわれる｡次いで男女それぞれの就業構造

の特徴を検討する｡まず､男性については､特にプノンペンにおける ｢公務 ･国防 ･治安｣従事

者の多さが目立つ｡このデータによると､プノンペンで就業している男性の約3人に1人が役所勤

務､軍ないしは警察の業務に従事していることとなる｡女性につい



ことから生じた結果であると考えられる｡そのために､全国で見ても､ ｢製造業｣に従事し

ている女性の割合は男性の割合の約2倍になっている｡女性の就労に見る第2の特徴は､プノ

ンペンおよび ｢その他都市部｣において ｢卸 ･小売業｣従事者の占める割合が非常に高い､

ということである｡表4-18に示した雇用形態別の就業構造に示されている自営業の割合の高

さを勘案すると､小規模な商いに従事している女性の多さが反映されているものと考えられ

よう｡

雇用形態別に見た場合､カンボジアにおける就労の特徴は給与所得者が非常に少ないこと

である｡その代わり､自営業と家族労働者が主要な就労形態となっている｡特に農村部にお

ける女性の7割近くが家族労働者として就労しているが､この多くは農家世帯の妻や娘である

と考えられる｡

表4-17 産業別就業構造 (1999年) (単位 :%)

全国 プノンペン その他都市部

男女合計 男性 女性 男女合計 男性 女性 男女合計 男性 女

性741040I702003100005,56 709 29 788 10000144531i5956522 7001708 65 0

l 9.86 041 01 03 62 07 09 10
0000.07 3】 0 I )

09 17 24.53 055 23 3 324390117313413

4 55 122 1.30 38.95 04 03 01 03 0

4 03 04 08 0 4

28 4.12 4

2 166 0.71 0

6 05 0.82 0

l l4 286 0.64 6 4 4.8

3 2.56 2 0 35 0

9 19 1.94 3.67 05 03 082,6

0 26 0

4 0

62,8

6 4

6 17 28

4.3

8 0.3

7 18l農業､採

取､林業漁業鉱業 ･採

石業製

造業電気 .ガス ･水道

建設脚 ･

小売業ホテル･レ

ス トラン運

輸 .倉庫 ･電信金融

不動産公務 ･国

防 .治安教育医療保障

その他サービス業個人宅雇用

大使館 ･国際機関雇用者数 (千人) 528 260 269 829 80.1 8

5.71.8 28 1.

00.0 0.1 0.
03.5 25 4.

50.0 0.0
0.01.2 22

0.35.0 2.

9 690.1

01 0.11.2 2

.3 030.1 0

1 0.10.1 0.1

001.7 35 0

.1L3 2.0 06

0.3 0.2 0.4

0.4 0.5 0.30

.2 0.3 0.201 0.2 0.14,5922.1592,432出所)Nal10naLBankofCambodla,Econonzic&MollelaryStalt'sILIc∫RevleW,No.68(June1999),No69



表4-18 雇用形態別就労構造 (1999年) (単位 二%)

全国 プノンペン その他都市部

農村部男女合計 男性 女性 男女合計 男性 女性 男女合計 男性 女性 男

女合計 男性 女性被雇用者雇用者 1502 192 09 102 092 24.1 340.2 00 142 052 ll0

0 132 08 8.42 0.3自営業家族労働者その他 364606 513 233 6300150 0.2 0.2 0.2 38.2 4235.3 200.1 08 33731 365006 545 20.82 68,2

02 270 0 9 491 0 3 3000不明合計 1100畠 10 】003 20 10020 0.5 0.5 0.5 2.1 2100.

0 1000 2O lOO30 I1008 l0 1003 2.30 100.0出所)NaLIOllalBankofCalllbodia,EcoIZOllllCaMoJzetLZryStati.n'csRevL-ew,No.68(June1999).No.69(July1999,お

よびNo73(Nov.1999)より筆者作成｡(3)退役軍人支援プログラム､公務員改革1999年10月､1999-2002年の3カ年を対象とした構造調整融資がMF理事会に

よって承認された｡ この融資対象期間中にカンボジア政府がなすべきとされる諸改革 (コデ

イショナリティ)には､公務員改革と退役軍人プログラムが含まれている｡この両改革が強

調される理由は､中央政府の経常支出の相当部分が軍の給与支払いを含む人件費に充てられて

いるという事情の故である

Dそして､人件費支出を抑えた上で､教育や保健分野の事業支出に回すべきであるという

考えがある｡しかし､これは一方では､これまで国家がまがりなりにも給与を支払って養

ってきた労働力を民間の労働市場に放出することでもある｡とりわけ､除隊兵士はその教育

程度など労働力の質としては非常に低い部類に入るであろう｡公務員の減員数については明らか

ではないが､兵士については今後数年間で少なくとも3万人を除隊するスケジュールが立てられて

いる｡彼らの社会復帰がたとえ農村で行われるとしても､農業で生計が十分維持し得るとは

限らない｡これらの措置は､戦後復興の観点からも､国家財政の健全化という観点から

も､必要ではある｡しかし､産業化が大して進展していない上に､農業部門､また農村部に

おける雇用吸収力を楽観視できない現在のカンボジア経済にとっては､



第5章 カンボジア社会の現状 (雇用を取り巻く条件)

今回の調査では2種類の調査票調査を実施した｡本章ではこの調査票調査をもとにして､雇

用 ･労働環境を規定する様々な条件を検討する｡本章の ｢2.労働力構造の特徴｣､ ｢3.社

会意識の特徴｣は ｢プノンペン市民意識調査｣に基づくものであり､ ｢4.工場労働者の社

会意識｣ ｢5,工場労働者の規範構造｣は､第7章の製造業における労働事情の一部として行

われた調査票調査の結果に基づくものである｡

1.調査の概要

(り ｢プノンペン市民意識調査｣の概要

以下､プノンペンの労働力構造の特徴と社会意識の様態を検討するが､そのデータはプノ

ンペン市民を対象として行われた ｢プノンペン市民意識調査｣から得られたものであるO本

論に入るに先だって､この調査の実施方法の概要を記しておく｡

調査時期 :2000年9月20-22日｡

標本抽出の方法 :カンボジア最大のNGOであるコムフレル (自由･公正な選挙のための委

員会)事務所に保管されてあった1998年総選挙のための選挙人名簿を台帳として､700サンプ

ルを抽出した｡この名簿に対して､確率比例方式により第一次抽出単位をコミューン､第二

次抽出単位を個人とする2段階抽出を行った｡抽出された35のコミューンには各20サンプルを

割り当てた｡ただし,プノンペン市を構成する7ディストリクトのうち､北部と西部に位置す

る遠隔の2ディストリクトについては抽出対象から除外した｡カンボジアでは有権者は18歳以

上であるので､18歳以上の者が対象とされた｡

1998年3月に1962年以来はじめて人口センサスが行われたが､その結果を見ると､対象とさ
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れた5ディストリクトの人口は727,267人 (プノンペン市の全体人口は999,804人)であり､プ

ノンペン市全体の18歳以上人口は58.2%であるので､5ディストリクトの18歳以上人口は

423,269人と推定される｡従って本調査の抽出比率は､605分の1となる｡

調査の実施方法 :クメール譜の質問票を用いる面接調査｡ただし事情により留め置き法ち

認めた｡プノンペン大学社会学部学生35人に訓練を行い調査員とした｡このほか大学院生お

よび若手教員5人をチェッカーとして配置した｡

有効回答数 :最終的な有効回答数は678サンプルであった｡

(2)企業調査の概要

今回の調査では､縫製工場 ･靴製造工場そしてトタン製造工場の3社の製造工程従業員139

名､143名そして35名の計317名に対して聞き取り調査を行った｡前2枚は､それぞれ香港と台

湾との合弁企業であり､トタン製造工場は日本系企業である｡調査の実施方法は ｢市民意識

調査｣と同様で､プノンペン大学社会学部学生35人に訓練を行い､調査員とした｡その他に1

名の若手教員がチェッカーとして加わった.今回の調査団メンバーもできる限り調査に立会

い､精度を高めるように配慮した｡有効回答は317である｡

調査期間 :9月14日､15EL 19El､21日､22日

2.プノンペン市の労働力構造の特徴
労働力構造に関連する主要な質問項目は､職業､就業先が公務か民間か､副業への従事で

あったが､その結果を見ると､インフォーマル ･セクターが極めて微弱であり､かつ公務部

門が強い優越性を示しているという､第三世界の他の一極集中都市とは顕著に異なった特徴

を持っていることが明らかとなった｡

以下､本調査から得られた結果を整理しながら､上記の結論を検証していく｡なお､クロ

ス集計表についてはカイ二乗検定を行い､その結果を表の下部にsig.として示したO一般に

はsig.<0.05の場合､統計的に有意であるとされる｡また､1998年センサスの結果 (I)と､全国

を対象とする ｢Cambodt'aSocL'0-Econo〝lt'cSILrVey1999｣ (1999年1-9月実施､以下 ｢社会経済

調査｣と略)の報告書(2)が刊行されており､その中ではそれぞれプノンペン市のデータも別

掲されているので､できる限りこの両調査の結果との比較を試みた｡

センサスでは､本調査には含まれている南部の1ディストリクトと含まれていない2ディス

トリクトを除く4ディストリクトをプノンペン市の都市部としている｡以下センサスについて

は､この4ディストリクトからなるプノンペン市都市部の数値を紹介する｡また､社経調査の

標本抽出法を見ると､プノンペン市から120村落 (本調査のコミューンに相当すると思われ

る)を抽出し､各村落に10世帯のサンプルを割り当てる2段階抽出法をとっている｡また社会

lbユー-



経済調査の労働力関係の集計は､すべて10歳以上を対象として行われている｡

(1)非労働力と失業

まず本調査から職業構成を見ると､労働力人口は74.5%を占めている｡センサスでは､経

済活動人口率は47.8%であり､社経調査の労働力参加率は50.0%である｡この両調査と比較

すると､本調査では17歳以Tの人口を含んでいないため､当然のことながら労働力率が高く

なっている｡

ところで､本調査の性別構成は男性51.0%､女性49.0%であったが､センサスでは男性が

48.2%､女性が51.8%であり､女性が多い｡ここで､本調査により非労働力率を性別に見る

と､男性の23.1%､女性の28.0%がそれぞれ非労働力であった｡女性の非労働力人口の主体

は主婦である｡また､非労働力を100とした場合の性別分布を見ると､男性が46.2%､女性が

53.8%であり､当然のことながら女性が多い｡なお､センサスでは男性が43.5%､女性が60.3%

とさらに女性が多い｡表5-1より非労働力人口を年齢別に見ると､20歳台前半までおよび50

歳以上に多い｡若年層については就学が､高齢層については引退や病気がその主たる理由で

ある｡

次に失業についてであるが､本調査での失業率は2.1%にすぎない｡社会経済調査での失業

率も0.5%と極めて低いが,センサスのそれは12.9%にも達している｡本調査の結果から見る

限り､プノンペン市民の失業率の低さは特筆に値する｡本調査により失業者を属性別に見る

と､年齢別では20歳台前半が35.7%を占め (表5-1)､また学歴別では前期中等以下が78.5%

を占める (表5-2)など､低学歴の若年層に集中していることが分かる｡

表51 年齢別職業構成

職 業 年 齢 合
計1819歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-49歳 50-

79& % 実数専門 .管理 1.5 ll.8 18.4 22.8 12.5 19

.8 13.2 100.0 136事務 6.i 23.2 28.

I 13.4 14.6 14.6 100.0 82販売 .サービス ll.4

14.3 18.0 17.1 24.9 14.3 100.0 105保安サービス 2.9 l3.0 2().2 17.4 15.9 14.5 10.I 一

oo.0 69農業 3.8 15.4 7.7 15.4 23.1 34.6 1

00.0 26単純労働 .運輸 1.4 23.2 17.8 21.9 l

l.0 13.7 ll.0 100.0 73失業者 35.7 14.3

14.3 14.3 7.1 14.3 100.0 14非労働力 5.2 31.2 20.2 9.8 8.I 8.7 16.8 100.0



表5-2 学歴別職業構成

職 業 学 歴 合
計無学歴 初等 】前期中等 後期中等 大学

% 実数専門.管理 3.7 15.4 16.2 50.0 1

4.7 loo.0 136事務 6.I 6.1 20.7

56.1】 11.0 loo.0 82販売.サービス 7.6 22.

9 37.1 29.5 2.9 100.0 105保安サービス 2.9 10,1 36.2 49.4 1.4 100.0 6

9農業 ll.5 23.1 15.4 42.3 7.7 100.

0 26単純労働.運輸 9.6 26.0 34.2

28.8 1.4 100,0 73失業者 21.4 7.1 50.

0 21.4 100.0 14非労働力 ll.6 15.0 IL1.I 41.6 12.7 loo.0

173A 至 % 7.8 l一一､

一 25,4 42.i 8.6 100.0口 計 実数 53 10

9 172 286.0 58 678Slg=000(2)職業構成の特徴非労働力

と失業者の2つのカテゴリーを除いた有業者を100とした場合の職業構成は､専門･管理27.

7%､事務16.7%､販売 ･サービス21,4%､保安サ-ビス14.1%､農業5.3%､単純労働 (マニュアル)

･運輸14.9%であった｡一方社経調査の分布は､国会議員 ･高級官僚 ･管理2.0%､専門7,2%､技術･

準専門17.8%､事務1.1%､販売･サービス25.1%､農･漁業8.1%､熟練 ･関連業種17.8%､工場労働者 ･機械操作員7.2%､単純労働者9.5%､軍隊4.4%

であった｡本調査の職業構成を社会経済調査のそれと比較すると､専門･管理はほぼ同

率であるが､とりわけ事務とある程度保安サービスが多い一方､特に単純労働 ･運輸が少ない

.単純労働者をこのカテゴリーに含めれば少なさが一層目立つ｡これは､一つにはわれ

われの調査対象から遠隔2ディストリクトを除いた結果,プノンペン中心部の傾向がより大きく

表れ､また一つには社会経済調査では10-17歳の就業者の傾向が強く表れたためと考えら

れる｡ここで性別の職業構成に注目すると､表5-3のように



表5-3 性別職業構成

職 業 合
計男性 女性

% 実数専門.管理 52.2 47.8

100.0 136事務 62.2

37.8 100.0 82販売.サービス 28

.6 71.4 100.0 105保安サービス 60.9 39.1 100.0

69農業 53.8 46.2 100.0

26単純労働.運輸 69.9 30.I

loo.0 73失業者 50.0 5

0.0 100.0 14非労働力 46.2 53.8 100

.0 173合 計 % 5
l,

0 49.0 100.0実数 346 332 678

Sig=000次に年齢別の職業構成を表5-1より見ると､各カテゴリーに

ついて特定年齢層が突出していることが注目される｡すなわち､専門 ･管理では30歳台前半に､事

務では30歳台前半とやや20歳台後半に､販売 ･サービスでは40歳台とやや30歳台後半に､保

安サービスでは20歳台後半に､農業では30歳台後半以上とりわけ50歳以上層に､単純労働 ･運輸では20歳台前半と30

歳台前半に大きな集中が見られる｡専門 ･管理と事務については､和平達成後の行政需要

に対応した高学歴者の入職が反映していると思われる｡一方､農業は最も高齢化が著しく､また販売 ･サ-ビスもかな

り高齢化している｡保安サービスについては､かつて若い兵士であった人びとが既に20歳台後

半に達していると見られる｡いずれにせよ､専門 ･管理と事務からなるホワイトカラーの合

計は44.4%と半数近くにのぼる｡それに対し､単純労働 ･運輸と農業からなるブルーカラーの合計はわ

ずか20.2%にすぎず､販売･サービと保安サービスの合計は35.5%となる｡また就業先

の分布は､公務員44.2%､民間55.8%となり､公務員が半ば近くにもなる｡これら

の数字は､ この都市が生産活動をほとんど伴わず､行政を中心とする管理的業務

とそれをサポートするサービス部門とから構成されていることを如実に示している｡(

3)職業構成に基づく階層構造その結果､プノンペン市民の学歴も著しく高い｡学歴構成を見ると､無学

歴7.8%､初等16.1%､前期中等25.4%､後期中等42.2%､大学8.6%となり､後期中等以上

の高学歴者が半数以上となっている｡なお､社会経済調査での学歴構成(25歳以上)は無学歴7.1%､初等

26.9%,前期中等28.8%､後期中等26.9%､専門2.5%､大学6.9%､その他0,7



ことにより説明できる｡

学歴別の職業構成については､表5-2に明らかなように､専門･管理と事務は後期中等と大

学に､販売 ･サービスは前期中等と初等に､保安サービスは前期および後期中等に､農業は

初等と無学歴に､単純労働 ･運輸は初等と前期中等に集中しており､職業構成が学歴に規定

されている様態が見てとれる｡

月当たり個人所得の分布は､無所得34.1%､50ドル以下32.5%､51ドル以上150ドル以下

27.0%､151ドル以上 6.3%であり､平均は51.3ドル､最高所得者は800ドルであった｡一方月

当たり世帯所得は､無所得11.4%､50ドル以下18.3%､51ドル以上150ドル以下43.8%､151ド

ル以上26.5%であり､平均は126.2USドル､最高所得者は2,000ドルであった｡このように､

個人所得では50ドル以下が過半であるが､世帯所得では5日ミル以上が過半となる｡複数の世

帯員の就労によって生計が立てられていることが分かる｡

表5-4は職業別の月当たり個人所得を示したものである｡50ドル以下を低所得グループとし

51ドル以上を高所得グループとした場合､専門･管理と事務および販売･サービスでは高所

得グループが相対的に多く､単純労働 ･運輸ではそれほど開きがないのに対し､保安サービ

スでは低所得グループが相対的に多い｡このように､プノンペン市には職業別の所得階層が

存在していることが分かる｡なお､社会経済調査でも､販売 ･サービスが熟練 ･工場労働者

よりも低所得であること以外は､似たような傾向を見せている｡

ここで注目されるのが無所得グループであって､表5-4のように農業では6割以上に達し､

以下販売 ･サービスの4分の1､単純労働 ･運輸の2割強､事務の2割弱､専門･管理と保安サ

ービスの掴胎･がつづいている｡このように販売･サービスがかなりの無所得者を抱えている

のに対し､保安サービスは低所得グループでありながら無所得者が少ない｡

表5-4 月当たり個人所得別職業構成

職 業 無所得 50ドル以下 51ドル以上
合 計

% 実数専門一管理 14.7 40.4 44.9

100.0 136事務 183 36.6

45.1 100.0 82販売.サービス 26.7

26.7 46.6 loo.0 105保安サービス 10.1 58.0 31.9 100.0 6

9農業 61.6 26.9 ll.5 100.0

26単純労働.運輸 21.9 39.7 38

.4 100.0 73失業者 71.5 7.1

21.4 loo.0 14非労働力 68.9 17.9 13.2 100.0 173



(4)副業の実態

公務員があまりに低賃金であるため副業に従事する者が多く､それがプノンペンのインフ

ォーマル ･セクターの大きな部分を占めているということをよく耳にする｡本調査の結果を

見ると､副業を持つ者は有業者の17.7%であり､それほど多いとは言えない｡なお､公務員

の副業従事者は20.7%にのぼり､民間の15.3%より統計的に有意に多い｡表5-5により副業従

事率を職業別に見ると､専門･管理が28.7%､事務が25.6%となり､これら以外の非就業者

を含む全職業8.7%と比べて極めて高い｡また個人所得別の副業への従事状況を表5-6より見

ると､所得が高くなるほど従事する割合も高くなり､151ドル以上の最高所得層では過半が従

事するにいたる｡従って､副業はむしろ社会的経済的地位の高い者の間で行われていること

になるo

ちなみに副業従事者を100とした場合､その就労時間の分布は､週12時間以下が53.0%､週

14時間以上が47.0%､平均が15.3時間となり､最高は週49時間であった｡また副業から得ら

れる収入は､1時間当たり1ドル以下が37.0%､2ドル以上が63.0%､平均は2.8ドル､最高額は

35ドルであった｡

表5-5 副業の有無別職業構成

職 業 副業なし 副業あり
合 計%

爽数専門.管理 71.3 28.7 1
00.0 136事務 74.4 2

5.6 100.0 82販売.サービス 93
.3 6.7 100.0 105保安サービス 92.8 7.2 100.0 6

9農業 84.6 l5.4 100.0 2
6単純労働.運輸 85.0 15.0

100.0 73失業者 85.7 1
4.3 100.0 14非労働力 93.6 6.4 100.0 17



表5-6 月当たり個人所得別副業従事率

職 業 副業なし 副業あり
合 計%

実数無所得 100.0 l

oo.0 2318ドル～30ドル 95.8 4

.2 100.0 12131ドル～50ドル 90.

0 10.0 100.0 10051ドル～80ドル

67.9 32.1 100.0 8781ドル～

l50ドル 66.6 33.4 100.0 96151ドル～800ドル 46.5 53.

5 100.0 43合 計
% 85.3 14.7 100

.0実数 578

100 678Slg=.000(5)地域間移動と世代

移動プノンペン市民の大部分は地方出身者である｡出生地別の分布は､プノンペン市24.6%､

中央部諸州30.7%､東部

諸州35,1%､西部諸州9.6%となり､プノンペン市で生まれた者はわずか4分の1にすぎ

ない｡表5-7は､調査対象者とその父親との世代間移動を示したものである｡父親の職業構成は､

非労働力 (5.9%)と失業 (0.6%)を除いた有業者を100とした場合､専門 ･管理212%､事務162%､販売 ･サービス15.4%､保安サ-ビス11.7%､農業28.8%､単純労働･運輸

6.7%であった｡子の職業構成と比較すると､農業が著しく多く､その分専門･管理と単純労

働･運輸が少ないOそれにしても､地方出身者が4分の3

を占めているにもかかわらず､父親が農民であった者はわずか3割弱にすぎないことは注目に値

する｡表517に見られるように､保安サービス以外のカテゴリーでは､世代間の非移動

が最多となっている｡保安サービスを父親に持つ子の場合は単純労働 ･運輸と事務に相対的

に多く移動している｡父親の職業カテゴ

リーとしては最多である農業からの移動を見ると､単純労働 ･運輸が多く､事務がそれに次いで

いる｡表5-8は､有業者だけをとりあげて､専門･管理と事務をホワイトカラーとし､他の

カテゴリーを非ホワイトカラーとして､表5-7をさらに整理したものである｡これによれば

､非ホワイトカラーの非移動者は全体の38.5%を占めて最も多く､ホワイトカラーへの上昇移動

者24.0%がそれに次いでいる｡また､ホワイトカラーの非移動者は19.7%､非ホワイト

カラーへの下降移動者は17.7%となっている｡専門･管理と事務からなるホワイトカラーの父親

の合計37,4%は子のホワイトカラーの構成比43.7%と極めて近いにもかかわらず

､上昇移動者と下降移動者の合計は41.7%にものぼり､カンボジア社会の激動を垣間見せて

いる｡表5-9より世代間移動を出身地別に見ると､西カンボジア出身者に上昇移軌者と

ホワイトカラー非移動者が､束カンボジア出身者に非ホワイ

トカラー非移動者が､プノンペン出身者に下降移動者がそれぞれ多



表5-7 職業別世代間移動

職業 父親
合計専門 .管理 事務 販売.サービス 保安サービス 農業 単純労働 .

運輸 % 実数本人 専門 .管理 32.0 13.9 16.4 10.7 2

1.3 5.7 100.0 122事務 l8.8 25.0 8.

8 l5.0 31.3 I.3 100.0 80販売 .サービス 16.0

l7,0 28.0 8.0 24.0 7.0 100.0 100保安サービス 16.9 20.0 l3.8 12.3 26.2 10.8 1

00.0 65農業 24.0 8.0 8.0 8.0 52.0 0.0

100.0 25単純労働.運輸 15.7 8.6 7.l l5.

7 40.0 12.9 100.0 70合計 % 21.2 l6.2
15.4 ll.7 28.8 6.7 loo.0

実数 98 75 71 54 l33 31

462表5-8 職業大分類世代間移動職業 父
親 合計ホワイ トカラー 非ホワイ トカラー % 実数

本人 ホワイ トカラー 19
.7 24.0 43,7 202非ホワイ トカラー ー7.7 38.5 56.3 2

60合計 % 37.4 62.6 100実数 173 28

9 462表5-9 出身地別世代間移動ホワイトカラ-非移動 上昇

下降 非ホワイトカラ-3F移動 非就業 合 計% 実数西カンボジアり l8.5 24.6 6.2 l8,5 32.2 loo.0 6

5東カンボジア21 9.7 l8.9 10.5 3).9

29.0 loo.0 238プノンペン 13.8 l

2.6 l6.2 20.4 37.0 loo.0 167中央カンボジア)) l5

.9 l3.9 l2.5 26.9 30.8 loo,0 208合 計
% 13.4 l6.4 12.1 26.2 31.9 loo.0実数 91

1日 82 I78 216 678SI芭-020

1)西カンボジア :バンテアイミヤンチェイ州､バッタンバン州､コッコン州､プリヤピヒア州､ポーサッ
ト州､シェムリアップ州,オット

ーミンチヤイ州､シハヌークピル市2)東カンボジア .コンポンチャム州､クラチエ州､
プレイペン州､モンドルキリ州､ラタナキリ州,ストウトレン州､

スペイリエン州,タケオ州､ケップ市3)中央カンボジア:コンポンチュナン州､コンポンスプ

-州､コンポントム州､カンポット州､カンダ-ル州(6) 小

指従来の第三世界の都市理論においては､農村の窮迫というプ



イトカラー層における副業の相対的不在などは､カンボジアにおけるこの一極集中都市のイ

ンフォーマル .セクターがいまだ本格的には形成されていないことを示唆している｡農民を

父親とする者の少なさと失業率の低さを考えあわせれば､プノンペンは､過剰都市化現象が

生起する直前の管理機能に特化した大都市という色彩が漉厚である｡

3.社会意識の特徴

(1)生活と経済発展への満足度

長期にわたる内戦という悲惨な体験を生きのびてきたプノンペン市民の現在の生活感覚を

把握するために､本調査では､生活満足度と経済発展への評価を質問した｡

まず生活満足度についてであるが､ ｢人びとの生活水準は向上したか｣という質問に対す

る回答の分布は, ｢大きく向上した｣ll.7%､ ｢少しは向上した｣40.6%､ ｢あまり向上しな

い｣30.5%､ ｢少しも向上しないJ14.3%､無回答2.9%となった｡このように､向上したと

考える満足派は半数を若干上回ってはいるが､不満足派も半数に近くはぼ括抗していると言

える｡

次に経済発展への評価について､まず ｢経済状況は改善されたか｣という質問に対する回

答を見ると､ ｢大きく改善された｣ 16.7%､ rかなり改善された｣41.0%､ ｢あまり改善さ

れない｣29.5%､ ｢少しも改善されない｣9.6%､無回答3.2%となり,満足派が半ばを超えて

はいるが､不満足派も相当に存在するという生活満足度と似たような分布を示している｡こ

れと付随して､｢経済発展の早さに満足しているか｣という質問に対する回答を見ると､｢と

ても満足｣9.6%､ ｢かなり満足｣22.0%､ ｢かなり不満足｣37.9%､ ｢とても不満足｣23.6%､

無回答6.9%となり,不満足派が6割以上にのぼる.すなわち､経済発展の速度の遅さには不

満が高い｡

属性との関係について検討するために生活満足度の質問をとりあげてみると､総体的に関

連性がうすい｡すなわち､職業および個人所得との間には関連がなく､ただ学歴との間に関

連がみいだされた｡表5-10によれば､高学歴者に満足派が､低学歴者に不満足派が多いとい

う一般的傾向がみいだされるoこのことは､格差の拡大を伴う発展傾向が存在することを示

している｡

表5-10 学歴別生活満足度

職 業 大きく向上した 少しは向上した あまり向上しない 少しも向上しない 無回答 合 計

% 実数本人 無 学 歴 9.4 30.2 34.0 l3.2
13.2 100.0 53L 9.2 33.9 33

.9 20.2 2.8 100.0 109嗣期 中等 ll.6
45.4 27.9 12.8 2.3 100.0 172後 期 中等 12.3 42.8 30.2 12.6 I.8 100.0

28()大 学 15.5 36.3 31.0 15.5 1.

7 100.0 58合計 % ll.7
40.



(2)支持される現在の政治秩序

生活や経済発展については半数近い不満足派が存在してはいるものの､やっと確立されよ

うとしている現在のカンボジアの政治秩序に対しては高い支持が存在していることは､本調

査の政治に関する質問項目から分かる｡政治関係の質問としては､王制､政党､現政府の評

価を聞いた｡

まず王制について ｢カンボジア社会では､国王の役割はどれくらい重要か｣という質問を

したところ､ ｢とても重要｣68.1%､ ｢かなり重要｣20.9%､ ｢あまり重要ではない｣7.1%､

｢少しも重要ではない｣1.8%､無回答2.1%となった｡つまり9割以上の者が王制を支持して

いるのである｡

次に政党支持であるが､1998年総選挙で多数党となった人民党､第二党となったフンシン

ペック党､第三勢力として少数の議席を獲得したサム･レンシー党のそれぞれについて支持

か不支持かを聞いた結果が表5-11に示されている｡これによれば､二大政党には5割台､サム ･

レンシー党には6割台の支持者が存在している｡このことは､多くの者が二者択一の原則によ

っては支持政党を決めていないと解釈できる｡

そのため､連立政権を構成している人民党とフンシンペック党の二つについて､その関係

を示したものが表5-12であるOこれによれば､両党を支持する者が38.1%､人民党を支持す

るがフンシンペック党は支持しない者が16.8%､フンシンペック党を支持するが人民党を支

持しない者が14.7%,両党とも支持しないものが17.3%となっている｡つまり､4割近くの人

びとが二大政党を両方とも支持していることになる｡これは現行の政治体制が安定基盤を持

っていることを意味する｡

このことは現政府の評価に関する質問からも確認できる. ｢現政府は市民の権利と自由を

改善したか｣という質問に対する回答を見ると､ ｢とても改善した｣18.9%､ ｢かなり改善

した｣45.3%､ ｢あまり改善しなかった｣28.3%､ ｢少しも改善しなかった｣5.0%､無回答

2.5%となり､改善したとする者は3分の2近くにものぼっている｡

二大政党支持別の生活満足度を表5-12から見ると､人民党支持者に満足する者が､フンシ

ンペック党支持者に不満足の者が多く､生活水準の向上を実感している者が現政権を支持し

ていることが分かる｡

ここで見たように､王制と議会政治を核とするカンボジアの政治秩序は､プノンペン市民

から一定の支持を受けとっており､その意味で一応の安定を勝ち得たと評価できる｡

-71一



表5-11 政党支持

人 民 党 フンシンペック党 サム .レンシ

ー党支持する 17.6 ll.4

21.8やや支持する 41.2

42.6 40.1あまり支持しない 21

.7 27.7 18.9支持しない ll.5 7.1 7.4

無回答 8.0 ll.2 ll.8

合 計 % 100.0
100.0 100.0実数

678 678 678表5-12 二大政党別生活満足度両党支持 人民党支持 フンシ
ンペック党支持両党とも支持しない 無回答 合 計% 実

数大きく向上した 53.1 25.3 ll.4 13 8.9 loo

.0 79少しは向上した 45.4 21.1 12.4 8.7 12.4

一oo.0 275あまり向上しない 29.0 ll.6 l6.9

28.0 14.5 一oo.0 207少しも向上しない 27.8 9.3 22.7 32.0 8.2 loo.0 I)7

無回答 20.0 15.0 0.0 15.0 50.0 loo.0 20

合 計 % 38.I 16.8 )4.7 17.3 l3.I loo.0

実数 258 114 loo 117 89 678SI

S.=.000(3)展望本節で見てきたような現状への満足度の相対的高さと

現在の政治秩序に対する高い支持が意味するものは､プノンペン市民がカンボジア社会全体

の中では高い社会的経済的地位を持つ受益者に他ならないという事実である｡前節で示した

農民に占める無所得者の多さは､カンボジアの農民の総体的な窮迫の表れである｡プノンペンへ

と向かう農民の向都人口移動が本格的に開始される暁には､雇用吸収力の脆弱なこの大都市

における現在の束の間の安定が崩壊し､統御の困難な新しい混乱が到来することは必至であ

ろう｡4.工場労働者の社会意識本章の初めに明記したように､今回の調査では､プノ

ンペン市の社会意識に関する質問票調査と共に､工場労働者についても質問表調査を行った｡

この工場労働者に対する調査では企業における職務態度に関する質問と同時に､相続や､男

児選好の有無､尊敬と信頼の帝雛についても調べた｡工場労働者の職務態度に関しては ｢第



表5-13 誰があなたの財産を相続しますか

有効回答 :317まず､財産の相続について見ると

表5-13に見るように､均分相続が最も多い｡これは､発南アジアで一般的に見られる相続形態

である｡末娘という回答がつづくが､農村調査の結果(APDA1998)でも同様の結果が

得られており､これは最後に面倒を見てくれる末娘に相続させるというものである｡

次に､男児選好について､あなたが1人しか子供が持てないとしたら男女どちらを望みます

かという問いに対しては有効回答312名のうち男児と答えたもの141名､女児と答えた

もの171人で女児の割合のほうが若干多い｡表5-14

もしあなたが1人しか子供をもてないとしたら男女どちらを望みますかまた､教育と男女の



の教育レベルから､要求が高まって中学校程度の教育を必要とした場合､それへの対応はそ

れほど容易ではないことを意味する｡

また子供にどこまで教育を受けさせたいかという質問を男児 ･女児それぞれについて聞い

たところ以下のようになった｡

表5-15 子に対する希望学歴

希望学歴 男児の場合 % 女児の場合

%小学校卒 6 2.14

1 0.34初級中学校卒 4 1.

43 64 2l62上級中学校卒

18 6.43 74 2500大学もしくはそれ以上 252 90.00 157 5304

有効回答数 280 100.00 296 100,00この調査では､

回答者の年齢が若いこと､そしてプノンペン市の工場調査ということもあり､過半数以上が

男女を問わず､大学以上の教育を額っているが､その内容には男女で格差が見られる｡男児に

対しては90%が大学教育以上の教育を受けさせたいと念願しているのに対して､女児に関しては53.04%で､初級･上級を合わせた中学校卒でよいとする者が46.62%

と桔抗している｡中等教

育以上で､男女格差が大きいことが分かるD5.工場労働者の規範構造カンボジアはク

メール ･ルージュ (ボル･ポト)の支配を経験した｡この支配体制の中では20世紀の歴史に

残る虐殺と社会規範の破壊が行われた｡中国の文化大革命などとも関連があると言われるが､

この新毛沢東主義と言われる､クメール ･ルージュの破壊活動は20世紀の

大きな謎としてその意味の検討が後世の歴史家によって行われるだろう｡ポル ･ポト派は､都市

の否定､知識人の否定を徹底して行った｡1979年にポル ･ポトがプノンペンを占拠した

際､プノンペン市の人口は80人になった｡多くの知識人が外国に難民として逃れ､残った知識人の多

くが虐殺された｡その際､手を触って柔らかければ殺害されたという｡このような徹底した

知識人否定の下､10歳ぐらいの少年兵が数多くポル ･ボト軍に組み入れられたOこの少

年兵達には徹底したポル･ボト思想の叩き込みが行われ､自分の両親を密告することが奨励された｡多くの乳幼児がほとんど理由も

なく虐殺され､この狂気をどう説明してよいのか今なお定かではない｡プノンペン市内にあるS

21という強制収容所の跡には今なお人骨が散乱している｡1998年にAPDAはカンボ

ジアの農村調査を実施している｡この際､現地調査の結果から､バッタンバンなどの遠隔農村地域ではボル ･ポト派が長期にわたって占拠し､長年影響下にあったに



もかかわらず､あまり村落の社会構造や人口移動などの面で影響を受けていない｡ところが､

プノンペン近郊のカンダール州では強制結婚や強制移住が行われ､なおかつ20-24歳人口が

非常に少ないという大きな影響を受けていることが判明している｡

特にプノンペンでは大都市に80人しかいない状況になり､最も激しい影響を受けていると

考えられるB工場労働者のほとんどもカンダールなどのプノンペン市周辺の州から来ており

ポル ･ポトの影響を受けていると考えることができる｡

人口の1/2から1/3が殺害された想像を絶した経験の中で､徹底して伝統的な規範が破壊さ

れた場合､社会学でいうアノミー状況が生じると考えられる｡これは無規範や無連帯,と訳

される現象で､自殺の増加､無気力､自暴自棄､破壊的行為の蔓延､不信などで特徴付けら

れる｡

他のインドシナ諸国と異なりカンボジアにこのアノミー状況が存在するのではないか､と

いう予測を立てていたが,必ずしも西欧社会的な意味でのアノミーが発生しているという印

象はなかった.

そこで､カンボジアの社会学者に意見を求めたら､日本のように秩序構造がはっきりして

おり､信念体系が明確に存在した国ではそれが失われることでアノミー的な状況が生じると

予測できるが､カンボジアには12世紀以降､強力な王権はなく､その意味では崩壊する信念

体系も存在しなかったという｡従って､アノミー的な状況は生じないという｡この回答に驚

博し､検証しようと思った｡科学的に有意性を持つためには同じ質問を数カ国で実施し､各

国の置かれた条件を加味した上で､分析 ･比較を行ってみる必要がある｡その意味では今回

の調査だけでは結論を出すことはできない｡

キリスト教やイスラム教などのような唯一神教を奉じている国では､その信念体系の崩壊

は深刻な社会秩序の危機をもたらす｡しかし､アジアの多くの国が奉じている仏教や道教を

含む中国宗教､ヒンドゥ教などでは多神教的であり､神々や諸仏は巨大な体系の中には組み

込まれているものの､様々な価値観や規範が並存することは矛盾ではない｡そのため､西欧

型の社会に比べて影響が少ないと考えることができるが､全く影響がないと考えることもで

きない｡

確かに､大野 (1995)(4)の論文にあるように､タイをはじめとする東南アジアの人間関係は

日本と大きく異なり､二者関係が中心で､集団主義的な傾向にはない｡ この意味で､アノミ

ー的な傾向を計る場合､西欧社会の尺度をそのまま導入するわけにはいかないし､そもそも

その傾向が明瞭に出てこない可能性もあるO

このような条件の中で不十分な形にならざるを得ないが､カンボジアにおける社会的な無

秩序の現状を考えるために調査を行った.この無秩序の問題は就労者の規範や就労倫理とも

関わる問題であり､雇用の環境を考える場合に需要な意味を持っているO

今回この調査を実施するにあたって､これまでのカンボジアでの現地調査からある程度の

仮説を設定していた｡それは既に述べたように､カンボジアの場合､西欧や日本と遠い明瞭

な形でアノミ-的な指標を明確にすることはできないだろうということであった｡それはま
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ず､既に述べたように東南アジアの一般的な社会関係が二者関係的で､一見すると無秩序に

見えるほどであること｡今ひとつは指摘のように制度的な堅固な支配構造や秩序構造がない

中で言語をはじめとする､文化的同一性の保持がカンボジアをカンボジアたらしめてきたこ

と｡つまり､文化的な共有度が高いと考えることができることである｡そこで､一見微妙な

区別である ｢尊敬｣と ｢信頼｣を区別してみたのである｡

言うまでもなく､類似した概念ではあっても､尊敬が単に "敬う"のに対して､ "信頼"

は何か実際的な問題が起こったときに､それらが自分にとって有益な反応をしてくれるとい

う期待値を含んだ概念である,

非常に微妙な言い回しが必要となるので翻訳にあたって､慎重を期し､クメール譜への翻

訳を数人のカンボジア人により英語に再翻訳した上で確認した｡

さらに､調査アシスタントと調査アシスタントを総括する調査監督に調査の意図を説明し

内容を理解してもらった上で､聞き取り調査を行った｡

今回､分析道具として使用したのは､奉離度の測定手段として､T一検定を行い､その中で

も薬の効果など,同じ被験者の変化を調べるのに用いられる｢一対の標本による平均の検定｣

を使用した｡

質問表の内容は ｢仏陀､国王､国家､政府､同僚､上司､両親｣など同じ対象に対して ｢尊

敬しているか｣という質問と､ r信頼できますか｣という質問を出したOこの質問は一度に

尊敬と信頼を比較する形で質問するのではなく､各対象に対する尊敬と信頼をそれぞれ聞い

た後に､その出た結果を比較した｡

最も強く ｢尊敬｣もしくは ｢信頼｣する場合を1,以下､やや ｢尊敬する｣もしくは ｢信頼｣

する場合を2､やや ｢尊敬｣もしくは ｢信頼｣しない場合を3､まるで ｢尊敬｣もしくは ｢信

頼｣できない場合を4として回答してもらった (調査票を参照)｡

この単純集計を示すと以下のとおりである｡

表5-16 尊敬に関する集計

Ⅰ.非常に尊敬する､Ⅲ.まあ尊敬する､Ⅲ.あまり尊敬しない､Ⅳ.尊敬できない
1 Ⅱ Ⅲ ⅠⅤ

無効回答仏陀 213 9

7 4 1 1政府 125 176 12 2 i

国家 242 72 1 0 1薗云 255 55

4 二 0 2両親 314 1 1 0
0友人 Ao 238 3

6 0 2同僚 243



表5-17 信頼に関する集計

I.非常に信頼する､Ⅱ.まあ信頼する､班.あまり信頼しない､Ⅳ.信頼できない

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

無効回答仏陀 213 9

7 4 1 1政府 妻.蔓5204 176 12 2 1国家 102 8

1 1国王 さ55

55 4 0 2両親 314 I 1 0 0
友人 29 蔓31 51

4 1同僚 243 70 2 0 1上司 84 l80

35 Ht 1奉離度を示すT一億別 (絶対値)では,両親､同僚では尊敬と信頼の承離

が少なく､上司､政府では大きい (表5-18)｡また尊敬度別で言えば両親､国王､国

家､同僚､仏陀､政府､上司､友人の順となるO信頼度で言えば､両親､同僚､国王､国会､仏陀､政肝､上司､

友人の順となる (表5-

19､表5-20)｡表5

-18 0.3010785

740.3328654

972.2256770

652.243621

8923.000

8207774.89

15228565.709

2330667.0992

81361信頼度別 (平均
値) 1.0126182

971.2523659

311,33438

48581.41009

46371.451104101

1.892744479

I.968454259

2.116719243

表5-19尊敬度別 (
平均値) 1.00946

37221.25236

59311.2618

29653I.2618

29653i.365930599

1.6782334

381.731861199

2.03154574

1両側検定別 p(T<=t)

両側1 両親2 同僚

3 友人4 国王5 仏陀

6 上司7 国家8 政府 0.763552

5900.7394565

390.026741

0640.02554

90720.0029068990.0000000000.000000000

0.000000000集計結果からは､両親や同僚が尊敬も "でぎ'て信頼も "できる"

のに対して､国家や政府は尊敬 "できる"ほど信頼は "できない''､単なる友人は､尊敬も信顔

も他の対象に比べて "できない"という点で葬雛はないが､低位安



象に比べて低く､尊敬と信頼の帝雛が最も大きい｡近親者の密接な関係､次に国王や仏陀等

の伝統的な関係､最後に会社組織や公的な関係という順で信頼し､重要度を感じているとい

うことが推察される｡

しかしながら ｢プノンペン市民意識調査｣の結果と同じく､多くの被験者の態度は現状肯

定的で楽観的である｡信頼度でも両親1.01､同僚1.25をはじめ最も信頼されていない友人で

も2.11で程度の肯定的な反応であり､3の "やや ｢尊敬｣もしくは ｢信頼｣しない"や､4の

"まるで ｢尊敬｣もしくは ｢信頼｣できない''の否定的な反応は多くない (表5-20)｡

この調査が比較的若年層で､カンボジアの平均からいって高学歴､また工場調査であると

いう特性から有職者であるという条件があり､これらの条件から､その他のカンボジア人よ

りも意識が現状肯定的に働くと言えるかもしれない｡しかし､ランダム ･サンプリングを行

った ｢プノンペン市民意識調査｣の結果でも同様の肯定的な結果が出ているところを見ると､

工場に特殊な結果ではないということができそうであるO

このことは､別の形の質問でも検証される｡ ｢(丑今日より明日のほうが良くなると思う｣､

｢②正直者は来世で報われる｣､ ｢③正直者はいつか報われる｣の3つの質問内容に対して､

同様に4段階で回答を求めたところ､①の平均はl.88､②の平均は1.83､③の平均は1.79であ

り､他国との比較検証はできないものの､労働者の行動規範の背景となる社会的な正義や価

値観が保たれていると言うことができそうである (表5-22､5-23､5-24)｡

表5-22

今日より明日のほうが良くなると思う

平均

標準誤差

中央値 (メジアン)
最療値 (モード)
標準偏差

分散

尖度

歪度

範囲

最小

最大
合計

標本数

最大値 (1)

最小値 (1)

信頼区間 (95.0%)

l,883280757

0.045423178

2

2

0,808736685

0.654055025

0,346017985

0.793968301

3

1

4

597

317

4

1

0.089370138
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正直者はいつか報われる

平均

標準誤差

中央値 (メジアン)

最療値 (モード)

標準偏差

分散
尖度

盃度
範囲

最小

最大

合計

標本数

最大値 (1)

最小値 (1)

信頼区間 (95.0%)

i.791139241

0.045294472

2

2

0.805172149

0.648302I9

0.876906503

I,021109469

3

1

4

566

.I1(1

4
1

0.08911794

正直な人は来世で報われる

平均

標準誤差

中央値 (メジアン)

最頻値 (モード)

標準偏差

分散
尖度

盃度

範囲

最小

最大

合計

標本数

最大値 (1)

最小値 (1)

信頼区間 (95.0%)

I.839116719

0,04737I824

2

2

0.843431344

0.711376433

0.495400I3

0.949121819

3

1

4

583

.117

4

1

0.093204101

-79-



一般的に言って幸福感は相対的なものである｡従って､他人から見れば､幸福な環境であ

ってもその環境の中に長くいるとその幸福さが実感できずに不満が出てくるというのはよく

知られた現象である｡つまり幸福とは多くの場合､絶対的に条件が良い状態を示すものでは

なく､他者との比較や状況改善されていく過程で変化の中で相対的に感じられるものという

ことができるD

つまり､カンボジアの人びとは､その現状が先進国､例えば日本などと比較すれば､比較

すべくもないとしても､1998年以降堰得された平和と､その果実を楽しんでいるということ

ができる｡

今回の設問に対する解答としては､調査結果では､急速な社会環境の改善を積極的に享受

しており､アノミー的な状況が内在的にあったとしても､あまり表に出ていないということ

ができる｡

雇用環境に社会の秩序構造が深く影響することは言を待たない｡マックス･ウェーバーの

『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』を持ち出すまでもなく､労働者の倫理が

経済発展に大きな影響をもたらす｡言うまでもなくこの社会の秩序構造は社会の構成員が社

会的な規範に従って行動した場合に､肯定的な結果が得られることによって維持される｡企

業組織であれば､企業の服務規程や規範に従った結果が昇給や､昇進などの肯定的な結果に

結びつくことで企業内の秩序が保たれ､労働倫理が維持されると考えることができる｡

人口増加の将来的な影響や､人間資源の現状､先進国への無関税輸出割当枠 (GSP)が2005

年に廃止されることなどを考えると､現在のカンボジアの幸福は非常に脆弱な基盤の上に一

時的に危うく成り立っているということができるOこの社会環境の変化が起こった場合に､

このような規範に従った行動が昇進や昇給などの肯定的な結果を維持できるとは限らなくな

る｡

現時点において､過去の悲惨な状況からの改善という一点で維持されている社会的な紐帯

や規範が､このような変化の中でどうなるか｡過去の経験を生かし社会的な基盤の瓦解を防

げるのかどうか｡予測することは非常に難しい｡

【注】

(1)GeneralPopulatlOnCensusofCalnbodia1998:FinalCensusResults,NationaHnstituteof

StatlSt1CS､MinistryofP)anmng,Phl10mPenh,1999.

(2)ReportontheCambodiaSocio-EconomicSurvey1999,NationalInstituteofSlalistics,Ministly

ofPJannlng,PhnomPenh.

(3)駒井洋 『国際社会学研究』日本評論社､1989年､第5章参照｡

(4)大野昭彦 ｢社会統制としての国家､社会そして対人関係｣経済学雑誌;大阪市立大学経済

学会､1995;95(5/6):36-47
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付表 対象別主要数値

国表

平均
分散
観測数
ピアソン相関
仮説平均との差異
自由度
I

P(T<=l) 片側
t境界値 片側
P(T<=() 両側
l境界値 両側

i731861199 1968454259
0.563950006 0733178932
317 317

0.7348548590
316

-7.0992813610
i.6496892390
I.967500793

__B L ∫.1度｣_
I365930599 1.451104暮0‡
0454278641 0.488899094

平均
分散
観測数
ピアソン相関
仮説平均との差異
自由度
l

P(T<=t) 片側
l境界値 片側
P(T<=t) 両側
(境界値 両側

317
07297254610
316

-3000820777
000145345
1.649689239
0.002906899
1967500793

317

平均
分散
観測数
ピアソン相関
仮説平均との差異
自由度
I

P(T<=t) 片側
l境界値 片側
P(T<=l) 両側
t境界値 両側

1.678233438 ]89274447()
0.510062692 071630795
317

0.6442700460
316

157092330660
16496892390
I.967500793

317

汚敬 Iil:輔
平均
分散
観測数
ピアソン相関
仮説平均との差異
自由度
I

P(T<=t) 片側
l境界値 片側
P(T<=t) 両側
【境界値 両側

2031545741 2.116719243
0549634628 0445194266
317

05363090230
316

-2225677065
0013370532
I649689239
0.026741064
1.967500793

317
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平均
分散

観測歎
ピアソン相関
仮説平均との差異
自由度
I

P(T<=t) 片側
l境界値 片側
P(T<=1) 両側
l境界値 両側

I261829653 1Al0094637
0.377430819 04895は029
317 317

0.6696850220
.1lf1

-4.8915152290
1.6496892390
I967500793

平均
分散
観測数
ピアソン相関
仮説平均との差異
自由度
I

P(T<=t) 片側
t境界値 片側
P(T<=【) 両側
t境界値 両側

I252365931 1334384858
0569021283 0.476440522
317 317

0.5971361850
316

-2243621892
0.012774536
1.649689239
0.025549072
i967500793

平均
分散
観測数
ピアソン相関
仮説平均との差異
自由度
I

P(T<=l) 片側
t境界値 片側
P(T<=【) 両側
t境界値 両側

I.009463722 1.012618297
0015732939 0.018827616
317

-000()9603690
316

･0.301078574
0.381776295
i.649689239
076355259
1.967500793

117

平均
分散
観測数
ピアソン相関
仮説平均との差異
自由度
I

p(T<ニー) 片側
t境界値 片側
P(Tく=l) 両側
(境界値 両側

1.261829653 1252365931
0383759933 0493071916
317

0.7133318820
316

0332865497
036972827
1.649689239
0739456539
I967500793

317





第6章 雇用に関わる制度とその運用

1.人間資源の現状

本項では､カンボジアにおける労働力の質､特に工場労働者としての質に深く関係する指

標として､まず､成人識字率と学歴について略述する｡次いで､カンボジアでは避けて通れ

ない問題として身体障害者､特に四肢切断者の問題を提起する｡

(り 成人識字率

1999年社会経済調査では､成人識字率は r何らかの言語によって簡単なメッセージを読み

書きできる15歳以上人口の､15歳以上人口全体に対する割合｣と定義されているl｡この定義

に基づいた成人識字率を示したのが､表6-1と表6-2であるOこれに見るところによれば､工

場労働者の主体となる10代後半から30代前半の年齢層における識字率は男性87%､女性77%

と比較的高い｡しかし､1999年社会経済調査では､被調査者に対して識字テストを行わずに

自己申告によっているために､そこに示されている識字率が､実際に ｢機能的｣なものであ

るかどうかは考慮の余地が大きい｡次項の学歴を勘案すれば､機能的識字率はここに掲げら

れている数値を大きく下回ると考えてよいであろうO

表6-1 成人識字率 (1999年) (単位 :%)

全国 プノンペン その他都市部 農村部

男女合計
男性
女性

71.20 87.30 72.04 69.18

82,91 94.28 83,34 81.46

61.14 81.01 62.34 58.66

出所)Nattona‖nsllluLeofStatisLICS,MlnlStryOfPlalllllng.CL7mbodEasocl'0-Ecol10mEcS-LTVeyL999.

tNal10nallnst1tuleofStatlSt1CS,MLnISLryofPlannlng,ReportoltIkeCalllbodt'aSocI'0-EconomECSM1･ey1999,p14.
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表6-2 年齢別成人識字率 (1999年) (単位 :%)



表6-3 25歳以上人口の学歴 (1999年) (単位 :%)

学歴 全国 プノンペン その他都市部 農村部

<男女合計>学校に行ったことがない 34.6 16.5 34.0 36
.9なし書 0.7 0.3 1.

0 0.7初等 (第1学年～

6学年)中等 (第7学年～第9学年) 46.5 26.9

19.4 14.9高校 (第10

学年～13学年)技術 .職業訓練 0.4 1.7 0.9

0.2学部在学/学卒そ

の他 0.3 0.4 0.4 0.325歳以上人口 (実数) 4,470,573 433,514 469,160 3,567,898

<男性

>学校に行ったことがない

なし●初等 (第1

学年～6学年)中等 (第7学年～第9学年)

高校 (第10

学年～13学年)技術 .職業

訓練学部在学/学卒その他 0.6 0.7 0.7 0.525歳以上人口 (実数) 2,024,274 200,813 211

,945 l,6ll,517<女性>学校に行ったことがな

いなし●初等 (第1学年～6学年) 38.9 36.6 35.0 39

.6中等 (第7学年～第9

学年)高校 (第10学年～13学年)技術 .職業訓練学部在学/学卒

その他25歳以上人口 (実数) 2,446,299 232

,701 257,216 1,956,381往)*このカテゴリーの内容は報告書においては不明である｡出所)NaL10nalhlSllluLeofStatistics,MlnlStryOrPlannlng,CaけIbodt'asocio-EcolzomECSLJrVey199

9.(3)障害者カンボジアでは1960年代末以降ごく近年にいたるまで､戦乱や

武装対立状況のために無秩序に地雷が埋設されてきた結果､地雷による被害は甚大なものとなっ

ている｡表6-4は､カンボジアにおける身体障害の主要原因についてまとめた表であるが､

｢地雷の爆発｣と ｢戦争 ･紛争｣を原因とする場合を合わせると男女全体の



地雷による被害の特徴は､四肢を切断ないしは不能にすることによって､被害者の労働能

力を大きく削いでしまうことにある.カンボジアのように産業化さえも進展しておらず､機

械化されていない農業部門が非常に多くの労働力人口を吸収しているような経済においては､

これは実質的には労働力人口の減少､すなわち被扶養人口の増加という ｢負の経済効果｣が

大きく働いてしまうことは避けられない｡

表6-4 身体障害の主要要因 (1999年)

原因 全国 プノンペン その他都市部

農村部実数 % 実数 % 実

数 % 実数 %<男女合計>先天牲 34,632 20.5 2,642 19.1 5,023 26.0

26,967 19,8地雷の爆発による l9,262 11.4 269 L9 2,47

9 12.9 16,514 12.2戦争 .紛争による 18,333 10.8 i,878 13.6

2,451 12.7 14,004 10.3疾病による 54,979 32.5 3.662

26.4 4,370 22.7 46,947 34.5交通事故による 9,31

3 5.5 i,192 8.6 889 4.6 7,232 5.3その他の事故による

l2,174 7.2 699 5.0 1,867 9.7 9,608 7.1その他 20

,365 12.0 3,517 25.4 2,211 11.5 14,637 10.8全体 169,0

58 100.0 13,858 100.0 ]9,291 100.0 135,909 100.0<男

性>先天性 16,675 16,8 1,279 15.8 2,632 20.6 12,764

16.2地層の爆発による 15,425 15,5 269 3.3 2,270 17.7 12,8

86 16.4戦争 一紛争による 13,844 13.9 1,287 15.9 2,229 17.

4 10,328 13.1疾病による 29,133 29.3 2,253 2

7.9 2,831 22.i 24,04() 30.6交通事故による 6,537 6

.6 769 9.5 578 4.5 5,190 6.6その他の事故による 7

,952 8.0 390 4.8 1,257 9.8 6,305 8.0その他 9,940 10.

0 1,823 22.6 I,007 7.9 7,110 9,0全体 99,506 100.0 8,070 100.0 l2,804 100.0 78,631 100.0

<女性>先天性 17,957 25.8 I,363 23.5 2,392 36.9

l4,203 24.8地雷の爆発による 3,837 5.5 0.0 209 3.2 3,

628 6.3戦争 .紛争による 4,489 6.5 590 10.2 22

3 3.4 3,676 6.4疾病による 25,846 37.2 1,409 24

.3 1,539 23.7 22,898 40.0交通事故による 2,776 4.0

423 7.3 312 4.8 2,042 3,6その他の事故による 4,222 6.1

308 5,3 609 9.4 3,304 5.8その他 10,425 15.0 1,694 29.3 i,204 18.6 7,527 13.1全体 69,552 100.0 5,788 100.0



2.雇用促進政策

(1)特 徴

カンボジア政府の雇用政策の特徴は､雇用機会の創出の必要性を高く論いつつも､そのた

めの方策として､都市部と農村部とを闘わず､小規模な自営の増加ないしはインフォーマル

部門の伸張を促進することが協調されていることである｡現行の投資法において (第12条)､

法人所得税率の軽減対象分野として ｢大きな雇用を創出する分野｣がリストアップされてい

ることから､製造業の発展による雇用機会の創出を全く無視しているわけではないようでは

あるが､ ｢第1次社会経済開発計画 (1996-2000)｣の記述､およびカンボジア側関係省庁の

発言からは､雇用機会の創出要因として大きく期待されているのは小規模自営およびインフ

ォーマル部門であると考えられる｡

この政策方針は､ ｢技術 ･職業教育および訓練 (TechnicalandVocationalEducationand

Training:TVET)｣が強調されていることにも現れている｡むしろ､ ｢技術 ･職業教育および

訓練 (TVET)｣以外に雇用促進政策とよべるようなものはないと言ったほうが妥当である｡

なお､MOSLVYの資料によれば､MOSl〃Yは地方に職業紹介所を有しているとのことであ

るが､後述するように職業訓練センターにおいても修了生に対する就職斡旋を行っていない

ことから考えると､それが実際に機能しているとは非常に考えがたい｡

(2) ｢技術 ･職業教育および訓練 (TEVT)｣

カンボジアにおける職業訓練は､現在では教育 ･青少年･スポーツ省 (以下､教育省とす

る)の高等 ･技術教育局が管轄する各種学校､社会 ･労働･職業訓練 ･青年リハビリ省 (以

下､MOSLVYとする)の職業訓練局が管轄する職業訓練センター､および国内外の各種NG0

や国際協力プロジェクトが提供している職業訓練サービスによって担われているO

なお､ごく近年まで､各主要省庁には､管轄下の国営企業およびその省庁に必要な人材育

成のために､中等ないしは高等の教育機関が併設されていた｡1994年央よりこうした各種学

校は教育省の管轄に移されている｡

また､上述の各種技術･職業訓練機関の他に､8つの州の州都に地方訓練センター(Provincial

TlainingCenters)が設置されているo地方訓練センターは1996年までILOの援助を受けて運営

されていたが､1996-2001年まではADBのBasicSkillsPIOjectの一環として運営されることに

なっている2｡

なお現在の ｢技術 ･職業教育および訓練｣のあり方は､雇用促進の観点から見た場合､下

記のような問題点を抱えていると考えられる｡

2AlallAbraharL,CambodtL7:ALLZborML7rkelStLLdy,June2000,p12.
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● 指導内容について｡面会した担当官は異tj同書に ｢指導内容は市場のニーズに合致し

たものにしなければならない｣と主張したが､いかなる技能が産業界より求められて

いるかについての情報収集はほとんど手がけられていない｡

○ 各種学校 ･職業訓練機関によって職業斡旋が行われていない｡修了生を就職させよう

という意欲が認められない｡

○ 既述のように､小規模自営ないしはインフォーマル部門が雇用の場として期待されて

いるが､修了生に対する起業指導が行われていない｡マイクロクレジットを含む融資

も有効な手段だと考えられるが､そうした発想が認められない｡

3.労働行政

(1)関係組織

MOSLVYは､労働 ･職業訓練総局を有し､当総局の下､労働監査局､雇用 ･人的資源局､

社会保障局､職業訓練局､および市場情報局の6つの専門局を設置して､労働条件と雇用状況

の監督に当たっている｡

労働者側の組織としては､107の労働組合を傘下におさめる5つの労働組合連合がある｡こ

うした単組や労働組合連合は1997年頃から結成されはじめ､以後､縫製産業の発展と軌を一

にして活動を活発化してきている｡中でも最も活発な運動を展開している theFreeTrade

UnionofWorkelSOftheKingdomofCambodiaは､野党サムランシー党の党首サムランシーを

顧問としている｡

一方の使用者側の組織としては､カンボジア縫製生産協会 (GarmentManufacturers

AssociatioI10fCambodia)を含む4つの使用者団体がある｡

これら3着は､ILOの3着協議組織原則に従って､政府代表10名､労働者代表5名､および使

用者代表5名からなる労働諮問委員会を設けている｡

(2)最低賃金

最低賃金は労働諮問委員会の承認を得た後に､MOSLVYが公報すると規定されているが

(労働法第6章)､今なお決定されていない｡ただし､縫製業および製靴業については､2000

年4月に45米ドル/月を最低ラインとすることが使用者団体とMOSI〟Yで合意され 広く適

用されている｡
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(3)未成年者と女性 (労働法第8章)

雇用賃労働に従事できる最低年齢は15歳とする｡18歳未満の者を地下採石場や鉱山で雇用

することはできない｡また､いかなる業種においても夜間労働をさせてはならない｡

女性は､90日間の出産休暇と､同休暇中は賃金の半額を受け取る権利を有する｡また､使

用者は出産休暇中に当該女性労働者を解雇することは禁止されている｡出産休暇後は､勤務

時間中の授乳のために1時間を使うことができる｡この1時間の授乳時問は､通常の休憩時間

とは別に与えられなければならない｡

(4)雇用保険

カンボジアでは社会保険制度が全般になお非常に未整備であるが､雇用保険制度もまだ設

置されていない｡

おそらく唯一の労働者に関わる保険としては､使用者が労働災害による労働者の負傷や死

亡に備えるために保険会社と契約する ｢労災保険｣とでもよべるようなケースがある｡縫製

工場の場合には､使用者団体が各工場の使用者に対して､この種の保険をかけるように指導

しているとのことである｡

なお､カンボジアでは保険業それ自体が未発達であるが､おそらく唯一のカンボジア資本

の保険会社が､TheCambodianNationalInsuranceCompanyである｡同社は1993年に経済財政

省によって設立された国有企業である｡同社は､外国の保険会社による技術協力を受けつつ､

保険業界に関わる人材育成を課題として掲げつつ､上記の ｢労災保険｣のほか,種々の保険

業務を行っている｡

(5) 外国人労働者 (労働法第10章第2節)

カンボジアにおける外国人労働者は､有効な労働許可証を有し､合法的に入国し､有効な

旅券を有し､かつ有効な居住許可を受けていなければならない｡一方､MOSLVYは､各企業

が雇用できる外国人の割合について省令で定めることができるとされている｡1997年5月30

日付第185号省令によって､外国人の雇用はカンボジア人従業員の10%を上限とすることが定

められた｡

カンボジアで外国人労働者が問題になるのは､マネジャークラスや熟練労働者に関してで

ある｡そうした層はほとんど外国人で占められているが､それはひとえに国内の人材不足が

反映された現象である｡
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(6) カンボジア人の海外出稼ぎ

MOSI〃Yは､カンボジア人に海外出稼ぎを斡旋する民間企業を､そうした業務を行う公的

エージェンシーとして承認している｡現在は2つのエージェンシーが認可されている｡これら

エージェンシーを通じて､現在､マレーシアに300人のカンボジア人が働きに出ているとのこ

とである｡このマレーシアへの労働者派遣については､カンボジアとマレーシアの首相同士

の直接交渉で決定されたために､合意文書等は首相府のほうで管理されているとのことであ

り,MOSI〃Yでは詳細なことは分からないとのことであった｡

MOSl〃Yとしては､引きつづき､カンボジア人の海外出稼ぎを拡大する意向を示している｡

しかし､低開発状態にある人間資源の現状や､カンボジア人のほとんどがクメール譜以外の

言語を知らないことなどから､カンボジア人労働力を海外に派遣することは容易なことでは

ない｡

しかし､バッタンバン州等西部ではタイ語を解するカンボジア人も多く､この地域より､

かなりのカンボジア人がタイに流入していると言われているが､その概数は把握されていな

い｡アジア通貨危機以降､国内の雇用対策との関連で､こうしたカンボジア人労働者の実態

を把握する必要が生じ､タイ外務省は滞在許可を出すから登録するようにという広報活動を

行ったoこの活動によって登録にいたったカンボジア人労働者は35万人であったと言われて

いるOしかし､一説によるとタイでは70万人のカンボジア人が働いていると言われている｡

このようにタイにおけるカンボジア人労働者の実態把握が難しいのは､売春や人身売買など

非合法的行為やインフォーマルセクターのいわゆる3K職業に関わるケースが多いためであ

ると見られている｡
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付録 :カンボジア王国における雇用保障制度 と労働政策の現状

(社会 ･労働 ･職業訓練 ･青年 リハビリ省による)

1.人口構造
1) 総人口は11,561,000人であり､そのうち女性が5,971,000人､男性が559,000人である｡プ

ノンペン市には､総人口の8.3%に当たる958,000人が暮らしている｡都市人口は1,172,000

人で総人口の10.13%､農村部人uは9,431,000人で総人口の81.57%を占めている (1999年

社会経済調査)｡

2) 労働力 (15-64歳までの人口)は総人口の56.6%であり､6,543,526人となっている.こ

の他､0-14歳までが総人口に占める比率は約39.7%､65歳以上が総人口に占める比率は

約3.8%となっている (1999年社会経済調査)｡

3) 毎年平均で1.16%の人口が労働力に加わり､0.18%の人口が労働力から減少している｡そ

のため､労働力の平均年間増加率は､総人口の0.02% (もしくは総労働力人口の0.04%)

に当たる249,341人となっている.このうち､農村部での平均増加数は210,195人であるの

に対し､都市部での平均増加数は39,145人にとどまっている (1998年国勢調査)｡

4) カンボジアの労働力は概して年齢が低く､様々な技能を習得することが可能であるが､

全体としてみるとまだ教育水準が低く,高い技能を身に付けていない｡国民全体の識字

率は男性が71.2%､女性が61.1%となっているO都市と地方の識字率にも差があり､プノ

ンペン市で87.3%､都市部で72%､農村部で67.2%となっている (1999年社会経済調査)｡

2.産業構造と労働力
1) 産業構造と労働力

賃金は､繊維､衣料､靴という3つの業界の政府､業界､労働者代表の3着協議によって決

定される｡この分野で決定されている最低賃金は45USドルとなっている｡1994-2000年に

かけ､カンボジア投資委員会の努力によって投資プロジェクトの数が大幅に増加し,合わ

せて509,299人の労働力を吸収している｡よって､投資部門は毎年平均84,883人の労働力に

職を提供することができることになる｡農業部門における労働力需要はこれまでのところ

7%であるが､製造業､ビジネス､サービス業の労働力需要は97%まで増加している(出所 :

投資委員会統計)｡

カンボジアで急成長を遂げている産業部門は､軽工業であり､中でも繊維､衣類､靴な

どの分野が大半を占めている｡現在､繊維､衣類､靴の製造を行っている業者が250社ほど

あり､15万人を雇用している｡これら以外にも､1,500社ほどの企業があり､5万人を雇用

している｡これらの企業は､いずれも8人以上を雇用している｡
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2) カンボジアの公用語はクメール語である｡公用語以外にも英語とフランス語という2つの

言語が公式に認められている｡カンボジアには言語の使用に対する制限がないため､私

企業では中国語や日本語など様々な言語が日常のコミュニケーション手段として用いら

れている｡

3) 繊維､衣類､靴を生産している工場はまだ新しく,従業員の男女比率は女性89%.男性

11%となっている｡人口の95%が仏教徒であり､5%がその他の宗教を信奉している｡人

種面ではカンボジア人が大多数を占めているが､その他に30以上の民族がいる｡(出典 :

3業種経営者協会､社会問題 ･労働 ･職業訓練 ･青年リハビリ省 (MOSl〃Y)による評

価)

3.労働と雇用制度

I) カンボジアの労働雇用制度

カンボジアでは､社会問題 ･労働 ･職業訓練 ･青年リハビリ省 (MOSIJVY)が労働と雇

用を管轄する官庁である｡それに当たり､同庁は労働監督局､雇用 ･人的資源局､社会保

障局､職業訓練局､労働市場情報局という5つの部局によって構成される事務局を設けてい

る｡

政府機関以外にも､107の労働組合からなる5つの労働組合連合､4つの雇用主団体を含む

専門組織も労働と雇用の管理に当たっている｡労働問題に関する社会統合や団体交渉､そ

して労働分野における重要な原則を決める協議を促進するため､労使関係の3つの当事者が

20名のメンバーからなる労働諮問委員会の設置に同意した｡ILOの三者機構組織の原則に

従い､その内訳は政府代表10名､労働者代表5名､雇用主代表5名となっている｡

雇用制度に関しては､カンボジアは政府機関と民間組織を使った管理を行っている｡国

内における労働者の採用については､カンボジアの労働法は工場や企業に広く門戸を開い

ており､新規労働者の採用が行われている他､工場や企業も必要に応じて即座に自ら採用
を行うことができる｡

法の規定により､高い技能を持つ労働者を国内で採用することができない場合､カンボ

ジアに合法的に入国することを前提として外国人労働者の採用が許可されている (労働法

および入国管理法)｡

上記の雇用制度の他､カンボジアは労働者を海外へ送り出しており､MOSIJVYは労働力

送り出しを行う民間企業を公的に承認している｡これまでのところ､MOSLVYではマレー

シアで働くカンボジア人労働者の管理と送り出しを行う2つの企業を承認している｡この作

業は2000年に入って大きく前進しており､同省としてもカンボジアの労働者の海外への送

り出しを拡大している｡
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:の教育機関における一般教養と専門教育によって

第1段階は初等教育であり､6年を要する｡第2段

枚青と大学院も6年かけて修了する｡ この制度は､

㌧政府機関と民間組織が管理を行っている｡初等教

ル語である｡高等教育では､クメール請と外国括

i理され､民間および非政府組織が設立される職業

要な役割を果たしているのが､教育 ･青年 ･スポ

Fリハビリ省であり､社会問題 ･労働 ･職業訓練 ･

7-を保有している｡これら4つのセンターは､

ベルの面において職業技能 ･労働市場情報省との

にある同省の職業安定所に登録して求職活動を行

募することもできる｡それ以外にも､工場ではあ

工場から別の工場への転職を行うことによって雇

､活動が減少しても従業員の雇用を維持するため

ろもある｡海外で合法的に仕事を探す場合は､

ることによってあらゆる対策を講じている.

門性の向上､技能水準の向上が図られ､雇用機会

労働力の強化も図られている｡繊維､衣料､靴の

行っている｡最近では､工場が必要とする技能を

の近くに小規模の訓練所も見られるようになって

4.雇用〃

1) 雇用制度

カンボジアでは就業率が99%を上回っているものの､不完全就業と低賃金という大きな
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問題を抱えている｡不完全就業と低賃金の問題は､主に農村部で発生しており､大半の仕

事が季節労働であることや伝統的農法への依存などがその原因となっているo

就業率 年齢層別

%

合計 99

.4男牲

99.5女性 99.4 年齢 %

14歳以下 99.4

15-65歳 9

9.766歳以上 99.4(tEi典 :1999年社会経

済調査)2) 民間企業の労働条件労働条件に関しては､第6車の労働法のところで詳

しく述べられている｡労働条件の状況については以下の方法に

よって検討が行われた｡･ 賃金企業は､少なくとも保証された最低賃金と同額

の賃金を労働者に支払わなければならない｡この貸金は､労働諮問委員会の承認を経た後､労働問題

担当省によって決定される｡最低賃金は現時点ではまだ決定されていないが

､社会問題 ･労働 ･職業訓練 ･青年リハビリ省が最低賃金についての公式声明を行え

るようにすることが労働諮問委員会で合意されている｡繊維業界､衣料業界､靴業界の最低賃金は4

5米ドルとなる｡･ 労働時間民間部門における労働時間は､1日8時間または週4

8時間と定められるb週に6日働き､1日休むことになる｡時間外勤務は任意を原則と

し､平日昼間の時間外勤務の場合は通常賃金の150%､平日夜間および有給休暇中の時間外勤務の場合は通常賃金の200%を

受け取る｡･ 週単位の休日1週間ごとに24時間連続した休日を1日設けなけれ

ばならない｡週に1度の休日をとることができなかった場合､従業員は不可抗力の場合を除いて労働監督者によってこれを

後目とる

ことが許可される｡･ 有給休暇労働者は1年に18日の有給休暇を取ることができ､

3年以上勤務した者はこれにさらに1日を加えることができる｡労働者は12日を超える部

分について､3年間これを蓄えることができる｡雇用主は､年次休暇を上回る15日

について同年内にそれを保持することができる｡雇用主が年次休暇の前に一方的に契約を解除した場合､雇用主はその労働



者の年次休暇の代わりとして報酬を支払わなければならない｡

特別休暇

雇用主は､労働者からの要請に応じて特別休暇を許可する権限を有する｡家族に重病

人が出たり､死亡したりするなどの不測の事態においては､雇用主は､労働者が年次

休暇を使い切っていなければこの休暇を年次休暇から差し引くことができるが､翌年

の年次休暇からこれを差し引くことはできない｡

女性と未成年者の労働

18歳未満の労働者を地下の鉱山や採石場で雇うことはできず､夜間労働もさせてはな

らない｡賃金雇用の最低年齢は15歳とする｡女性は､出産休暇として90日間の休暇を

とる権利を有し､休暇期間中に賃金の半額を受け取ることができる他､出産後は1日に

1時間母乳を与える権利があるO

5.労働政策

1) 労働政策

現在､カンボジアでは､憲法､労働法および関連法に基づいて労働行政を行っている｡

カンボジアは､国内法以外にも､ILO条約第87号､第98号､第100号､第111号､第105号､

第138号､第150号などの8つの､中心的な条約を含むmO条約を批准している｡

2) 労働者移動の管理

カンボジア王国で働いている外国人労働者は､労働法および出入国管理法の管轄下に

置かれる｡カンボジア王国で働く外国人は､有効なパスポートを保有し､高い技能と技

術を持った労働管轄省庁の労働許可証の発給を受けるにふさわしい人でなければならな

いことが労働法の第261-265条にかけて定められている｡民間企業が雇うことができる

外国人の数は､その仕事を行うことができる国内労働者がどれだけいるかによって決め

られ､労働管轄省庁がその認可を行う｡カンボジアに高度な技術を持つ労働者が少ない

状況下で民間企業を後押しするため､MOSLVYは1997年5月30目付けで第185号省令を発

布し､外国人を雇用している企業における外国人の上限をカンボジア人従業員の10%と

定めた｡

10%以上の外国人の雇用が必要とされる場合には､労働管轄省庁の許可を事前に得る

必要があるO内務省は､カンボジアの出入国管理法に照らして外国人の入国管理を担当

する｡カンボジアの労働法に定められていない形態の外国人雇用は非合法である｡
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題

国ならびに世界各国と良好な関係を保っている｡国際協力に基づき､

ポジアのインフラ整備に向けて資金を提供している日本国政府を高く

Yは日本と協力して以下の実績を挙げている｡

る協力

業団)は､1997年にプノンペン･タメイ職業訓練センターの建設に

'-には､本部棟､作業棟､寄宿舎が1つずつあり､障害者の訓練を

の当局者1人に労働衛生に関する研修を日本で1カ月受けるための

･の地域職業訓練センターへの技術協力を提案している｡
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訓練センターの設備機器支援も提案している｡

関係に向けて

三環境の向上支援のための多角的職業衛生健康管理プロジ

rいる｡今後､prekPhnouv職業訓練センターをはじめとする

)可能性について日本に打診する予定｡

労働市場情報など､必要とされる分野における援助を目

C. 結

帝からカンボジア政府への技術面および財政面の支援

が孝 ../ J経済の復興と構築に向けて大きな実績を挙げている｡

MOSLVYとしては､カンボジアの労働分野にとって非常に重要な同省への財政支援を

今後とも継続することを切に希望している.
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第7章 製造業と労働市場の構造

1.はじめに

長期にわたる混乱から､ようやくカンボジアの政治に安定の兆しが見られるようになった

のは1998年になってからである｡と同時にASEANへの加盟も果たし､カンボジアの経済は大

きくその様相を変えつつある｡ただし､それまでの混乱のためにカンボジアの経済発展を主

導する役割を期待される製造業の大半はいまだ家内工業の段階にあり､直接投資による大規

模製造業の育成は緒に就いたばかりである｡

1999年の数値で言えば､カンボジアにおける製造業への総投資額の35%をマレーシアが占

めており､次いで海外在住のカンボジア人が25%､台湾7.5%､中国5%そして香港3.6%となっ

ている｡海外直接投資のうちアセアン諸国からの直接投資に限定すれば､その75%はマレー

シアによるものである｡国内産業資本家が育っていないことから､海外投資依存率が極めて

高い水準にある｡投資対象は､1998年の数値であるが､承認済み直接投資の38%は縫製業に

向かっており､5%がそれぞれホテルと木材加工､そして3%がそれぞれ農業と農産物加工と､

圧倒的シェアが縫製業となっている｡経済発展により実質賃金の上昇した周辺諸国､特にマ

レーシアでは､縫製業を代表とする未熟練労働集約的産業をより低賃金の確保できる周辺国

に移転しようとする行動が観察できる｡しかし後述するように､このことはカンボジアに大

きな課題を突きつけることになる｡ちなみに､タイは言語上の差異の少ないラオスに縫製工

場を移転させる傾向がある｡

しかしカンボジアにとって不幸なことに､ようやく政治的安定を回復してアセアンに加盟

したとき､アジアは通貨危機による混乱に直面した｡このため実質賃金の上昇したアセアン

諸国といえども､カンボジアへの直接投資を控えざるを得なくなった｡このことがカンボジ

アの工業化戦略に多大な影響を与えていることは想像に難くない｡

ところでカンボジアの就業人口の構成は､第一次産業が77.7%と圧倒的シェアを占めてい

る｡しかしメコン河の氾濫や潜概設備が整っていないことなどから､カンボジアにおける農
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業の雇用吸収能力は必ずしも高いとは言えない (アジア人口･開発協会 『カンボジア』参照)｡

例えば世界銀行の報告書(cambodiaPovertyAssessmenりointRGOCandWorldBank,Novembel･

1999)によれば､2001年までに農業は3-4%の成長が期待されるが､増えつづける労働人口

を吸収する力はないとしている｡にもかかわらず､カンボジアの人口増加率は2.49%と高い

水準にあり､今後､労働人口の急速な増加がつづくことになる｡こうした労働人口を吸収す

る上でも､また漸く達成した政治的安定を維持する上でも､製造業の興隆が期待されること

になる｡

カンボジアの省庁や産業界では､日本の投資に期待する声が強く聞かれる｡しかしEl本は

80年代後半の円高期に労働集約的産業の大半をマレーシア･タイそして中国などに移転させ

ており､カンボジアで比較優位を持つであろう労働集約型産業をもはや持ち合わせていない

のが現状である｡しばらくは､相対的に高賃金となった近隣諸国からの未熟練労働集約的産

業の誘致を期待することが現実的戦略となろうし,日本としてはカンボジアの近隣諸国から

の産業の円滑的移転を促進する援助をする必要があろう｡

2.縫製業の興隆とその背後にある環境

未熟練労働集約型産業の代表となっているのが約200工場ある縫製業であるB極論すれば､

いくつかの例外を除けば､カンボジアの大規模工場の大半は縫製工場と言えるBカンボジア

の労働人口は約450万人であり､その80%が第一次産業に､20%が第三次産業､そして5%が製

造業に雇用されている (表7-1)｡縫製工場に約10万人が雇用されており､その90%が女性と

言われている｡また､他の製造業の大半が国内市場向けの生産を行っているのに対して､縫

製業は輸出志向的であり､また総輸出額の6割以上を占めており経常赤字の削減に責献してい

ることから､カンボジアの外貨獲得に重要な役割を担う産業である｡縫製工場の数も1996年

には36でしかなかったが､1999年8月には170､そして調査時点では197工場と急速な興隆を見

せている｡その従業員規模には､1工場当たり30-3,500名とかなりの開きがあるが､平均は

450名程度である｡また､その約9割はプノンペン市にある｡プノンペン市の就業構造を見る

と､製造業従事者は17.2%と公務員に次いでいる (表712)a1998年には縫製業は8万以上の雇

用創出をしており､最近の資料はないものの､その数は10万程度と考えられるD外貨獲得銀

も､木材や観光収入が年間1億ドルに満たない中で､1996年ではそうした産業と同額程度の輸

出額でしかなかった縫製業は､その後､急速に輸出額を伸ばしており､1999年度では4億ドル

を超えている｡ただし縫製業は中間財のほとんどを輸入に依存しているために､国民所得に

与える効果は相当割り引いて考える必要がある｡しかし10万を超える人々に月額45ドル (義

低賃金)以上の所得の得られる就業機会 (正規賃金雇用の18%を占める)を提供する産業と

して､縫製業の役割は決して小さくはない｡
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表7-1 就業構造 (1998) 単位%

分野 分野計 都市

農村農業､狩猟､林業 76.07 31.59

83.21漁業 i.48

2.13 1.37鉱業 .採市業 0.

12 0.29 0.09製造業

3.ll 7.46 2.42奄気 .ガス .水道供給 0.07 0.27

0.03建設 0.93 3.38 0.55卸売り業､小売業､自動車 .オート

バイ . 6,93 21.64 4.56家庭

製品修理業ホテル .レストラン業 0.30

1.46 0.12運輸 .倉庫 .

通信 2.35 6.77 i.64愈撒懲

0.03 0.15 0.01不動産 .賃貸 .商業 0.06 0.28

0,03行政 .防衛 一警察 4.56 1

4.08 3.03教育 1.67 3.

20 1.43保健 .社会分野 0

.54 1.85 0.33その

他の地域活動 1.38 3.59 1.02家政婦他

0.21 0.92 0.10その他 0.20 0.95 0,08就業者数 4,845,762 673,612 4,172,150出所)GetterL7tPoInLlatI'onCeftSIL∫OfCambodt'a1998,Relnrt3,LLlbourForcealldElllI'loy′〃ent,NIS

表7-2 プノンペンの就業構造 (1998) 単位%

分野 分野計 男子 女子農業､狩猟,林業 7.80 6.10 9.80

漁業 0.50 0.60

0.40鉱業 .採石業 0.00 0.00 0.00製造業 17.10 10

.70 24.50電気 ,ガス .水道供給 0.

07 0.27建設 3.40 5.2

0 1.30卸売り業､小売業､自
動車 .オー トバイ 一 24.50 12.00

38.90家庭製品修理業ホテル .レストラン業 3.40 2.80 4.10

運輸 .倉庫 .通信 9.20 16,60

0.70金融業 0.60 0.50

0.80不動産 .賃貸 .商業 1.

10 1.60 0.60行政 .

防衛 .警察 17.40 28.40 4,80教

育 3.00 3.30 2.50保健 .社会分野 1.90 1.90 1.90その他の地域活動 3

.00 2.40 3.60家政婦他 4.60



しかしカンボジアの縫製業は次の2つの課題を抱えていることに留意しなくてはならない｡

①GSP:こうした急激な成長は､1995/96年度にカナダ ･EU･オーストラリア･日本から

GSP(GeneralSystemofPreferences)を､そして米国から最意国待遇を得たことに始まる｡そ

の後､1999年1月にカンボジアは米国と繊維協定を締結して､1998年輸出を基準とした輸出ク

オータを得た｡しかし､それには縫製工場の労働条件を国際的に標準とされる基準に合わせ

るというコンディショナリティが付与されており､もし基準が満たされたときには標準の年

6%の増加に加えて輸出クオータの14%をボーナスとして増加するとされた｡期間は3年であ

るが､協定は延長可能とされている｡要求された基準はILOのconvellliomsと対応しており､1)

結社の自由､2)差別の禁止､3)強制労働の禁止､そして4)児童労働の禁止である｡

このうち現実に問題となるのが､結社の自由である｡後に触れる労働法の第11章は結社の

自由を保障しており､また第12章は労使対立解消の手続きを決めている｡労働法で保障され

たこと､そして野党が政治的に利用しているということもあり､労働組合活動も活発化して

いる｡ただし労働組合運動は始まったばかりであり,必ずしも健全な状態にあるとは言えな

い｡

主要な組合は､theCambodianUnionFederation(CUP)､theCambodiaFederationofIndependent

TradeUnions(CFITU)､theFreeTradeUIlionofWorkersofCambodia(FTUWKC)､theNational

IndependentFederationofTextileUnionsofCambodia(NIFrUC)､theCambodiaLaborUnion

Fedelation(CLUF)である｡このうち縫製業に関わるNIFrUCは､2000年には月額40ドルから

45ドルに最低賃金を増額させている｡ここでの交渉は通常の団体交渉ではなく､労働省とカ

ンボジア縫製生産協会 (GMAC:GarmentMarlufacturersAssociationofCambodia)でなされると

いう特殊な形態をとっている｡これは経営者との交渉をするまでに縫製労働者の意識が成熟

していないこともあろうが､望ましい労使関係を構築する上で今後は修正が求められる慣行

であろう｡

また縫製業の最低賃金は､平均的公務員の月給約20ドルやヴェトナムの経済特別区におけ

る月額40ドル弱､ラオスの縫製業における最低賃金の25ドルから30ドルなどと比較して､決

して安い水準にはない｡特に市場均衡賃金より高い水準に縫製業の最低賃金が設定されてい

ることは､カンボジアの労働市場をどのように形成していくかの哲学が欠如した現象と言わ

ざるを得ないD活発化した組合活動により上昇した実質賃金や､また多発するストライキに

より直接投資が停滞したフィリピンやバングラデシュなどの経験を踏まえるとき､結社の自

由に関わるILO憲章の厳格な遵守には十分な留意が必要であろう｡また経済発展と労働組合

活動との調和を図る上で､日本の経験は極めて有効と思われる｡

②MFAの失効 :多国籍繊維協定 (MultiFiberAgreement)はGSPの背景にある協定であるが､

この協定は2004年に失効する｡カンボジアの縫製工場の大半は､カンボジアに与えられたGSP

の割当の獲得を目指して進出してきたと言える｡カンボジアよりも賃金が高いとは言えない

中華人民共和国からも縫製工場が進出しているのは､中国が与えられた割当を使い果たした
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ためである｡こうした企業の多くはMFAの失効によりカンボジアにとどまる誘因を失う｡後

述する縫製工場の工場長は､MFA失効後にどうするかの貿間に答えて､ ｢撤退する｣と述べ

ている｡こうした中でMFA失効後も存続の意思を持つある縫製工場の工場長 (後述)は､現

在約200ある縫製工場のうちMFA失効後も存続できるのは20%程度であろうと述べている｡

このことは､次の課題をカンボジア経済に突きつけることになる｡第1に､現在10万人程度

の雇用､それも最低でも月45ドルの給与を得ている労働者の大半が失職することである｡縫

製業を代替する産業の育成の目処がたっていないカンボジア経済に､深刻な影響を及ぼすこ

とになろう｡第2に､ほとんどの縫製工場がMFAの失効と共にカンボジアからの撤退を計画

していることは､当然のことながら､短期的利潤の極大化を目指しており､長期的視野に立

った人的資本育成の誘因を持っていないことである｡その結果､カンボジアの製造業の成長

にとってのインフラストラクチュアとなる人的資本 (近代的企業労働者や中間管理職)など

の芽が育たないことになる｡そして第3として､縫製工場を中心に形成されている労働組合活

動が､縫製工場の大半が撤退した後も強い影響力を持つとき､その後の製造業への直接投資へ

の逆誘因となる可能性があるO

3.労働法

労働法の内容は各々の国で異なっており､その結果､異なる形態の労働市場が形成される

ことになる｡特に労働法が大規模製造業に適用される程度が高くなることから､そうした産

業に関わる労働市場の性質を検討するためには､労働法の検討が不可欠となる｡

カンボジアは､同国が政治的安定を取り戻した1997年3月､396条からなる労働法を制定し

たO構成は､以下のとおりである｡必要に応じて簡単な説明をつけておこう｡

第1章 一般的規定

第1条第1と2項では適用範囲に触れており､1人以上の被雇用者を雇用するものが雇用

者と定義されており､そこで生じた雇用関係に同法の効力が及ぶとしている｡通常､多

くの途上国では労働法や企業法が適用されるのは10人以上とされるが､カンボジアの労

働法ではそうした規定がない｡ただし小規模 ･零細企業では労働法の履行が強制される

程度は弱くなるために､事実上は適用範囲の規定は有名無実となるであろう｡

第2条は差別の禁止や強制労働の禁止に関わる条項で構成されるが､これはILOの

col1Ventionを批准したことから含まれた条項である｡

第2章 企業/事業所

企業の設立と閉鎖の監督官庁への届け出､そして第2条では雇用者は被雇用者の採用と
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解雇を監督官庁に届け出ることを規定している｡中小 ･零細企業でこの法令が遵守され

ているかは疑問である｡企業内の内部規定 (雇用条件 ･賃金 ･罰則規定など)に言及し

ており､労働監督者 (Laborlnspector)による監査の後に効力を持ち得るとする.

被雇用者は雇用票の保持を義務付けられている｡雇用票には､保持者の氏名 ･職種 ･

契約期間･賃金 ･給与支払方法などが記せられなくてはならない｡雇用票は労働監督者

により作成される｡ただし前述したように労働監督者は1998年で150名程度おり､1998

年には全縫製工場の査察もなされている｡

第3章 訓練工 (Apprenticeship)

60人以上を雇用する企業では､労働者数の10%以上の訓練工を保持しなくてはならな

い (第57項)｡また訓練工期間の終了に際しては､第三者機関の公的審査を受けて技術

審査を受けた後に修了証書が与えられる｡この制度は､公的 ･民間を問わず職業訓練施

設に欠けるカンボジアで､企業に職業訓練を委託する目的を持っている.

ただし縫製工場などでは､こうした職業訓練は負担であり､現実的意味もない｡また

この制度の存在を知らない経営者も多くいることも事実である｡後述する企業でも訓練

工を抱えていないか､または訓練工についての労働法の規定を知らないケースもあった｡

第4章 労働契約

ここでは一般的な契約に関わる規定の他､試用期間について定められているD試用期

間は一般従業員で3カ月まで､専門従業員は2カ月まで､非専門従業員は1カ月までとされ

ている｡なお雇用者は被雇用者の通勤費を支払う必要がある｡

第71項ではレイオフを認めている｡ただし雇用者都合の場合には､労働監督者により

承認を受ける必要があり､また1カ月を超えることはできない｡大量なレイオフに別途の

項が設けられている (第95項)｡大量解雇に際しては労働者の代表との交渉が必要であ

り､基本的には勤続年数の短い労働者からレイオフの対象となるが､既婚者には勤続年

数1年を追加し､また扶養すべき子供の数に応じて勤続年数が追加されるなど､社会的厚

生を考慮することが要請されている.また解雇後の2年間は再雇用に際しての優先権が与

えられる｡

解雇についての条項は､経営者にとっては雇用のフレキシビリティ､ないしは解雇費

用にかかわる重要なポイントとなる｡カンボジアの労働法では､解雇費用は問題となる

ほど大きくはならないようである｡第72条によれば､雇用契約の停止については､6カ月

以内の勤続期間を持つ労働者の場合には10目前に､またl年以上の勤続年数の場合には15

日前に労働者に通告する義務がある｡解雇手当については労使協議に従うとあるが､そ

れがない場合には､雇用期間中の総給与額の5%が解雇手当として支払われる｡この規定

は､アジアの開発途上国と比べても､相対的に経営者に有利となっている｡
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第5車 労働協約

第6車 一般的労働条件

第1粂 貸金

第2粂 労働時間 超過勤務については50%増し､深夜に及ぶときは100%増しの賃

金となる｡なお､深夜労働は22時から5時を含む連続11時間以上の就業と定義

されている｡

第3粂 休暇

第4条 有給休暇

第5条 年休

第6条 その他の休暇

第7条 児童労働と女子労働 90日の出産休暇が認められている｡

第7章 農業労働者

第8章 安全と厚生

第9章 労務災害

(ア) 職業紹介と採用 求職する労働者は関連省庁の職業紹介所 (placementoffice)

への登録が義務付けられている｡ただし制度としては､いまだ機能していない｡

第10章 労働組合

労働者は労働組合を､そして雇用者は雇用者協会 (employers'association)をつくるこ

とを認め られている｡後者については､例えば縫製工場はGMAC (Garment

ManufacturersAssociatioI10fCambodia)がある｡上記の団体への参加は任意であるとされ､

労働組合についてはopenUnionとしている｡組合幹事の解雇については労働監督者の承

認が必要 (第293項)としており､労働組合損しがなされないように措置がとられている｡

第11章 労働争議の調停

第12章 ストライキ ･ロックアウト

小 括

カンボジアの労働法はアメリカとフランスの援助を受けて作成されているが､そのため

であろうか先進国並みの内容となっている｡現在の開発途上国の多くでは､先進諸国の労

働法とはぼ同水準の内容を持つ労働法が制定されている｡経済発展の初期段階でこうした
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労働法が制定されることは､産業界にとっては大きな負担となる｡日本が初期の労働法で

ある工場法を制定したのは1911年であったが､その内容は暫定的なものにとどまった｡日

本で本格的な労働法が制定されたのは1947年の労働基準法であったことを思えば､企業家

の立場からすれば開発途上国における先進的労働法の導入は大きな制約条件となっている｡

特にカンボジアの労働法では労働組合運動を容認する条項が多くあり､扱い次第では与

野党の政争の具として労働組合運動が活発化したバングラデシュのような事態になる危悦

すらある｡この他にも訓練工に関わる条項の適用形態が十分には定まっていない点もあり､

今後は労働法の慎重な運用が必要となろう｡

4.企業実態調査

(1)調査対象について

今回の調査では､縫製工場 ･靴製造工場そしてトタン製造工場の3社の製造工程従業員139

名､143名そして35名の計317名に対して聞き取り調査を行った｡前2社は､それぞれ香港と台

湾との合弁企業であり､トタン製造工場は日本系企業である｡

トタン製造工場は別として､カンボジアの工業化は縫製業を代表とする労働集約的産業を

軸になされる｡そして､それは女子労働集約的産業でもある｡調査対象とした縫製･靴製造

工場も例外ではない (表7-3)｡また工場の設立が近年であることから､平均年齢も20代前半

であり､また平均勤続期間も1年強でしかない｡また縫製 ･靴製造工場では未婚者比率も高く

なっている｡給与水準は､最低給与が月45ドルであることから､それに超過勤務手当てなど

がついて月60ドルとなっている (表7-4)｡学歴も､トタン製造工場では高卒が過半数を占め

ているのに対して､縫製と靴製造工場では中卒と小学校卒が中心となっている (表7-5)｡事

実､後者の工場では採用に際して学歴は闘わないという｡

表7-3 調査対象者の性別

男子 女子

合計縫製工場 21(15.1) 118(84.9) l39(

loo.0)靴製造工場 25(】7.5) ll8(82.5)

143(100.0)トタン製造工場 29(82.9) 6(17

.1) 35(100,0)合計 75(23.7) 242(76.3



表7-4 調査対象者の属性

既婚 未婚 離婚.その他
合計縫製工場 49(35.3) 84(60.4) 6(4.3) l3

9(loo.0)靴製造工場 29(20.3) 109(76.2) 5(3.5

) 143(100.0)トタン製造工場 24(68.6) 9(25.7)

2(5.7) 35(loo.0)合 計 102(32.2) 202(63.7) 13r4.1ー 317

(loo.0)年齢 勤続 (月) 給与 ドル/月縫製工場 23.16(

5.48) 17.32(9.65) 60.47(17.51)靴製造工場 21.

41(4.03) 16.88(10.4l) 59.90(13.66)トタン製造工場 34.83(9.78) 67.86(38.7l) 97.29(67.33)

合銀 23.66r6.85ー 22.70(22.461 60

.51(29.931表7-5 学 歴なし 小学校 中学校 高校 専門学校 大学 合計縫製工場 2(1.4) 32(23.0) 65(46.畠) 39(28.i) 1(0.7) 0(0) l39(loo.0)
靴製造工場 3(2.1) 54(37.8) 62(43.4) 21(14.7) 0(0) 3(2.I) 1

43(loo.0)トタン塑造工場 0(0) 5(14.3) 9(25.7) 20(57.1) I(2.9)
0(0) 35(100.0)合 計 5(1.6) 91(26.7ー 136(42.9ー 80(25.21 2(0,6ー 3rO.9ー 317r100.01

カンボジアでは都市で工場労働者の再生産がなされるという段階にはいたっておらず､表7

-6に見られるように､調査対象者については､プノンペン圏 (プノンペン市とカンダール州)出身者は

42.6%にとどまっており､他州からの移動労働者が大きな比率を占めている｡移動労働者は全体の78.2%の248名であり､その62.1%が将来は出身地に戻る意思を表明してい

る(表7-7).女子労働比率が高く､また未婚比率も高いことから容易に推測されること

であるが､彼らの将来に出生地に戻る意思は強い｡すなわち,縫製 ･靴製造

工場の労働者が将来において都市住民となり､工場労働

者を再生産するという構図はいまだできておらず､工場労働者としての経験の蓄積がされにくい状況にあることを示唆している｡

表7-6 出身州Phnon Ba(Lam KEmda1 KampOng Prey Siem

TakeoPenll bang Cham Vent: Reap縫製工櫨 22()5.8) 4(2.9)
50(36.0) ll(7.9) 8(5.8) 0(0) 16(ll.5)靴製造工場 25(17.5) 2(1.4) l9(13.3) 26(l8,2) 16(ll.2) 1(0.7) 17(ll.9)

トタン製造工場 4(ll.4) 1(2.9) 15(42.9) 2(5.7) 0(0) 0(0) 6(ー7.1)合計 5tf16.1ー 7(2,21 84f26.5ー 39r12.3ー 24(7.6) l√o

.3ー 39日2.3ーKampongSqeu KampongThom Kampot SvayR

ienR Pt)rsat Sianou]V川e Total6(4.3) 0(
0) 1(0.7) 17(12.2) 4(2.9) 0(0) 139(100.0)10(7.0) 3(2.I



表7-7 出身地に将来戻る意思

戻りたい 戻りたくない

合計縫製工場 57(53.3) 50(46.7) 107(

loo.0)靴製造工場 89(75.4) 29(24.6)

118(loo.0)トタン製造工場 8(34.8) 15(65

.2) 23(100.0)合計 154(62.i) 9

4(37.9) 248(loo.0)従業員への質問票の結果から､彼等の置かれ

ている現状を確認していこう｡代替的就業機会の有無についての認識を見るために ｢現在勤

めている工場とほぼ同じ労働条件の仕事を探すのは困難である｣というステートメントについて､7

5%が困難と認識している (表7-8)｡また高賃金と雇用保障についての質問でも (表7-9)

､8割以上が高賃金よりも雇用保障を選好している｡雇用機会が極めて限られている現状で､留保賃金率 (le

tainingwagerate)よりもはるかに高い給与水準を保証されている大規

模製造業で雇用されていることは彼等の生活の安全を保障する上で得難い就業の場である｡前職の

有無を聞いたところ (表7-10)､縫製と靴製造工場では約8割が前職を持っておら

ず､転職者の比率が低いことが分かる｡表7-8 最近ではこの工場

とほぼ同じ条件の仕事を他に探すのは難しい強

く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 58(41.7) 47(33.8)

20(14.4) 14(10.I) 139(100.0)皮革工場 65(45,5) 41(

28.7) 2l(l4.7) l6(ll.2) 143(100.0)トタン製造工場 l5(

42.9) 12(34.3) 6(17.1) 2(5.7) 35(100.0)合計 138(43.5) 100(31.5) 47(14.8) 32(

10.1) 317(loo.0)表7-9 高賃金と雇用保障についての選好A a C

D 合計縫製工場 ll(7.9) 12(8.6) 55(39.6) 61(43.9)

139(100.0)靴製造工場 15(10.5) 7(4.9) 44(30,8) 77

(53.8) 143(100.0)トタン製造工場 6(17.1) 3(8.6) 8(22.9) 18(5

l.4) 35(100.0)合計 32(10.1) 22(6.9) 107(33.8) 1

56(49.2) 317(100.0)ん 高賃金
が重要｡B どちら

かといえば高賃金が重要｡C.どちらかといえば雇用の確保が重要｡D.

雇用の確保が重要｡ 表7-10 前職の有

無あり なし 合計縫製工場 32(23.0) loワ(

77.0) 139(100.0)靴製造工場 20(14.0) 12



① A縫製工場

カンダール州に立地するが､プノンペン市に近接している地域に1998年に設立された工場

である｡62%がカンボジア､残りの38%が香港の企業が出資している合弁企業である｡製品

はクオータを使って､米国やEUに輸出されている｡現在､1,100名の従業員規模であるが､

規模を拡張して､さらに300名を採用する予定という｡工場長によれば､中国の労賃は香港近

くでは月128ドルであるが､内陸部では半分の64ドルである｡また､この工場の労働生産性は

中国の半分程度であるから､この限りでは中国のほうが生産費は安くなる｡ただし､中国は

クオータを使い果たしていることから､カンボジアに進出してきたという｡では2004年に

MFAが失効したときの対応を訊ねたところ､撤退するという回答であった｡労働生産性が中

国の半分程度ということは､十分な労務管理戦略が採られていないことを意味している｡産

業エンジニアリング部門もこれから設立する予定ということからも､労務管理を含めた全体

的なシステムの構築ができていないことがうかがえる｡すなわち短期的に投資資金を回収す

る行動様式をとっているために､労務管理システムを構築して生産性を向上しようとする長

期的経営戦略が採用されていない｡

調査時点で､この工場は中国人 (香港出身)の工場長を迎えて､管理システムを新たに構

築しようとしていた｡この工場長は､フィリピンの縫製工場に14年勤務しており､特に労働

組合の対応に経験を積んでいる｡カンボジアの縫製工場で労働争議が多発する傾向にあるこ

とから､組合問題の処理のために呼び寄せられたと考えられる｡

採用は工場の前に募集案内を掲示するか､労働者のネットワークを使うことによりなされ

るo採用後はlカ月の訓練と､3カ月間の試用期間 (給与は月40ドル)を経て､正規採用 (袷

与は月45ドル)となる｡6台の専用バスが無料で送迎をしていることもあり､欠勤率は5%以

下と低い水準にある｡ただし給料支払日の翌日には10%を超すという｡皆勤手当ては設けら

れてはいないが､将来は導入を考えているという｡離職率も月2%程度と極めて低い水準にあ

るが､このことは前述したように高賃金の就業機会が極めて限られている現状では合理的結

果であろう｡

賃金関数を求めたが､5%水準で有意となる変数は検出できなかった｡月給額についての記

述統計量が表7-4に示される｡最低賃金は45ドルではあるが､超過勤務や能力給もあり､平均

は60ドルとなっている｡

工場長が交代したばかりでもあり､作業システムの構築はこれからと言える｡工場長は､

ラインの流れをスムーズにして縫子が常に作業に集中していけるようにしたいというが､こ

れはこの種の製造業では当然のことであり､Ⅰndustrialengineering部門も新しい工場長のもと

で設置される予定というように作業効率を高める経営戦略の実地はこれからというところで

ある｡

採用に際して教育水準は問わないというDその結果､雇用契約も作成されておらず､自分の

住所すら言えない労働者が多いという｡裁断後に余った布切れをトイレで使って詰まらせる

といった､工場で勤務することについての初歩的な行動が形成されておらず､工場長は ｢い
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っても聞かないので頭痛の種だ｣という｡労働時間も7時間であり､労働法で認められている

よりも短く設定されているが､これも従業員の集中力を考えてのことだという｡

労働者は工場の周辺に居住しており､通勤には6台のバスが無料で労働者の送り迎えがなさ

れている｡こうした事態は他の工場でも聞かれたが､このことは安定的工場労働がいまだ形

成されていないことを示唆している｡皆勤手当てもない｡

A縫製=場と同じく､1998年に設立されたS縫製=場 (マレーシア系)の事例を紹介してお

こう｡工場長は､"llit&runMはしないとMFA失効後も存続を表明している｡従業員規模は2,600

名であり､今後も従業員数を増加させる計画であるというが｡単一工場でこれ以上の人員増

は組織運営の非効率性が顕在化する可能性もあるから､別工場を建設する予定であるという｡

S工場では工場規則の遵守を重視している｡工場長は､ ｢工場規則はどの世界でも同じで

あり､従業員も同じように工場規則に従った行動が求められるべきである｡従業員に工場で

求められる行動をイメージさせるのではなく､理解させなくてはならない｣と力説する｡従

業員は､採用に際して2日にわたり､工場規則･工場のシステムなどについて教育を施す｡つ

づいて2週間はどトレーニング.センターで訓練がなされる｡工場が労務管理についての組織

効率を高めるためには､ディシプリンの確立が不可欠となることは言うまでもない｡S工場

は生き残りをかけて効率的な労務管理組織を構築しようとしていることは､従業員にとって

は工場が効率的に稼動すめために不可欠となるディシプリンに従わなくてはならないことを

意味する｡それまで工場組織で働いた経験のない,また周りにも工場での就労経験のある人

がいない環境に育ったカンボジアのほとんどの労働者にとっては､ディシプリンはときとし

て耐えがたいものともなる｡その結果､この工場の離職率は､縫製工に限っていえば1日あた

り7% (1日70-80人)と異常に高い水準にある｡工場長も､厳しい工場規則に耐えかねての

離職であることを認めており､ほぼ3カ月勤続すると落ち着いて定着するとも言う｡

S工場はナイキやアディダスから注文を受けている｡こうした国際的なスポーツ用衣類メ

ーカーは､OME生産を委託するとき､かなり厳しい労働条件 (LaboICodeとよばれる)を要

求する｡これは特に米国カリフォルニア州の大学生が労働条件の惑い途上国で生産された製

品の不買運動を起こすことから生まれてきた制度である｡OEM生産の委託を受けるために工

場は要求される労働条件､例えば､A工場にはないが工場の作業場には冷房が施され､また

布切れの粉塵を処理する集塵機が備え付けられているなどの条件を満たさなくてはならない｡

MFA失効後に生き残れる縫製工場とは､まさにこうした工場である｡今回はS工場では労働

者についての聴き取り調査はかなわなかったが､ラオスでナイキとアディダスから生産の委

託を受けている工場で同様の聴き取り調査を同時期に行っているので最後に比較をしておく｡

② D靴製造会社

D工場は､1996年末に台湾資本50%とカンボジア資本の合弁会社として設立されている(ち

ともとはロン･ノルの時代からゴム草層を生産していた会社に台湾資本が参加している)0

現在は日本の大手スーパーなどからのOEM生産を行っている｡従って､靴にはカンボジア製
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と判別のつく表示はない｡工場内には14のラインがあり､従業員規模は約1,400名とかなり大

規模な工場である｡女子労働比率が約95%と縫製工場と同じく女子労働集約的であり､その

大半が移動労働者である｡

賃金も月45ドルとなっている｡ただし試用期間は30ドルである｡訓練工も30ドルであるが､

現在はいないという｡ここでは皆勤手当てとして5ドルと夕食が与えられるが､従業員の約

75%が皆勤手当てを受けているという｡実際､欠勤率は2%程度と非常に低い水準にある｡離

職率は月5%程度である｡就業時間は朝7:30から昼休み11:30から1:30を挟んで4:30までとなっ

ているO昼休みが2時間と長いのは､従業員が自宅 (下宿が大半)で自炊するためだという｡

工場の周りにも屋台が多く出ており,そこで食事をする従業員も多い｡昼休みになると全員

が列を作って工場から出ていき､その後に門が閉められてしまう｡

この台湾の会社は､カンボジア工場の他にヴェトナム ･中国そして韓国にも工場を持って

いる｡他の工場では生産がうまくいっているが､カンボジア工場だけが失敗であると言う｡

これは台湾の工場長 (女性)と労働者との関係が良好でないことに起因していると言う｡特

に､作業が遅いということで工場長が従業員を怒鳴ることが多く､それが従業員の職務態度

に悪影響を与えているとカンボジア人の事務社員は指摘する｡こうした事態は､後に質問票

の結果について述べるように､靴製造工場の労働者が経営者に対して不信感を相対的に強く

抱いていることからも知ることができる｡本稿では､こうした環境が従業員の就業意識に現

れていることを聴き取り調査の結果から明らかにする｡

(2) 聞き取り調査の結果

縫製工場から139名､靴製造工場から143名､そしてトタン製造工場から35名の製造工程従

事者について､面接法による聞き取り調査を行った｡トタン製造工場ではサンプル数も少な

いことから､本稿では単純集計を示すにとどめて､分析には縫製と靴製造工場の労働者につ

いて行う｡産業心理学の手法に依拠して分析を行うが､この分野では労働者の職務態度が彼

等の職務行動を規定すると想定している｡

組織風土の違い

表7-11 監督者の評価

因子負荷量 共通
性監督者は労働者を信頼している｡ 0.842 0

.709監督者は信頼できる○ 0.815

0.664監督者は労働者の不満をよく聞いてくれる. 0.

772 0.578監督者は労働者を公平に扱う○ 0.760 0.596

分散 (累積) 63.66



表7-12 経営者の評価

因子負荷量 共通

性経営者は従業員の健康を気遣ってくれるb 0.761 0

.579問題が起こったとき､経営者は助けてくれる. 0.740

0.548仕事上のミスには寛大である○ 0.

667 0.445経営者は労働条件の改善に努めている.

0.665 0.442経営者は信頼にた

る. 0.636 0.405熱心に働けば経営者は認めてくれる○ 0.620 0.

384分散 (

累積) 46.722固有値 2.803先に指摘したように､靴製造

工場では労務管理に問題がある｡この事実を､質問票の結果から確認しよう｡ここでは監督

者と経営者に対する認識を質問した｡先ず､直属の監督者の評価について4つの質問項目を設

けた (強く妥当A､全く妥当しない=1)｡結果に因子分析(varimax回転､因子摘出の最小固

有値はl)を施して､以下の1医卜子 (監督者の評価)を得たく表7-ll)｡同様に経営者につ

いても6つの質間項目を設けて､因子分析を施した｡ここでも一つ

の因子 (経営者の評価)が検出されている (表7-12)｡縫製工場と靴製造工場につ

いて､それぞれの因子得点について平均値の差の検定を行ったところ､双方で0,01%の有意水準で差

が認められた (表7-13)｡すなわち､監督者と経営者双方についての評価で､相対的

に靴製造工場のほうが低い値を示している｡この事実が､労働者の職務意識や職務行動にいかに影響を与えるかを軸にして､議論を進めていこう｡

表713 平均値の差の検定

監督者の評価経営者の評価

0.312(0.872) -0.315(1.025)

0.341(0.908) 一0.344(0.973)

注)書書書 確率 (p)が0.1%以下職務態度職務態度に関する10項目の質

問の回答に因子分析を施して,以下の有意な3つの下位概念を摘出した (表7114)｡第1因子は

工場が付与する労働条件についての満足度を表す因子であり､外発的職務満足 (extrinsicjobsatisfac

tion)と名付けられる概念である｡第2因子は､工場組織に対する一体感ないしは帰属意識を表す因子

であり､組織コミットメント (organizationalcoIllmitment)因子と名付けら

れる｡第3因子は､作業の単調さや工場規則が厳しいことについての不満を表しており､第1

因子に含まれる項目とも見える｡しかし､これが別個の独立した因子とし

て検出されたことは､次のことを意味していると想定される｡本稿で対象とした労働者は

､そのほとんどがプノンペン市以外の地域からの移動労働者であり､勤続年数も数年にすぎない｡彼等のほとんどは工場という組織の中で働くことになれ



ていないことは､容易に理解できよう｡そうした人びとにとって工場制度が要請するディシ

プリンのもとで働くことになれておらず､工場制度 (工場の規則 ･単調な仕事)への不適応

を表していると理解できる｡ここでは符号を逆にして､工場制度適応度とする｡

2つの企業の因子得点について､平均値の差の検定を行った (表7-15)｡組織コミットメン

トについては差が認められなかったが､外発的職務満足と工場制度ともに縫製工場のほうが

良好な数値を示している｡

表7-14 職務態度についての因子分析の結果

第1因子 第2因子 第3因

子外発的職務満足 組織コミットメント 工場制度非

適応 共通性作業環境に満足 0.757 0.176

0.041 0.606賃金は適切な水準にある 0.743 -0.0

32 -0.180 0.586雇用は保証されている 0.725

0.181 -0.001 0.558工場では家族の一員と感じる

0.021 0.658 -0.184 0.467工場で働いていることを自

慢できる 0.153 0.647 0.135 0.461工場に誇りを持っている 0.203 0.563 0.008 0.3

58工場に愛着を感じる 0.343 0.527 -0.070 0

.401工場の成長は幸福である -0.069 0.508

-0.085 0.270作業は単調である 0.036 -0.0

50 0.786 0.653工場規則が厳しい -0.152 -0.073 0.74

3 0.581固有値 I.864 1.777

1.269分散 (累積) 18.64 36.41 49.10表7-

15 平均値の差の検定縫製工場 靴製造工場 ト値外発的職務満足 0.3

72(0.830) -0.362(1.021) 6.615***組織コミットメント 0.091(1.028) -0.090(1.02

8) 1.535工場制度適応 0.268(1.063) -0,260(0.861

) 4.591***注)*H 確率 (p)が01%以下職務行動

職務行動に関わる10の質問項目について因子分析を行い

､表7-16に示される結果を得た｡第1因子は､職務に対する積極的な行動をとる意思であるモラ

ールを表している｡これに対して第2因子は､怠業 (Ileglect)を表している｡

2つの企業の因子得点について平均値の差の検定を行った (表7-17)｡



表7-16 職務行動についての因子分析の結果

因子負荷量 共通性モラ一ル

怠業この工場を成長させるために一生懸命働きたい. 0.696 0.00

8 0.486職場において常に先をやるようにしている○ 0.660

0.012 0.437一生懸命働いて高い社会的地位を得たいo 0.6

39 0.061 0.409懸命に働く強い意思をもっている.

0.626 -0.050 0.400技能を高め

たい○ 0.589 0.075 0.349決められたより以上に働こ

うとしているO 0.502 0.003 0.252仕事の意思決定に参加したい○ 0.429 -0.140 0.203

時折働きたくないときがある. 0.00 0.781 0.6

13仕事に集中できないことがある○ 0.239 0.70

9 0.584仕事への熱意を失った○ -0.198 0.565

0.345固有値 2.599 1.478

分散 (累積) 25.994

40.775表7-

17 平均値の差の検定0.211(0.832) -0.205(1.104)
ー0.190

(0.995) 0.185(0.995)注)書目 確率 (p)が

0.1%以下誘因制度工場は､賃金と昇進を軸に誘因システム

を構築している｡年齢 ･勤続年数 ･教育水準を説明変数として賃金関数を算出したが､有意な関数

は求められなかった0本稿では､従業員が､1)誘因制度そのものを認知しているか､そして､

2)誘因システムの運用をどう認知しているかについて複数の質問を用意した｡結果は､表7

-19と表7-20に示されている｡誘因認知では10%水準で､また誘因

運用認知では10%水準で､縫製工場のほうが好ましい数値を示している (表7-21)｡

職務行動関数の導出求められた因子得点を利用して､モラール関数･怠業関数そし

て離職意思関数を導出した｡このうち離職意思関数については有意な結果は得られなかった

｡これは労働市場の状況と､かなり良好な賃金を得ることのできる現行の職を離れることに､

経済合理性を認めるのは困難であることで説明されよう｡すなわち､従業員の定着意思は相当に

強いものと考えられる｡表7-18には離職意思についての質問の結果が示されているが､多くは



表7-18 離職意思

＼ すぐにでも辞めたい 職を探してはいないが辞めたい 現在のところ辞めるつもりはない 全く辞めるつもりはない

合計縫製工場 30(21.6) 20(14.4) 42(30.2) 47(33.8)

139(100.0)靴製造工場 20(14.0) 22(15.4) 57(39.9) 44(3

0.8)143(100.0)トタン製造工場 5(14.3) 2(5.7) 16(45.7

) 12(34.3) 35(100.0)合計 55(17.4) 44(13.9) ll5(36.3) 103

(32.5)317(100.0)因子負荷量

共通性一生懸命に働けば昇進できる. 0.843 0

.710この工場では昇進の機会が十分にある○ 0.6

97 0.488一生懸命に働けば給与が上がる○ 0.686 0.4

70分散 (累積

) 55.569固有性 1.667表7-20 誘因運

用認知 因子負荷量 共通性労働業績を評価する基準は公平に運用されている. 0.777 0.604

私の仕事は正当に評価されている○ 0.753

0.568昇進は公平になされている○ 0.673

0.453分散 (累積) 54.1

55固有値 1.625表7-21 平均

値の差の検定平均値 標準偏差 t値

誘因認知 縫製工場 0.109 1.012

靴製造工場 -0.106

0.980 1.813+誘因運用認知 縫製工場 0.126 1.039

靴製造工場 0.122 0.948 2.092*注)+p<

10% *<5%モラール関数が表7-22に示されている｡



表7-22 モラール関数

標準係数 T倦 有意確率B係数

標準誤差(定数) -.372 .185 -

2.017 0.045組織コミットメント .285 .054

.285 5.257 0.000誘因運用認知 .169

.061 .169 2.785 0.006監督者の評価

.185 .062 .185 2.984 0.003代替職種の欠如 8.921E-02 .054 .089 I.664 0

.097工場ダミー .198 .107 .099 1.

859 0.064F=24664***,R2=030

9 表7-23 怠業関数＼ 非標準化係数 標準化係数 T値

有意確率B 標準誤差(定数) -1.712E-16 0.05

5 0.000 1.000工場制度適応 -0.324 0.

056 -0,324 -5.825 0.000誘因認知 -0.

110 0,062 -0.日0 -1.776 0.077誘因運用認知 0.134 0.066 0.134 2.03

1 0.043監督者の評価 -0.173 0.066 -0.173 -2.

630 0.009F=12349*榊 , R2=0151こ

れに対して怠業関数 (表7-23)では､工場制度に適応できていないことが怠業を高めていることを明らかにしている｡またモラール関数で

は有意とはならなかった誘因認知が怠業の程度を低める効果があることを示しているO誘

因運用と監督者の評価はモラールを高め､また怠業を低くする効果があることが分かる｡

既に平均値の差の検定で指摘したように､モラールと怠業については縫製工場のほうが良

好な数値を示していた｡同様に外発的職務満足 ･組織コミットメント･工場制度適応 ･監督

者の評価 ･経営者の評価 ･誘因認知 ･誘因運用認知という職務態度と職場組織の認知にかか

わる意識も､組織コミットメントを除いては､縫製工場のほうが良好な数値を示していたDモラール関数と怠業関数から明らかとなったように､職務行動は職

務態度と工場組織に関わる認知の程度と有意な関係を持っている｡すなわち､こうした説明

変数における水準の差が､モラールや怠業の程度に関わっていることが明らかとなった｡

労務管理のあり様は､工業化の初期段階にあるカンボジアではまだ初歩的段階にとどまっ

ている｡今後､製造業が興隆していくためには労務管理のあり方もまた改善されなくてはな

らない｡今回の調査で明らかとなったような因果関係を認識し



参考 :その他の調査票の集計結果

(番号は質問表の番号)

10.この工場において自分の業務に関して十分な指導を受けてきた｡

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない

合計縫製工場 88(63.3) 23(16.5) 7(5.0) 21(15.1)

139(100.0)皮革工場 64(44.8) 42(29.4) 6(4.2) 31(2

1.7) 143(100.0)鉄鋼工場 15(42.9) Ⅰ2(34.3) 3(8.

6) 5(14.3) 35(loo.0)合計 167(52.7) 77(24.3) 16(5.0) 57(18.0

) 317(100.0)ll.自分の仕事は

単調である｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 24(17.3)

58(41.7) 19(13.7) 38(27.3) 139(100.0)皮革工場 25(17.5) 77(53.8) 27(18.9) 14(9.8) 143(100.0)

鉄鋼工場 6(17.1) 16(45.7) 6(17.1) 7(20.0) 35(100

.0)合計 55(l7.4) 151(47.6) 52(16.4)

59(18.6) 317(100.0)12.工場規則は厳しすぎる｡強く妥当 妥当 妥

当しない 全くしない 合計縫製工場 10(7.2) 67(48,2) 37(26.6)

25(18.0) 139(100.0)皮革工場 50(35.0) 64(44.8)

18(12.6) ll(7.7) 143(100.0)鉄鋼工場 5(14.3) 14(40.0) ll(31.4) 5(14.3) 3

5(100.0)合計 65(20.5)

145(45.7) 66(20.8) 4】(12.9) 317(100.0)13.私は

自分に課された仕事のすべて理解している｡強く妥当 妥当 妥当しない 全く

しない 合計縫製工場 92(66.2) 36(25.9) 8(5.8

) 3(2.2) 139(100.0)皮革工場 82(57.3) 53(37.1)

8(5.6) 143(100.0)鉄鋼工場 25(71.4) 9(25.7) 1(2.9) 35

(100.0)合計 199(62.8) 98(30.9) 17(5.4) 3(0.9)

317(100,0)14.労働条件 (公衆衛生,照明,正常な空気など)は満足のいくものである｡

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 72(5l.8) 54(

38.8) 10(7.2) 3(2.2) 139(100.0)皮革工場 25(17.5) 65(4



15.この工場での雇用は保証されている｡

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない

合計縫製工場 67(48.2) 54(38.8) 10(7.2) 8(5.8)

139(100.0)皮革工場 43(30.i) 38(26.6) 28(19.6) 34(2

3.8) 143(100.0)鉄鋼工場 19(54.3) l2(343) 2(5

.7) 2(5.7) 35(loo.0)合計 129(40.7) 104(32.8) 40(12.6) 44(13.9) 317(100,0)

16,自分の仕事をするに必要な技能を完全には習得

していない｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 46(33.i)

34(24.5) 32(23.0) 27(19.4) 139(100.0)皮革工場 39(27.3) 54(37.8) 26(18.2) 24(16.8) 143(玉OO.0)

鉄鋼工場 16(45.7) 10(28.6) 3(8.6) 6(17.1) 35(100

.0)合計 lOl(31.9) 98(30.9) 61(19.2) 57(18.0)

317(100.0)17.私は職場において常に先んじるようにしている｡強く妥当 妥当

妥当しない 全くしない 合計縫製工場 99(71.2) 33(23.7) 5(

3.6) 2(1.4) 139(100.0)皮革工場 84(

58.7) 48(33.6) 9(6.3) 2(1.4) 143(100.0)鉄鋼

工場 25(71.4) lO(28.6) 35(100.0)合計 208(65.5) 91(28.7) 14(4

.4) 4(1.3) 317(100.0)18.自分の業務におけるパフォーマンスを考えた時に､自

分の賃金水準は十分なものであるO強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 41(29.5) 47(33.8) 33(23.7) l8(12.9) 139(100

.0)皮革工場 22(15.4) 49(34.3) 40(28.0) 32(22.4)

143(100.0)鉄鋼工場 2(5.7) 13(37.1) 14(40.0) 6(17.1)

35(100.0)合計 65(20.5) 109(34.4) 87(27.4) 56(1

7.7) SIT(100.0)19.この工場で働くことが､自分の生活の中心となっている｡強

く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 68(48.9) 43(30

.9) 14(10.1) 14(10.1) l39(loo.0)皮革工場 67(46.9) 46(32.2) 18(12.6)

12(8.4) 143(loo.0)鉄鋼工場 15(42.9) 12(34.3) 2(5.7) 6(17.1) 35(loo.0

)合計 l50(47.3) 101(31.9) 34(10.7) 32(10.1)

317(100.0)20.自分の技能を上げることに関心がある｡強く妥当

妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 96(69.1) 37(26.6) 4(2.9) 2



21.この工場での仕事を楽しんでいる｡

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない

合計縫製工場 78(56.I) 51(36.7) 8(5.8) 2(1.4)

139(100.0)皮革工場 55(38.5) 53(37.i) 26(18.2) 9(

6.3) 143(100.0)鉄鋼工場 16(45.7) 15(42.9) 3(8

.6) 1(2.9) 35(100.0)合計 149(47.0) ll9(37.5) 37(ll.7) 12(3.8)

317(100.0)22.この工場での労働は

快適である｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 50(36.

0) 72(51.8) 13(9.4) 4(2.9) 139(100.0)皮革工場 23(16.1) 57(39.9) 39(27.3) 24(16.8) 143(100.0)

鉄鋼工場 5(14.3) 12(34.3) 15(42.9) 3(8.6) 35(10

0.0)合計 78(24.6) 141(44.5) 67(21.1) 31(9.8

) 317(100.0)23.工場での自分の技能は平均水準より高い｡強く妥当 妥当

妥当しない 全くしない 合計縫製工場 36(25.9) 75(54.0) 23(16.

5) 5(3.6) 139(100.0)皮革工場 24(16.8) 76

(53.I) 37(25,9) 6(4.2) 143(100.0)鉄鋼工場 ll(31.4) 19(54.3) 5(14.3)

35(100.0)合計 71(22.4) 170(53.6) 65(20.5) ll(3.5) 317(100.0)

24,良い実績を上げ社会的に高い評価を得たい｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くし

ない 合計縫製工場 102(73.4) 31(22.3)

6(4.3) 139(100.0)皮革工場 84(58.7) 48(33.6)

9(6.3) 2(1.4) 143(loo.0)鉄鋼工場 28(80.0) 7(20.0)

35(100.0)合計 214(67.5) 86(27.1) 15(4.7) 2(0

.6) 317(100.0)25.この工場では労働者の不満を監督者に主張するのは難しいO強

く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 27(19.4) 49(35

.3) 28(20.I) 35(25.2) 139(100.0)皮革工場 46(32.2) 56(39.2) 27(18.9)

14(9.8) 143(100.0)鉄鋼工場 8(22.9) 8(22.9) 9(25.7) lO(28,6) 35(100.0

)合計 81(25.6) 113(35.6) 64(20.2) 59(18.6) 3

17(100.0)2().私は職場の同僚と良い協力関係にある｡強く妥当

妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 98(70.5) 34(24.5) 4(2



27.工場経営者に対 して忠誠心を感じる｡

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない

合計縫製工場 98(70.5) 39(28.I) 2(1.4)

139(100.0)皮革工場 71(49.7) 55(38.5) 10(7.0) 7(

4.9) 143(100.0)鉄鋼工場 27(77.I)

8(22.9) 35(100.0)合計 l96(6l.8) 102(32.2) 12(3.8) 7(2.2) 317(10

0.0)28.効率よく業務を履行する方法を習

得 している｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 66(47.5)

47(33.8) 16(ll.5) 10(7.2) 139(100.0)皮革工場 56(39.2) 55(38.5) 16(ll.2) 16(ll.2) 143(100.0)

鉄鋼工場 15(42.9) 14(40.0) 4(ll.4) 2(5.7) 35(100

.0)合計 137(43.2) 116(36.6) 36(ll.4)

28(8.8) 317(100.0)29.自分の仕事に誇 りを感じる｡強く妥当 妥当

妥当しない 全くしない 合計縫製工場 73(52.5) 52(37.4) 9(6

.5) 5(3,6) 139(100.0)皮革工場 71(49.7) 55(38.

5) 14(9.8) 3(2.I) 143(loo.0)鉄鋼工場 16(45.7) 15(42.9) 3(8.6) i(2.9)

35(100.0)合計 160(50.5

) l22(38.5) 26(8.2) 9(2.8) 317(loo.0)30.この

企業の成長のためなら喜んで一生懸命働く｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合

計縫製工場 92(66.2) 42(30.2) 4(2.9) 1(0.

7) 139(100.0)皮革工場 91(63.6) 43(30.1) 7(4,9

) 2(i.4) 143(100.0)鉄鋼工場 23(65.7) 12(34.3) (0)

(0) 35(loo.0)合計 206(65.0) 97(30.6) ll(3,5)

2(0.6) 317(100.0)31.より良い給料と職位をめざして常に一生

懸命働いている｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 lO6(76.3) 27(19.4) 4(2.9) 2(1.4) 139

(loo.0)皮革工場 99(69.2) 36(25.2) 8(5.6) 14

3(100.0)鉄鋼工場 29(82.9) 4(ll.4) 2(5.7) 35(l

oo.0)合計 234(73.8) 67(2日) 14(4.4) 2(0.6) 317(

loo.0)32.この工場で働いていることは自慢である｡強く妥当 妥当 妥当し

ない 全くしない 合計縫製工場 78(56.1) 40(28.8) 12(8.6) 9(6



33.昇進を強く望む｡

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない

合計縫製工場 42(30.2) 40(28.8) 20(14.4) 37(26.6)

139(100.0)皮革工場 48(33.6) 30(21.0) 24(16.8) 41(2

8.7) 143(loo.0)鉄鋼工場 14(40.0) 15(42.9) 3(8

.6) 3(8.6) 35(loo.0)合計 104(32.8) 85(26.8) 47(14.8) 81(25.6

) 317(loo.0)34.職場は調和が

とれている｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 102(73

.4) 31(22.3) 3(2.2) 3(2.2) 139(100.0)皮革工場 86(60.1) 40(28.0) 14(9.8) 3(2.1) 143(

100,0)鉄鋼工場 23(65.7) lO(28.6) 2(5.7) 35(

100.0)合計 211(66.6) 81(25.6) 19(6.0) 6(i.9)

317(100.0)35.割り当てられた以上に働けるよう努力している｡強く妥当 妥当

妥当しない 全くしない 合計縫製工場 84(60.4) 4l(29.5) ll(7.

9) 3(2.2) 139(100.0)皮革工場 70(49.0) 44(30.8

) 22(15.4) 7(4.9) 143(100.0)鉄鋼工場 20(57.1) 8(22.9) 6(17.1) 1(2.9

) 35(100.0)合計 174(54

.9) 93(29.3) 39(12.3) ll(3.5) 317(loo,0)36.ときど

き仕事に集中できないことがある｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 37(26.6) 52(37.4) 26(l8.7) 24(17.3) l39(loo

.0)皮革工場 36(25.2) 57(39.9) 29(20.3) 21(14.7)

143(100,0)鉄鋼工場 8(22.9) 12(34.3) 7(20.0

) 8(22.9) 35(loo.0)合計 81(25.6) 121(38.2) 62(

19.6) 53(16.7) 317(100.0)37.私はこの工場に愛着を持っている｡強

く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 55(39.6) 58(41

.7) 12(8.6) 14(10.1) 139(loo.0)皮革工場 38(26.6) 58(40.6) 23(16.1) 24(16.8) 143(100.0)

鉄鋼工場 ll(31.4) 15(42.9) 8(22.9) 1(2.9) 35(100.

0)合計 104(32.8) 13l(41.3) 43(13.6) 39(12.3) 31

7(loo.0)38.仕事中に欲求不満を感じる｡強く妥当 妥当 妥当しない 全く

しない 合計縫製工場 31(22.3) 34(24.5) 31(22.3) 43(30.9)



39.労働者は理にかなった説明もなく解雇やレイオフされるおそれがある.

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない

合計縫製工場 28(20.I) 16(ll.5) 21(15.1) 74(53.2)

139(100.0)皮革工場 57(39.9) 41(28.7) 20(14.0) 25(1

7.5) 143(100.0)鉄鋼工場 7(20.0) 3(8.6) 7(20.0

) 18(5l.4) 35(100.0)合計 92(29.0) 60(18.9) 48(15.i) ll7(36.9) 317

(100.0)40.ときどき働きたくなくなる

ことがある｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 26(l8.7)

54(38.8) 29(20.9) 30(21.6) 139(loo.0)皮革工場 40(28.0) 59(41.3) 23(16.1) 21(14.7) l43(loo.0)

鉄鋼工場 6(17.i) lO(28.6) 12(34.3) 7(20.0) 35(100

.0)合計 72(22.7) 123(38.8) 64(20.2) 58(18.3

) 317(loo.0)41.給料が良くないならば､私は残業を斬る｡強く妥当 妥当 妥

当しない 全くしない 合計縫製工場 91(65.5) 17(12.2) ll(7.9)

20(14.4) 139(loo.0)皮革工場 96(67.1) 18(l2.6)

19(13.3) 10(7.0) 143(100.0)鉄鋼工場 16(45.7) ll(31.4) 6(17.1) 2(5.7) 35(100.

0)合計 203(64.0) 46(14

.5) 36(ll,4) 32(10.I) 317(100.0)42.最近では､この工場と同じ

労働条件の仕事を探すのは難しい｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 58(41.7) 47(33.8) 20(14.4) 14(10.I) 139(100

.0)皮革工場 65(45.5) 41(28.7) 21(14.7) 16(ll.2)

143(100.0)鉄鋼工場 15(42.9) 12(34.3) 6(17.1) 2(

5.7) 35(100.0)合計 138(43.5) 100(31.5) 47(14.8

) 32(10.1) 317(loo.0)43.自分はこの工場の家族の一員であると感じる｡

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 70(50.4) 45

(32.4) 9(6.5) 15(10.8) 139(100.0)皮革工場 44(30.8) 60(42.0) 25(17.5) 14(9.8) 1

43(100.0)鉄鋼工場 16(45.7

) 15(42.9) 3(8.6) 1(2.9) 35(100.0)合計 130(41.0) 120(37.9) 37(ll.7) 30(9.5) 317(1

00.0)44.この工場のために一生鬼轟命働こうという強い意志を持っている｡

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 86(61.9) 48(34.5) 5(3.



45.業務に関する意思決定に自分も参加したい｡

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない

合計縫製工場 80(57.6) 48(34.5) 6(4.3) 5(3.6)

139(100.0)皮革工場 71(49.7) 53(37.1) 9(6.3) 10(

7.0) 143(100.0)鉄鋼工場 23(65.7) 6(17.1) 5(14

.3) 1(2.9) 35(100.0)合計 174(54.9) 107(33.8) 20(6.3) 16(5.0) 317(100.0

)46.この工場で働くことに対して熱意を失っ

てしまった｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 15(10.8)

48(34.5) 3l(22.3) 45(32.4) l39(loo.0)皮革工場 34(23.8) 64(44.8) 26(18.2) 19(13.3) 143(100.0)

鉄鋼工場 5(14.3) 12(34.3) 12(34.3) 6(17.i) 35(100

.0)合計 54(17.0) 124(39.1) 69(21.8) 70(22.1)

317(100.0)47.この会社が伸びていると聞いて嬉しく思う｡強く妥当 妥

当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 115(82,7) 21(15.1)

3(2.2) 0(0) 139(100.0)皮革工場 107(74.8)

35(24.5) 1(0.7) 0(0) 143(100.0)鉄鋼工場 27(77.1) 7(20.0) I(2.9)

0(0) 35(100.0)合計 249

(78,5) 63(19.9) 5(1.6) 0(0) 317(100.0)48.この

工場では労使間には信頼関係が存在する｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 64(46.0) 54(38.8) 9(6.5) 12(8.6) 139(lo

o.0)皮革工場 43(30.1) 61(42.7) 17(ll.9) 22(15.4)

143(100.0)鉄鋼工場 22(62.9) lO(28.6) 1(2.9) 2(5.7)

35(100.0)合計 129(40.7) 125(39.4) 27(8,5) 36(l

l.4) 317(loo.0)49.この工場で仕事を続けるためならどんな仕事でも引き受ける｡

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 61(43.9) 52(37

.4) 13(9.4) 13(9.4) 139(100.0)皮革工場 55(38.5) 54(37



組織的支援 (50-57)

以下､私の会社では､

50.労働者の不平はいつも無視される｡

F 強く妥当 i 妥当 E妥当しない l全く

しない縫製工場 44(31.7) 31(22.3) 22(15.8) 42(30.2) l

39(100.0)皮革工場 48(33.6) 44(30.8) 26(18.2) 25(17

.5) 143(loo.0)鉄鋼工場 8(22.9) 12(34.3) 12(34.

3) 3(8.6) 35(loo.0)合計 100(31.5) 87(27.4) 60(18.9) 70(22.i) 317(loo.0)

51.労働者に問題が生じた場合､会社の助けが

得 られる｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 54(38.8)

51(36.7) 16(ll.5) 18(12.9) 139(100.0)皮革工場 29(20.3) 48(33.6) 30(21.0) 36(25.2) 143(100.0)

鉄鋼工場 15(42.9) 16(45.7) 2(5.7) 2(5.7) 35(100.

0)合計 98(30.9) 115(36.3) 48(15.1) 56(17.

7) 317(100.0)52.工場経営者は労働者を信頼 している｡強く妥当 妥当 妥当し

ない 全くしない 合計縫製工場 49(35.3) 50(36.0) 20(14.4) 2

0(14.4) 139(100.0)皮革工場 34(23.8) 49(34.3)

30(21.0) 30(21.0) 143(100.0)鉄鋼工場 23(65.7) 9(25.7) i(2.9) 2(5.7) 35(

100.0)合計 106(33.4) 1

08(34.1) 51(16.1) 52(16.4) 317(100.0)53.工場長は労働

者の作業ミスについて寛容である｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 56(40.3) 55(39.6) 17(12.2) ll(7.9) 1

39(100.0)皮革工場 32(22.4) 69(48.3) 19(13.3) 23(1

6.1) 143(loo.0)鉄鋼工場 16(45.7) 16(45.7) 3(8.6)

35(100.0)合計 104(32.8) 140(44.2) 39(12.3)

34(10.7) SIT(100.0)54.工場経営者は労働者の健康に気を使ってくれる.

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 67(48,2) 54(

38.8) 8(5.8) 10(7.2) 139(100.0)皮革工場 34(23.8) 44(30



55.工場経営者は労働者の仕事を評価してくれる｡

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない

合計縫製工場 65(46.8) 36(25.9) 18(12.9) 20(14.4)

139(100.0)皮革工場 26(18.2) 37(25.9) 34(23.8) 46(3

2.2) 143(100.0)鉄鋼工場 8(22.9) 10(28.6) ll(31.

4) 6(17.1) 35(100.0)合計 99(31.2) 83(26.2) 63(19,9) 72(22.7) 31

7(100.0)56.工場は労働条件の改善に

努めている｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 60(43.2)

47(33.8) 20(14.4) 12(8.6) 139(1Ⅸ).0)皮革工場 46(32.2) 34(23.8) 38(26.6) 25(17.5) 143(100.0)

鉄鋼工場 16(45.7) 12(34.3) 4(ll.4) 3(8.6) 35(100

.0)合計 122(38.5) 93(29.3) 62(19.6) 40(12

.6) 317(100.0)57.労働者は敬意を持って扱われている｡強く妥当 妥当

妥当しない 全くしない 合計縫製工場 63(45.3) 54(38.8) 15(10.8)

7(5.0) 139(loo.0)皮革工場 39(27.3) 52(36.4)

35(24,5) 】7(ll.9) 143(100.0)鉄鋼工場 17(48.6) 12(34.3) 4(ll.4) 2(5.7) 35(100.0)

合計 119(37.5) 118(37.2) 54(17.0) 26(8

.2) 317(100.0)払王掠､あなたと最も近い関係にある監督者について (58.-63.

58.監督者はえこひいきをする｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 61(43.9) 54(38.8) 16(ll,5) 8(5.8)

139(100.0)皮革工場 34(23.8) 61(42.7) 29(20.3) 19(13.3) 143(100.0)

鉄鋼工場 19(54.3) 15(42.9

) I(2.9) 35(100.0)合計 114(36.0) 130(41.0) 4

6(14.5) 27(8.5) 317(100.0)59.監督者は労働者を信頼している｡強

く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 55(39.6) 57(4

1.0) 15(lO.8) 12(8.6) 139(100.0)皮革工場 35(24.5) 53(3



60.監督者は信頼できる｡

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない

合計縫製工場 57(41.0) 51(36.7) 17(12.2) 14(10.1)

139(100.0)皮革工場 33(23.1) 53(37.1) 33(23.1) 24(1

6.8) 143(100.0)鉄鋼工場 19(54.3) 14(40.0) I(2

.9) 1(2.9) 35(100.0)合計 109(34.4) 118(37.2) 51(16.1) 39(12.3)

317(100.0)61.監督者は労働者を

公平に扱う｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 58(41.7

) 61(43.9) 16(ll.5) 4(2.9) 139(100.0)皮革工場 28(19.6) 68(47.6) 31(21.7) l6(ll2)

143(100.0)鉄鋼工場 21(60.0) 14(40.0) 35(loo

.0)合計 107(33.8) 143(45.1) 47(14.8) 2

0(6.3) 317(loo.0)62,監督者は労働者をよく怒鳴る｡強く妥当 妥当 妥当

しない 全くしない 合計縫製工場 30(21.6) 46(33.1) 28(20.I)

35(25.2) 139(100.0)皮革工場 49(34.3) 55(38.5) 1

9(13.3) 20(14.0) 143(100.0)鉄鋼工場 6(17.1) 10(28.6) 9(25.7) 10(28.6)

35(100.0)合計 85(26.8

) lil(35.0) 56(17.7) 65(20.5) 317(100.0)63.監督者

は労働者の不平をうまく対処する｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 58(41.7) 53(38.1) 14(10.1) 14(10,1) 139(100

.0)皮革工場 26(l8.2) 34(23.8) 39(27.3) 44(30.8)

143(100.0)鉄鋼工場 12(34.3) 15(42.9) 5(14.3) 3(8.6)

35(loo.0)合計 96(30.3) 102(32.2) 58(18.3) 61(

19.2) 317(loo.0)64.この工場では一生懸命働けばより高い賃金が支払われる｡強

く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 75(54.0) 40(28.

8) lO(7.2) 14(10.1) 139(loo,0)皮革工場 40(28.0) 40(28.0) 32(22.4) 31

(21.7) 143(100.0)鉄鋼工場

12(34.3) 14(40.0) 5(14.3) 4(ll.4) 35(100.0)合計 127(40.1) 94(29.7) 47(14.8) 49(15.5) 317(100.

0)65.この工場では一生懸命働けば昇進できる｡強く妥当 妥当 妥当しない 全

くしない 合計縫製工場 53(38.I) 33(23.7) 25(18.0) 28(20.1) 1



66.この工場では昇進は公平になされる｡

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない

合計縫製工場 73(52.5) 37(26.6) 17(12.2) 12(8.6)

139(100.0)皮革工場 61(42.7) 46(32.2) 19(13.3) 17(l

l.9) 143(100.0)鉄鋼工場 18(51.4) 12(34.3) 2(5

.7) 3(8.6) 35(100.0)合計 152(47.9) 95(30.0) 38(12.0) 32(10.i) 317

(100.0)67.この工場では昇進の機会が

十分にある｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 27(19.4)

55(39.6) 26(18.7) 31(22.3) 139(100.0)皮革工場 37(25.9) 43(30.1) 34(23.8) 29(20.3) 143(100,0)

鉄鋼工場 7(20.0) l4(40.0) 8(22.9) 6(17.1) 35(loo

.0)合計 71(22.4) 112(35.3) 68(21.5) 66(20.8)

317(100.0)68.労働者の業績を判断する基準は公正である｡強く妥当 妥当

妥当しない 全くしない 合計縫製工場 57(41.0) 53(38.1) 22(15.

8) 7(5.0) 139(loo.0)皮革工場 47(32.9) 60

(42.0) 27(18.9) 9(6.3) 143(100.0)鉄鋼工場 ll(31.4) 18(51.4) 6(17.I) 35(

100.0)合計 115(36.3) 1

31(41.3) 55(17.4) 16(5.0) 317(100.0)69.この工場では

自分の仕事はきちんと評価されているO強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 56(40.3) 60(43.2) 14(10.1) 9(6.5) 139(1

00.0)皮革工場 38(26.6) 72(50.3) 27(18.9) 6(4.2)

143(100.0)鉄鋼工場 13(37.1) 17(48.6) 4(ll.4) 1(

2.9) 35(100.0)合計 107(33.8) 149(47.0) 45(14.2)

16(5.0) 317(loo.0)70.昇進するために最も重要なのは教育水準である｡強

く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 69(49.6) 38(2

7.3) 20(14.4) 12(8.6) 139(100.0)皮革工場 6l(42.7) 49



以下は､あなたの社会についての賀間｡

71.どんなに一生懸命働いても､自分の社会での生活水準を高めることはできない｡

i 強く妥当 l 妥当 ー妥当しないl査て七
五い縫製工場 31(22.3) 42(30.2) 30(21.6) 36(25.9) l3

9(100.0)皮革工場 43(30.i) 47(32.9) 22(15.4) 31(21.

7) 143(100.0)鉄鋼工場 9(25.7) ll(31.4) ll(31.4)

4(ll.4) 35(100.0)合計 l 83(26.2) 100(31.5) 63(

l9.9) 71(22.4) 317(loo.0)72.私達は他人につけこまれないように彼らの行動をチェッ

クする｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 41(29.5) 5

8(41.7) 21(15.1) 】9(13.7) 139(100.0)皮革工場 54(37

.8) 46(32.2) 28(19.6) 15(10.5) 143(loo.0)鉄鋼工場 ll(31.4) ll(31.4) 8(22.9) 5(14.3) 35(loo.0)

合計 106(33.4) 115(36.3) 57(18,0) 39(12.3) 317(loo

.0)73.この社会の人達は利益を得るために他人をうまく利用する｡強く妥当 妥当 妥当しな

い 全くしない 合計縫製工場 38(27.3) 48(34.5) 27(19.4) 26

(18.7) l39(loo,0)皮革工場 37(25.9) 45(31.5) 35

(24.5) 26(18.2) 143(loo.0)鉄鋼工場 12(34.3) 9(25.7) 6(17.i) 8(22.9)

35(100.0)合計 87(27.4

) 102(32.2) 68(21.5) 60(18.9) 317(100.0)74.この

社会の人達はとても信頼できるD強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 lO(7.2) 34(24.5) 37(26.6) 58(41.7) 139(100.

0)皮革工場 14(9.8) 23(16.I) 47(32.9) 59(41.3)

143(100.0)鉄鋼工場 3(8.6) 7(20.0) 13(37.1)

12(34,3) 35(100.0)合計 27(8.5) 64(20.2) 97(30.

6) 129(40.7) SIT(loo.0)75.人間は､本来､善いものである｡強く

妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 48(34.5) 56(40.

3) 20(14.4) 15(10,8) 139(100.0)皮革工場 53(37.1) 60(4



76.人々は生来お互いに助け合おうとする｡

強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない

合計縫製工場 57(41.0) 63(45.3) 10(7.2) 9(6.5)

139(100.0)皮革工場 65(45.5) 61(42.7) 14(9.8) 3(

2.1) 143(100.0)鉄鋼工場 ll(3l.4) 20(57.1) 2(5

.7) 2(5.7) 35(100.0)合計 133(42.0) 144(45.4) 26(8.2) 14(4.4) 317(100.

0)77.子供はより良い人生のために学校で勉

強すべきだ｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 131(94.2) 7(5.0) I(0.7) 139(1

00.0)皮革工場 133(93.0) 10(7.0)

143(100.0)鉄鋼工場 32(91.4) 3(8.6)

35(100.0)合計 296(93.4) 20(6.3) 1(0.3) 317(100.0

)78.宗教を心から信じても､それが自分に幸運をもたらすとは思わない｡強く妥当 妥当 妥当

しない 全くしない 合計縫製工場 37(26.6) 41(29.5) 40(28.8)

21(15.i) 139(100.0)皮革工場 47(32.9) 41(28,7)

38(26.6) 17(ll.9) 143(loo.0)鉄鋼工場 6(17.1) 14(40.0) 9(25.7) 6(17

.1) 35(100.0)合計 90(2

8.4) 96(30.3) 87(27.4) 44(13.9) 317(100.0)79.他

人の問題に巻き込まれたくはない｡強く妥当 妥当 妥当しない 全くしない 合計縫製工場 43(30.9) 41(29.5) 30(21.6) 25(18.0) 139(lo

o.0)皮革工場 72(50.3) 31(21.7) 21(14.7) 19(13.3)

143(100.0)鉄柵⊥ 9(25.7) 13(37.1)

9(25.7) 4(ll.4) 35(loo.0)合計 124(39.1) 85(26.8) 60(18.9) 48(

15.1) 317(100.0)80.他人を助けることと自

分の利益どちらが大事か｡他人 自分 合計縫製工場 53(38.4) 85(61.6) 138(loo

.0)皮革工場 33(23.2) 109(76.8) 142(10

0.0)鉄鋼工場 6(17.I) 29(82.9) 35(100.0)合計 92(2

9.2) 223(70.8) 315(100.0)83.自分にとって高賃金と雇用の保証のどち

らが大切か｡高賃金 どちらかと言えば賃金 どちらかと言えば保証 雇用の保証

合計縫製工場 ll(7.9) 12(8.6) 55(39.6) 6l(43.9) 139(100.





第8章 国際協力の課題

カンボジア王国は第二次世界大戦後の国際政治の歪をまともに受け､ベトナムによる進

攻､ラオス動乱など戦火にまみれ､インドシナ紛争の被害を長期にわたって最も激しく蒙っ

た国である｡さらにこれらの国際紛争に加えて国内的にはボル ･ポト人脈による支配､内紛

など平和で安定した時期はほとんどなかった｡

1991年のカンボジア和平のための国際協定 (パリ協定)によって暫定的に独立､統一を

目指す条件は一応整備されたが､1997年に第-首相が第二首相によって政権から追放される

など国内情勢の不安定がつづき､世界に例を見ない複数首相制から単一首相制に移行してか

ら現在まで3年程度の年月が経過したばかりである｡

こうして若きカンボジアはアセアンへの仲間入りを契機として､経済社会の発展を目標

に掲げるところとなったのである｡しかしながらカンボジアの置かれた社会経済の情勢はあ

まりにも厳しく､抱えている課題は極めて多い｡わが国はじめ先進国は言うまでもなく､近

隣のアセアン諸国がカンボジアとの友好関係を保ち､有効な協力の実をあげることがカンボ

ジアの経済社会発展にとって必須の前提となることは言うまでもないであろう｡

これらの問題に関して効果的な対応策を引き出すためには､まず､カンボジアの実態を

正確に認識することから始めなければならない.既に前述の各章では様々な判断のもとにあ

るとはいえ､かなり詳細=こ実情を明らかにしてきた｡重複を避けることは言うまでもないが､

重要な問題を整理､確認しておくことは必要であろう｡単に既存の統計によるばかりではな

く､今回の現地調査の中で初めて取り上げられた若干の実態調査から得られた貴重な材料に

ついては､その希少性のみではなく正確な情報源として有効に活用され得るものであること

を強調しておきたい｡

検討すべき第一は人口､労働力の問題である｡カンボジアの将来を託すべき国民の状態

に関して直視を避けることができないのは､長期にわたった動乱による被害の存在という負

の遺産である｡カンボジアの総人口は隣接のベトナム (7,000万人)､タイ (6,000万人)杏
大きく下回る1,200万人 (2000年時点)で,国立統計局の暫定推計によっても2,000万人に達
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するのは2021年とされている｡

この相対的に少ない人口を継承している中で､ポル ･ポト派による虐殺､動乱の影響で､

同時期に､それがなければ増加したであろうと思われる人口と現実との人口の差が200万人

ほどになっている｡この増加しなかった人口の多くは飢餓によるものであるという指摘もあ

るが､どのくらいの人口が虐殺されたのか､なお謎は多い｡真偽の究明はおくとして､現実

に現在の国民の中堅層で知識人層の薄さに反映していることは否定できない｡この国にとっ

て人材開発が急務であることを確認するときに見逃せない問題であると言わなければならな

いO単純な人口密度が63.9人化m2という数字は､アジア諸国との比較では特段に異とするも

のではないが､開発における地理的条件の困難性については第1章で述べたところである｡

次いでマクロの人口の特徴として指摘しておかなければならないのは､カンボジアは非常

に若い人口の国であるということであり､年少従属人口指数が80%と高く､TPRも5.3とラ

オスを除く近隣諸国を大きく上回っていることである｡しかも国民に家族計画の知識が希薄

であるばかりではなく､政策当局が暗黙ながら人口増加政策に傾いていることは見逃せない｡

こうした条件はかなりの長期にわたって､経済成長の成果を国民の所得､生活水準の上昇に

反映させる条件を奪う結果となりかねないと言えよう｡

さらに､国民の質の問題として指摘しておかなければならないのは､識字率の低さ､就学

率の低さである｡このことも､ながきにわたる動乱の被害者としての現実と言わなければな

らない側面を明らかにしている｡こうした条件の改善には目に見えぬ､しかし長期にわたる

対応が欠かせないことは､何よりも先ず認識しておかなければならない問題と言えよう｡

識字率に関しては ｢何らかの言語によって簡単なメッセージを読み書きできる15歳以上人

口の比率｣として1999年の社会経済調査では定義されている｡これによれば､工場労働者の

主体となる10歳代後半から30歳代前半層の識字率は男性87%､女性77%と比較的高いが､こ

の調査では識字テストではなく､自己申告によっているという事実がある｡実態を知るため

の信頼度の高いはずの情報でも慎重に扱わなければならないと言えよう｡

また他方､学歴に示される国民の質的レベルに関しても同様の事情がある｡例えば､初等

教育の修了者の比率の数字でも｢5年ないし6年の教育を終了したこと｣を意味しないで､｢学校

にいったいことがある｣という程度に解釈すべきであろうと指摘されている｡

第2の問題として､産業､経済の厳しい実態である｡1990年後半､世界銀行の推計によれ

ば平均成長率は4%台と､政情安定の効果も享受しつつある｡とはいえ､水準として見れば､

1990年代後半1人当たりの国内総生産は290USドル前後という､LLDCの中でも低位にあるこ

とである｡またこうした経済を構造面から見れば､農業中心の体質を脱していないことであ

る｡さらに､生産性の条件を反映して､当然ながら就業構造面では､実に75%が農業で､製

造業は6%にすぎないし､経済構造の近代化の程度を反映して､被雇用者のウエイトは15%

で､自営業主37%､家族労働者46%という前近代的就業構造体質が維持されている｡公式失

業率0.5%という低位と合わせてみると不完全就業構造体質を見なければならない｡

雇用創出に関しては｢第1次社会経済開発計画(1996-2000)｣の記述などによれば､雇用機会
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の創出要因として大きく期待されているのは､小規模自営およびインフォーマルセクターで

あるとされ､他方での技術 ･職業教育および訓練が強調していることにも表れていると言え

る｡こうした事情に関連して指摘しておかなければならないのは､労働省 (MOSI〃Y)は

地方に職業紹介所を有しているとはいえ､職業訓練センターにおいて修了生に対する職業斡

旋を行っていないという実情にも触れないわけにはいかない｡訓#センターは従来ILOの援

助を受けて運営されていたが､1996年以降はアジア開発銀行 (ADB)のプロジェクトの一

環として運営されることになるなど､制度的には充実されているかに見える｡しかし､教育

省の職業訓練局でプノンペン市のサンプル調査を行っている以外は､労働省では技能に関す

る産業界のニーズの把握のための情報収集もほとんど着手されていないなどの指摘もある.

こうした農業中心の産業構造からの脱却を任務とする製造業について若干検討してみよう｡

開発途上国としては共通ながら労働集約的業種中心であることは言うまでもないが､カンボ

ジアでは労働集約的な業種しか存在しないことである｡就業面では圧倒的多数 (推副では

80%強)は縫製業で､製靴業若干､希少例としてトタン製造業があるのみである｡

しかしこれら業種の企業のほとんどが外資系で､1989年7月の外国投資法施行以降､増加

を始めた｡前半はタイからの投資が中心で､1990年代後半になるとアセアン諸国に代わって､

台湾､中国､香港等からの投資が過半を占めるまでになっている｡これらの投資急増の背景

としては､1995年にEU､日本などからの一般特恵関税の適用がこれを促進したとされる｡

輸出の状態から見ると近年､特恵のシェアは80%前後と高い｡しかし､こうした現実は､特

恵の多国間繊維協定 (MFA)の失効やクオータの消化などによるこれら企業の撤退の可能

性という危倶すべき展開が予想されている｡

カンボジアには雇用労働者が少ないにもかかわらずというより､そうした条件を抱えてい

る開発途上国であるがゆえに､労働法制など労働行政制度の整備水準は高い｡例えば､ILO

条約の批准数は8であり､週労働時間の48時間制､最低賃金は45USドルと工場労働者の平均

水準の約50%で類似労働の市場賃金を2-3割上回るなどである｡こうした条件は企業経営者

にとってはかなり厳しいものであろうし､労働生産性を考慮に入れれば､賃金コストの負担

が国際競争条件に大きな影響を与えていることも否定できない｡

途上国の持つこうした条件は他の近隣の途上国の場合にも共通しているわけだが､外国か

らの直接投資受け入れを実質的に難しくさせている現実も見逃すことはできない｡行政の運

用上の問題がこうした条件の克服につながるように機能しているかについても判断し得る材

料があるとは言えないのが実態である｡実態はむしろ逆で職業訓練の実施に当たって､産業

界のニーズに合致するプログラムを組むための情報収集が欠如していること､訓練修了生の

職業斡旋が行われていないことなど､先に指摘したところである｡

また就業構造で見たように､個人事業主､家族従業者に依存する生業的企業が圧倒的に多

い実態のもとで､労働法の適用が近隣諸国の7人ないし8人以上企業という状況に対し､この

国では1人までが適用除外となっている｡制度の建前と実態が見合っているかどうかは､監

督に当たる行政職員数と零細企業数のとのバランスから容易に識別することができる｡さら
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に行政の機能不備を補足すべき民間企業の労務管理の実態を見ると､例えば､最低賃金は現

状では縫製業および製靴業については経営者団体とMOSLVYとの合意によるとされており､

これらの経営者団体の意向はそのほとんどが外資系であることを考慮すると､最低賃金が一

般市場賃金へどの程度影響力を持っているかを判断することはできない｡

現在では､製造業のシェアが小さく､かつ､労働集約的業種に限られているとはいえ､今

後の労働市場の形成にとって､その影響は決して無視し得ないところから､今回の現地調査

でこれら職種の企業と労働者について労務管理の実態調査を行った｡

この企業実態調査の結果から重要な点を整理してみると､労働者が "仕事は単調である"

とする割合は65%､ "業務の指導を受けたことのあるもの日は77%､ "工場規則は厳しい"

が66.2%などとなっており､低レベルながらも労務管理は一定の役割を果たしていると見て

よいであろう｡その結果､労働者が工場経営者に対し忠誠心を感じる(94.0%)､仕事に誇り

を感じる (89%)､企業の成長のために喜んで働く (95.6%)となっており､本音はともか

く建前としては労務管理は一応の成果をあげていると言えるであろう0

しかしながら､調査結果を厳密に分析したところでの総括的評価としては､職務行動､職

務態度と工場勤務に関わる認知の程度との関係から見て､カンボジアの労務管理のレベルは

初歩的段階にとどまっており､今後においてもモラールを高めるなど管理のあり方の改善を

必要とするという結論にいたった｡こうした意味での経営者への啓発活動も有効であると認

識された｡他方で､労働者側の反応としてr高賃金｣と ｢雇用保障｣の選択では圧倒的に後者

(83%)であり､他方で､ ｢現在と同じ労働条件の仕事を探すのは難しい｣(75%)という状況

判断を持っているということを理解すると､労務管理とその成果の評価には若干の留保がな

されてしかるべきであるとも言えよう｡

こうした労働者の意識の背景事情として､経済的状態に若干触れておこう｡

カンボジアの所得水準に関してはマクロ的には国民l人当たりGDPが300USドル程度であ

ることから､およその生活水準の判断は可能であろう｡しかし､学歴格差､職業格差が大き

いことから類推される所得分布に触れないわけにいかない｡今回現地調査の一環として行わ

れた､ rプノンペン市民意識調査｣によれば､個人所得の月額分布としては､無所得34.1%､

50USドル以下32.5%､51USドル以上150USDドル以下が27%､他方151USドル以上6.3%とい

う分布で､平均51.3USドルという状態になっているため､正確な判断は難しいと言えよう｡

特に無所得グループに着目すると農業で6割以上､販売 ･サービスで2割5分､事務の2割弱な

どとなっており､不完全就業的基調のもとにある複数就業世帯の家計構造が注目される｡家

族計画の意識の低さ､出生率の高さなどとの関連を無視できるものではない｡

なお不完全就業に関連して副業の状態に触れてみよう｡前述の市民意識調査によれば副業

を持つものは有業者17.7%で､公務員では20.7%と民間の15.3%よりかなり高い｡また職業

別では専門 ･管理が28.7%､事務が25.6%と高く､その他の分野では低い｡概して副業は社

会的経済的地位の高い者の間で行われていると言える｡従って通常､不足する収入を補填す

るものと位置付けられる副業の有無と所得との間には逆の相関があることになり､所得の低
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さを副業で補っているとは言えない｡

近年､西欧先進国では高水準失業の打開のために､ワークシェアリングが重視されるよう

になってきているが､所得分布､副業などのあり方からこの国の状態を見てみると長期的対

応を不可避とする課題を抱えていることは明らかである｡

以上限られた額域とはいえ､いくつかの分野の抱えている厳しい実態と､課題を整理して

きた｡対応すべき課題が多く､緊急性が高いことが改めて認識された｡

従来からもわが国の経済協力に関しては民間との協力に立って､ ｢総合的経済協力｣とい

う概念の下でなされるべきとされてきた｡この中で､貧困開発途上国に関しては､政府開発

援助主体で､社会的インフラストラクチャー整備を通じた産業発展の基盤作りに焦点を当て

るとともに､食料増産を図ることとされている｡民間部門の主体性重視という基本原則にた

って､政府が一定の役割を果たしていくことが期待されていることは重ねて言うまでもない

が､社会的インフラ整備の問題では政府の重要性はより大である｡現にカンボジア政府側か

らも､これまでのわが国との協力に基づいた､技術面､財政面での支援の実績を強調し､今

後の継続､充実への期待が表明されている｡その中では､これまでの職業訓練センターの建

設運営や労働衛生に関する当局者の日本における研修などの成果が評価されているとともに､

今後の地域職業訓練センターへの技術協力が提案されている｡

民間の直接投資が進展していない現状で､長期的人材育成の条件整備も効果をあげるにい

たっていないカンボジアの実情から､わが国政府の果たすべき役割は大きいと言えよう｡

具体的には､人口増加や近い将来に予測される特恵関税割りあての失効など現時点で予測

し得る様々な条件を考慮した包括的なマクロ経済政策形成のための技術的支援が重要になる

だろう｡カンボジアの現状では同国独自で､こうしたマクロ経済政策や国家開発政策を形成

することは困難であると予測され 現在の雇用環境の維持､さらに新規雇用の創出を図るた

めにもこれらの政策立案が重要になる｡

さらに家族計画の普及から始めて､人材育成の分野における課題は大きく､民間との接点

になるべき､職業教育充実にいたるまでの長期的視点に立つ人材開発こそが戦略的ポイント

というべきであろう｡
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第9章 調査団メンバー､調査協力者､日程､収集資料

1.調査研究メンバー

(1)国内委員会

黒 田 俊 夫

岡 崎 陽 一

降 失 意 一

席 洋 之 介

清 水 浩 昭

駒 井 洋

大 野 昭 彦

天 川 直 子

広 瀬 次 雄

楠 本 修

星 合 千 春

加 藤 祐 子

(2)現地調査メンバー

洋

彦

子

修

昭

直

井

野

川

本

駒

大

天

楠

日本大学人口研究所名巻所長

元厚生省人口問題研究所所長 (主査)

日本家庭問題研究協会副会長

東京大学東洋文化研究所長

日本大学文理学部教授

筑波大学社会科学系教授

青山学院大学国際政治経済学部教授

日本貿易撮興会-アジア経済研究所研究員

財団法人アジア人口･開発協会常務理事 ･事務局長

財団法人アジア人口･開発協会主任研究員

財団法人アジア人口･開発協会国際株長

財団法人アジア人tj･開発協会渉外課長

団長 (前出)

団員 (前出)

団員 (前出)

団員 (前出)



2.調査協力者

日本大使館

山 本 栄 二 参事官

淡 辺 祐 二 二等書記官

避退

原 智 佐 国際協力事業団 カンボジア事務所次長

斎 藤 克 義 国際協力事業団 カンボジア事務所次長

岡 島 克 樹 国際協力事業団 カンボジア事務所プロジェクト形成アドバイザー

旦_金

Mrs.MenSamAn,MP,Chairperson,CommissionofPublicHealth,SocialWorks,andWomen'S
Affairs

Mr.PenPannha,MP,ViceChairman,CommitteeofEconomyPlanmngInvestmentAgricultureRural
developmentandEnyironment.

赴簸釜

Mr.PleSManola,UnderSecretaryofState.MinistryofForeignAffairsandInternational
Cooperation,

Mr.HosSereythonh,DeputyDirector,Asia-PacificDepartment,MinistlyOfForeignAffairsand
IntemationalCooperation.

Mr.LoaSokSamphea,DepatlmentofAmelicas,MinistryofForeignAffailSandInternational
Cooperation.

Ms.LisaSokahNagatuka,DepartmentofASEAN,MinistryofForeignAff'lirsandinternational
Cooperation.

社会 ･労働省

Mr.IthSamHeng,Minister,MinistryofSocialAffahs,Labour,VocationalTrainingandYouth
Rehabili(ation
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Mr,VorigSauth,UnderSecretaryofState,MinistryofSocialAffairs,Labour,VocationalTrainingand
YouthRehabilitation

Mr.ThachSem,Minis(er'sAdviserinchargeofLabourandVocationalTraining,MinistryofSocial
Affairs,Labour,VocationalTrainingandYouthRehabilitation

林 民夫､Minister'sAdviser,MinistryofSocialAffairs,Labour,VocationalTrainhlgandYotlth
Rehabilitation

MIL.HoeungSophon,Director,TechnicalVocational&LabourMarketDepartment,MinistryofSocial
Affairs,Labour,VocationalTrainingandYouthRehabilitation

Mr.HeangVeasna,DeputyDirectorJnterTlationalCooperationandReliefAidDepartment,Ministry
ofSocialAffairs,Laboul.,Ⅵ)仁ationalTrainingandYouthRehabilitation

Mr.PhangThareth,DeputyDirector,DepartmentofVocationalTraining,MinistryofSocialAffairs,
Laboul,VocationalTrainingandYouthRehabilita(ion

計 画 省

M1..OuOrhat,Secl'etaryOfState,MinisterofPlannlng

Ml-,SamSyThan,Director,NatiorlalInstituteofStatistics,MinistlyOfPlannmg

農村開発省

Mr.LyThuch,StateSecretary,MinistryofRuralDevelopment

Mr.SuosKong,UnderStateSecretary,MinistryofRuralDevelopment

勉艶董

Mr.SoVictor,UnderSecretaryofState,MinistryofEconomyandFinance

Mr.UllTainglm,GeneralDileCtOr,TheCambodianNationalhlSulanCeCompany(CAMINCO),
MinistlyOfEconomyandFinance

Ml..RathSaRath,ReinsuranceManager,TheCambodianNationalInsuranceCompany(CAMINCO),
MinistryofEconomyandFinance
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国家開発委員会

Dll.HingThoraxy,Director,ProjectMonitonngDepartment,CouncilfortheDevelopmentof
Calllbodia(CDC)

MIL.SokChendaSophea,SecretaryGeneral,ProjectMonitorlngDepartment,Councilforthe
DevelopmentofCambodia(CDC)

プノンペン特別市

Mr.CheaSophara,Govemor,MunicipalityofPhnomPenh

Mr.ChhornSopheap,AdvisorandAssistanttotheGovemorofMunicipalityofPhnomPenh

厘皇室

Ml.LoVeasnaKiry,DeputyDirector,lnchalgeOfHealthPolicy&Planmng,Healtheconomics&
Financirlg,DepallmentofPlanning&HealthInformation,MinistryofHea一th

』Q

Ms.MitsukoHoliuchi,RegionalDileCtOr,AsiaPacificRegion,InterrlationalLabou1'01-ganization
(ILO)

Mr.S.lanCummlngS,SeniorSpecialistinVocationalTraining

Mr.WinstonRuebenDudley,DeputyRegionalDirector,lntemationalLabourOlganization

HenryR.liatton,Director,InternationalLabourOrganizationILOOfficefortheSouthPaciflC
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3.日程

調査日程

9月10日～23日

9月10日 (日)

･11:00成田発 (JL717) 15:15 バンコク着 (駒井､大野､楠本)

･17:30バンコク発 (PG923) 18:45 プノンペン着

･現地カウンターパートと調査概要協議｡

9月11日(月)
･日本大使館訪問｡山本栄二参事官よりカンボジアの労働状況について説明を聞く｡

･プノンペン特別区庁舎訪問｡チェア ･ソファラ･プノンペン知事からプノンペンの労働事

情について説明を受ける｡

･カンボジア国会訪問｡メン･サム ･アン･カンボジア人口･開発議員連盟会長と調査内容

を協議｡

･JICA訪問｡原智佐副所長より労働 ･職業訓練分野における協力の現状について説明を受け

る｡

9月12日(火)
･外務 ･国際協力省訪問｡プレス ･マノラ次官補より日本一カンボジアの協力関係について

話を聞く｡

･社会 ･労働 ･職業訓練 ･青年リハビリ省 (MOSLVY)訪問｡ボン･サウト次官補から労働

事情について説明を聞き､調査内容について協議｡

･商務省訪問｡ソク･ソァナ次官より､輸出割当の今後の展望と､開発計画について説明を

受ける｡

･JICAプロジェクト･オフィス訪問｡OMIC山崎勇部長より､米の流通と価格について説明

を受ける｡

･UNDP訪問｡資料収集O
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9月13日(水)
･計画省訪問｡オウ･オルハット次官より労働力現状と開発副画について説明を受ける｡

･デビッド･タン･カンボジア縫製業協会副会長とカンボジアの縫製業の現状について話を

聞く｡

･カンボジアへの投資の概況とカンボジアの産業について,ボバナ ･キム ･タイ ･ブ-ン･

ルーン社長 (前カンボジア商工会議所事務局長)より説明を受ける｡

･カンボジア開発評議会 (CDC)訪問｡ソク･チェンダ事務局長よりカンボジアの開発計画

について説明を受ける｡

･計画省統計局訪問｡サン･シ･タン統計部長と資料の現状について協議 ･資料収集0

9月14日(木)
･BestHonourlnternationallimited(縫製工場)訪問｡テン.ブンマ-TBR会長表敬｡企業の活

動内容について説明を聞き､調査票調査｡

･suntex社訪問｡ウイルソン･チェン工場長より説明を受ける｡

9月15日(金)
･BestHonourlntemationallimited(縫製工場)調査票調査 (調査補助員による)｡

･大蔵省訪問｡ソー ･ビクター次官補よりマクロ経済政策､外国からの投資について説明を

受ける｡

･教育 ･青年･スポーツ省訪問｡ピッチ･ソフアン職業訓練局長より教育制度､職業訓練制

度について説明を受ける｡

･保健省訪問｡ロ･ベア･スナ課長補佐より公衆衛生､出生率､死亡率､その他人口の現状

について説明を受ける｡

9月16日(i)
･農村工業視察｡

･ラタナ ･プノンペン大学社会学専任講師と工場調査について協議｡

9月17日(日)

･調査票入力作業｡

9月18日(月)
･タイーカンボジア職業訓練センター訪問｡人間資源開発に現状について説明を受ける｡

･カンボジア国立保険会社訪問｡フン･タイン･イン社長よりカンボジアの社会保険 ･保障

制度について説明を受ける｡

･農村開発省訪問｡リ･テユツチ次官より農村における雇用の現状について説明を受ける｡
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9月19日(火)
･Eas(ernSteelCo.Ltd.訪問｡工場調査｡

･uNFPAカンボジア事務所訪問D全日良子駐在所長より､カンボジアのエイズ問題等につい

て説明を受ける｡

9月20日(水)

･10:30プノンペン発 12:00 バンコク着 (pG921) (大野 ･楠本)

･ILOアジア太平洋事務局訪問｡堀内光子局長とカンボジアの労働法､労使関係､経済環境､

カンボジアからの労働移動の現状について協議を行う｡

･20:50バンコク発 22:00 プノンペン着 (vJO38)

･プノンペン市社会調査 (駒井､エン･サムアン)0

･資料収集 (天川)0

9月21日(木)

･MillgDaFootwearIndustrialCo.Ltd.GreatDragonFactory(製靴工場)訪問｡YangChinsPo社

長より企業の説明を受ける｡調査票調査｡

･メコン委員会訪問.チュ一 ･メンター博士と労働力の現状について協議を行う｡

･プノンペン市社会調査 (調査補助員による)｡

9月22日(金)
･日本大使館訪問｡山本参事官に調査結果報告｡

･外務 ･国際協力省｡プレス･マノラ外務次官補に調査結果報告｡

･社会 ･労働･職業訓練 ･青年リハビリ (MOSLVY)省訪問｡イツ･サム ･へン大臣とカン

ボジアの労働事情について協議を行い調査結果について報告｡

･GreatDragon(製靴工場)調査票調査 (調査補助員による)｡

･プノンペン市社会調査 (調査補助員による)｡

9月23日(土)
･10:35プノンペン発 14:15 香港着 (KA201)

･16:05香港発 くCX508) 21:25 成田着 (駒井､大野､天川､楠本)
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surveyonもheAttitudesandBehavior

ofFactoryWorkersinCambodia

ThefouowingSetOfquestion8hasbeenpreparedtodrawinformationonthefactory

workers0fCambodiasoaStOenhancetheteclmologicalandmanagerialcollaboration

betweenCambodiaandJapan,ThisprojectiSundertheauBPICe80fEmploymentand

HumanResourceI)evelopmentofJapan,andhence,ithSnothingtodowithyour

factory ma71ager･Soastokeepanonymityofre8pOndent･wedonota8kyourname･

Thus,pleaseanSWerfrankly･

NameofInterviewer

DateofInterview

ReferenceNo

Conductedby

APDA
(TheASianPopulationandDevelopmentAssociation)

1 Paz･tI





a)De丘nitelytrue,b)Somewhattrue,C)Somewhatincorrect,a)Dehitelyincorrect.
a ち
C D10 Ⅰhavebeent)rot)erlyinStruCtedi皿thi8factorytodomy

taSk.ll MyworkiBmOnOtOn
Ou8A)oring.12 Factoryrule8andrenllationS
aretOOStricttome.13 Ⅰundez.8tandwhatallt

hedutie80fmy]'obentail,14 WorkingCondition畠 (Sanitation,lighthg,cl

eanairetc)areSatisfactory.15 My
employmentinthiSfactorviSFuaranteed.16 ⅠhavenotRlllydevelopedtheappropriat88ki11

8andabihtie白tO8uCCe8SfunVt)erform myjob.
17 Ⅰre飢llarlyconSiderwhatⅠcandotogetaheadatwork.
18 ThelevOlo

fmyBalaryi8adeqtlateWhencon8ideredmyworkperfor
mance.19 Myworkinglifehthi8factorvDl

aVSaCentralrolemylife.20 Ⅰamintere8tedhi皿DrOvingmyBki11.

21 Ⅰenjovworkinginthi8factory.22 Workinginthi8
factoryi8COnfortable.23 Thelevelofmy8kinint
he払ctoryi8higherthantheaverage.24 Ⅰwanttoachievehigh80CialStatu8throughgood

woz.i26 hthi8factory,itisdi氏culttoeXpre88WOrkera
'di8Sati8factiononjobtoaupervi80r

S.26 Ⅰhavegoodcoo1)eration血.om myco-worker8inmyworkplace.
27 Ⅰfeelloyaltytothemanagerofthe払ct

ory.28 Ⅰhavelearnedhowtosucces8Rlllyperformmyjob

inanefficientmanner.29 Ⅰfeela8enBeOfprideinmywork
.30 Ⅰamwillingtoworkharderinordertohel
pthi8COm DanygrOW,31 Ⅰre飢llarlytrytoworkhardforbetterpaym
entandp08itio718.32 Ⅰamp

rOudtotellotheI.8ⅠWOrkforthiSfactorv.33 Ⅰ
ameagertobeT)rOmOted,34 Har
monypreVai18inmyworkphce.3

6 Ⅰtrytoworkmorethana88igned.36 Sometime8ⅠCan710tCOnCent,rate
myBelronmyta8k.37 Ⅰfeelattac

hmenttot,hefactory.38 ⅠfeelfruStrat
edwhileworkinだ.39 Worker8aretheatenedtoむeorlayoff

withoutarea80nableeXplazlation
,40 Sometine8Ⅰdonotfeellikeworkinだ.

41 Ⅰwotlldturndownextrawol.kifnotDaidwell.
42 Nowadays,itisverydiBicultto丘ndanotherjobwit】

lmOreOrele888ameWOrkingcondition80fthi8f
actory.43 Ⅰfeel'DartOfthefamily'inthi8f
actory.44 Ⅰhave8trOngwilltoworkhardinthi8factor

y.45 Ⅰwanttotakepart,icipateindcciBionmakingabotltWOrk.



OrganizationalaSSi8tanCe
InmycomDaLny, a b

C D60 Worker8'COmplaintSareu8uallyignor
ed61 HelDi8aVailablefromthecompatlyWhenworkerSarein

problem.62 The払ctorvmanager
trll8tWOrkerB.53 Thefactorymanagerwollldforgiveanhone

8tmi8takeonmyI)art.54 Thefactorymanagerc
are8abotltWOrker8'Welfare.55 Theman

agerapDreCiateSWOrker8'hardwork.56 Thefactoryi8trYingtoimDrOVeWOrkingconditionS.
57 TheworkersLaretreatedwithre8T)eCt.

Thefollowingareaboutyourimmed
iate811Pervi80r8.58 My8tlperVi80

rT)lay8血vorite8.59 My
8uDervi80rtrll8t8WOrker8.60 M
v8uT)erVi80ri8truStfu1.61
My8uperVi80rtreatBWOrker8fdirly.62 My8u1)erVi

80ryel18atWOrker8.63 MySupervi80rdealswithworker8'COmplaintS

euectively.a)stronglyagree,b)agree
,C)disagree,d)StronglydisagreeA B e

刀64 HardworkpromiSe8higherwage8inthi8血ctory.

65 HardworkpromisesprOmOtioninthisfactory66 Promotioniefi
irly(i皿T)artially)co71ducted.67 ThereareenoughopportunitieStOmOVeuptherank8(Promotion)

inthefactory.68 The8tandard8u8edtoevaluatemyworkDerforman
Cearefair.69 Myworki8prOperlyevaluat8dint

hi8factory.70 Mo8ti皿pOrtantfactorforproznotioni8thelevel
ofeducation.71Nomatterhowweworkhaldwecannoti皿prO

VeOurhving8tandard8inour80Ciety.Thefo110whgarequestionso
nyotlrsociety.72 Wecheckother8'aCtion8tOaVOidbeingtakeⅠladvantage80f.

73 Thepeopleinour80Ciety manipllhteotherstogaina

per80naladvantage.74 ThepeOT)leinotlrSOCiet

yaretruStfuI.75TheT)eODlearevirtuebynature.76 Thep
eopleareincnnedtohelpeachot】lerbynature.77 Children8hould8tudyhardin8Chooltohaveabetterl

ife.78 EventhoughⅠamreligiou88incerely,thatwillI10tbriJlgmeb

etterluck.79 Ⅰdonotwantt



81)Howoftendoyouab8entfromfactory?

82)Howo鮎nareyolllateinattendingtothefactory? Ti皿e8/month

83)Wttichdoyouthinkmoreimportantforyou,high wage80rguaranteed

employznent? ChooseOne.

a)HigherwageiSimportant,eventhoughemploymenti8notguaranteed.

b)Relatively8Peaking,higherwagei8important.

C)RelativelySpeakingguaranteedemploymenti8inpDrtant.

d)Guaranteedemploymentisimporta71t,eventhough Salaryi8nOt組tiBfactory.

-
rj一

I

I-
■■l■

t

84)Wh enyou魚nddis8atiSfactioninyourworkplace,whichofthefouowingoptionsdo

youtake?

a)WaitingpatientlyandhopinganyproblemsWill80lvethemselves

b)talkhgtotheSuPervi80rtOtryaLndmakethingsbetter

c)donothing8inCethingsCannotbeimprovedeveniflwant.

l1
1J

ー
l

ー
一

85)Wh ichtypeofjobdoyouprefer?

a)An ea8ygOingjobbutnotpaidwell

b)AjobinwhichyouareI･equiredtoworkhard,butpaidwell.

Deh itelya) ( 】

lfanything,a) l I

IfanythiJlg,b) ( I

Deanitelyb) r 】

86)Howdoyoufeelaboutquittingthisfactory?ChooseOne.

1)Iti8VeryunlikelythatIwollldconsiderleavingthisfactory.

2)A8afal･a8IcanSeeahead,IintendtoStayinthisfactory.

3)Iamnotlookingforanotherjob.ButIwinchangemyjobinthefuttlre.

4)IamSeriouSlyconsideringquittingthisfactory.

Th8nkyouverymuchforyoヽlrcooperation.

5

1

1
一
1

1

ー

-

-1
ー
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I. SocialStructure

l.Wh owllHnhentyotlr/yourfamilypropertyamongyourchildren?

a,eldestsonl ],b,eldestdatlghter[ 】,C.eldestchildren(nopreference)[ 】

d.)astsonl i e,lastdatlghterll,f,lastchlldren(nopreference)[ ]

g,equal[ 】,h,equalfbrboyl い,equalfbrgirlf ]1･NospeciflCideal ]

h.others(mdetall)r 】

2.Vnlenyoumarried,wheredldyoulive,

a.withyourparentsl ] b.nearbyyourparentsl ] C･spouse'sparentsl ]

d.nearbyspotlSe'sparentsl ] othersl I

3･Tfyoucanhaveonlyol-eChlJd,whichdoyouprefertohaveboyaboyorglll?

a.Boyl l b,Glrll I

411fyouhaveboya一一dgirlchlldren,whelltheywIShtogotosecondaryschool･butyouhave

financialcol-StralntS hlthisCase,Whichwillyouchoseeitherboyorglrlforschool?

a.Boyr ] b.Glrl【 】

II. Education

l.YourfinaleducationCareer

a,Nocareerf I,b.lessthangrade4[ ],cglade4ormorel],

d grade60rrnorel l,e.grade8ormorel ], fgrade10ormorel ],

g,UnlVerS巾′ormorel]

2.YoIIrSpOuSe'sfina一educationCareer

a.Nocareerl],b.lessthangrade4【 I,C･grade4ormorel ],

d.grade6ormorel 】,e･grade8ormorel ],f･grade10ormorel ],

g. UnlVerSityormorel ]

3 YotlrIdealeducat】oncareerLToryourchlldren･

a.hcaseofBoy;Grade4lLsecondaryschoolgraduateli,

hlghschoolgradtlatel],universltyOrmOrel 〕

b.hcaseofGlrl;Grade4【1,secondaryschoolgraduatet],

hlghschoolgraduater 】,tmlVerSltyOrmOrel ]

PalltlJ



ⅠⅠⅠ. Population

Areyoumamed? Yesl ] Nol ]

IrHaSeOfYES,pleaseanswerfollowingqueStionl

hcaseofNo,pleaseanswer1-cand2･

i.NumberofChlldren.

a.Howmanyclllldl･enhaveyoubirthsofar? Boyl ] Girll ]

bHowmanychlldrensurvivenow? Boyl ] Girll ]

C.Howmanychildrendoyouwant(yotlrIdealNtlmberofchlldren)

Boyl ] Grrll ] Totall ] Noldeal ]

2.Doyouknowfamllyplannmgmethods?YES【 】/ Nor 】

1) lncaseofYES,wheredldyougetfamilyplannmgInformation?

a.MlnlStryOfWomenAHairs'activltleSI 1,

b.MlnlStryOfHealth'saetivltleSl],

C.publlCHospltal【 】,d･PnvateHospltall ]･

e wonlen'sAssoclatlOn【 】, ∫.NGOs【 】

g.TVprograml 】., fzRad10Programl ]･ h･Frlends【 】

1. OtllerSt 1

2) hcaseofNO,doyouhaveawl1111-gtOk110WfamlyplarmlngmfomlatlOn?

somewhatWlllin

3･AleyouWl111ngtOuse/usingfamilyplarunngmethod?

Yesr ] Nor 】

1)hcaseofYES,whatkmdofmeasuresareyouusmg/wlllulgtOuse?

condoml 】, PillI i,lUDl ],hljectlOnl ], Na加al(Rhytllm)Methodt 】

other(lndetalll ])

2)hcaseofNo,whydon'tyoutlSefhnnlyplalmllgmeasures?

7 Pal･tIJ





3･VnlatlSthemostlmpOrtan-issueorthmglnyourllfe? Choseone

1)Moneyl ],2)SoclalStatusl ], 3)FamilyRelationshipl 】,4)Kmgl 】

5)Childrenr L 6)Friendsl ], 7)EnJ･oym gownlifet 】

4･DoyouagreetothefollowingOpln10nS?

1)TomorrowWL'[lbebetter/halttoday
Definjtelyagree
Somewhata灯ee

Somewhatnotaw
eeNo

ta訂 eeDefinite
lyagreeSome
whatagreeSomewhattlOta訂

eeNotagree3)Someo,leWhoESholleStWt/Iberelγardedmanothel･WOl･/d
.Definitelya打

eeSomewhata打ee
Somewhat一一Otagr
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